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第 75 回総会第 3 委員会 

女性・女児関連公式文書(1) 
 

房野 桂 訳 
 

 

 

女子差別撤廃委員会報告書(A/75/38) 
 

第 73 回会期(2019 年 7 月 1-19 日) 

第 74 回会期(2019 年 10 月 21 日-11 月 8 日) 

第 75 回会期(82020 年 2 月 10-28 日) 
 

伝達文 
 

 「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」に従って設立された女子差別撤廃委員会

は、「条約」第 21 条に従って、経済社会理事会を通して、毎年その活動について総会に報告することに

なっていることに言及させていただくことを光栄に思います。 

 委員会は、国連ジューヴ事務所で、2019 年 7 月 1 日から 19 日まで第 73 回会期を開催し、2019 年 10

月 21 日から 11 月 8 日まで第 74 回会期を開催し、2020 年 2 月 10 日から 28 日まで第 75 回会期を開催

しました。委員会は、2019 年 7 月 19 日の第 1717 回会期と 2019 年 11 月 8 日の第 1746 会期と、2020

年 2 月 28 日の第 1776 回会期で、会期に関する報告書を採択しました。その報告書は、ここに、第 75

回総会に伝えるために提出されます。 

 (署名)Hilary Gbedemah 

議長 
 

 

第 1 部: 第 73 回会期に関する女子差別撤廃委員会報告書 
 

2019 年 7 月 1-19 日 
 

 

第 I 章: 委員会採択の決定 
 

決定 73/1 
 

  2019 年 7 月 9 日に、決定 72/XI をさらに推し進めるために、委員会は、2019 年「気候行動サミッ

ト」にあたって 2019 年 9 月 16 日に、経済的・社会的・文化的権利委員会、子どもの権利委員会、すべ

ての移動労働者とその家族の権利保護委員会及び障害者の権利委員会との共同で出された人権と気候変

動の問題に関する声明のテキストを採択した(bit.ly/3btlpcR)。 
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決定 73/II 
 

  2019 年 6 月 18 日に、国際女児の日に当たって、2019 年 10 月 11 日に、子どもの権利委員会と共同

で出された「女児を保護しエンンパワーし、平等を要求する」に関する共同声明のテキストを採択した

(bit.ly/21kgTCA)。 
 

決定 73/III 
 

決定 69/V と 72/X を改訂して、作業方法を他の条約機関の作業方法に沿わせる目的で、委員会は、

委員会への定期報告書の提出の簡素化された報告手続を利用したいと思っている締約国のために、共通

の核心となる文書の提出の要件を除去することを決定した。 
 

決定 73/IV 
 

  「国連ジュネーヴ事務所のために開発されつつある戦略的遺産計画に特に関連して、適宜、人権条約

機関に関連する関連アクセス可能性基準の漸進的実施を保障し、完全で効果的な参画を保障するために

障害を持つ条約機関専門家のために合理的な宿泊所を提供する」ことを事務総長に要請している総会決

議第 68/268 号を想起し(A/RES/68/268、パラ 29)、 
 

 完全で効率的な参画を保障するために、作業を、障害を持つ専門家がアクセスできるものにすること

の重要性を認め、 
 

 委員会は、以下を事務局に要請することを決定した:  
 

  (a)すべての文書が、委員会によって検討される普通少なくとも 24 時間前に、緊急の場合には少なく

とも 6 時間前にアクセスできる書式(ワードまたは PDF)で利用できることを保障すること。 
 

 (b)十分な通告で要請された時、点字コピーも利用できることを保障すること。 
 

 (c)文書の採択中に、討議中のパラグラフが事務局職員または専門家によって完全に読み上げられるこ

とを保障すること。 
 

 委員会は、障害を持つすべてのステイクホールダーのためにその作業のアクセス可能性を継続して改

善し続け、それによって委員会の作業へのその完全で効果的な参画を確保する目的で、その慣行を検討

し続けることも決定した。 
 

決定 73/V 
 

  2018 年 11 月 8 日付の委員会と女性に対する暴力、その原因と結果に関する特別報告者との間の「協

力枠組」に沿って、委員会は、女性に対するジェンダーに基づく暴力に関するフォーカル・ポイントを

設立することを決定した。委員会は、フォーカル・ポイントに Gienover Tisheva を任命した。委員会の

作業部会の合理化に関するその決定 73/XII に留意して、委員会は、国内の人権機関に関する作業部会

が一旦解散し、特定の成果が女性に対するジェンダーに基づく暴力に関する作業部会のために決定され

たならば、フォーカル・ポイントは作業部会に切り替えられるかも知れないことが決定された。 
 

決定 73/VI 
 

  委員会は、2020 年 3 月の第 64 回女性の地位委員会中に行われる予定であった「北京宣言と行動綱委
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領」(1995 年)の実施の「北京+25 の見直し」のための寄稿を準備することを決定した。委員会は、委員

会によって支持されることになる概要の準備と 2019 年 10 月から 11 月の第 74 回会期中に採択するため

のテキスト案の作成を Nicole Ameline、Bandana Rana 及びその他の委員会の関心のある委員に委任し

た。 
 

決定 73/VII 
 

  締約国の要請で、2013 年 6 月に受領したイェーメンの第 7 回・8 回合同定期報告書(CECAW/C/ 

YEM/7-8)の検討を延期する決定にさらに付言して、委員会は、第 77 回会期(2020 年 3 月 2-6 日)の会

期前作業部会に、締約国にその報告書を更新するよう求める目的で、問題と質問の改訂されたリストの

作成を委任した。 
 

決定 73/VIII 
 

  委員会は、ある地域グループからの会期前作業部会委員の別の地域グループの委員との入れ替わりに

ついて、ビューローは前もって知らされることとすることを決定した。委員会は、公正な地域代表の原

則が、相互の交換を通してできる限り保障されるものとすることも決定した。それによって、自分の地

位を譲り渡す地域グループの委員は、今後の会期前作業部会で、それぞれのその他の地域グループから

の委員と入れ変わることとなる。 
 

決定 73/VIII 
 

  委員会は、第 75 回会期の会期前作業部会の委員を確認した: つまり Gladys Acosta Vargas、Gunnar 

Bergby、Naela Gabr、Wenyan Song 及び Genovova Tisheva である。 
 

 

第 II 章: 組織及びその他の問題 
 

A. 「条約」と「選択議定書」の締約国 
 

1. 第 73 回委員会の最終日である 2019 年 7 月 19 日現在、「条約」の締約国は 189 か国であった。さら

に、79 か国が、委員会の会議時間に関する「条約」の第 20 条(1)の改正を受け入れていた。「条約」の

総計 126 の締約国が、発効させるために改正案を受け入れる必要かがあった。 
 

2. 同日現在、「条約」の「選択議定書」の締約国は 112 か国であった。 
 

B. 会期開会 
 

3. 委員会は、2019 年 7 月 1 日から 19 日まで、ジュネーヴの国連事務所で、第 73 回会期を開催した。

委員会は、18 の本会議と議事項目 5 から 8 を討議するための会議を 11 回開催した。委員会に提出され

た文書のリストは、本報告書第一部の付録に含まれている。 
 

4. 7 月 1 日の第 1688 回会議で、会議は議長によって開会された。 
 

C. アジェンダの採択 
 

5. 委員会は、7 月 1 日の第 1688 回会議で暫定アジェンダ(CEDAW/C/73/1)を採択した。 
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D. 会期前作業部会報告 
 

6. 2018 年 11 月 12 日から 16 日まで集まった会期前作業部会の報告(CEDAW/C/PSW/G/73/1)は、7

月 1 日の第 1688 回会議で Gladys AcostaVargas によって紹介された。 
 

E. 作業組織 
 

7. 7 月 1 日と 8 日に、ヴィデオ会議を含め、国連システムの専門機関、基金、計画とその他の政府間機

関の代表者と非公開会議を開催し、代表者たちは、「条約」の実施を支援するためのこれら機関の努力

についての国に特化した情報と一般情報を提供した。 
 

8. 委員会は、NGO と国内人権機関の代表とも非公式の公開会議を開催したが、代表者たちは、締約国

における「条約」の実施に関する情報を提供し、委員会はその報告書を会期で検討した。 
 

9. 7 月 1 日に、委員会は、女性に対する暴力、その原因と結果に関する特別報告者のマンデートの 25

年に関する人権理事会へのテーマ別報告書を含め、その活動に関して特別報告者 Dubravka Simonovic

による説明を受けた。 
 

10. 7 月 4 日に、委員会は、危険な中絶を撤廃する世界的努力を強化する目的で、中絶に関する WHO

のデータベースとリポジトリーに関して WHO の妊産婦周産期保健と危険な中絶防止チームの

Antonella Lavelanet より説明を受けた。 
 

11. 7 月 8 日に委員会は、「CEDAW 条約: 女性を推進し、エンパワーして 40 年」に関するパネル討論

会を主催した。この行事は、国連訓練調査研究所、国連人権高等弁務官事務所(OHCHR)及び列国議会

同盟によって、「条約」40 周年を記念するために開催された。 
 

F. 委員会委員 
 

第 73 回会期出席 
 

12. 全委員が第 73 回会期に出席した。以下の委員は示された日に出席しなかった: Aruna Devi Narain

は 7 月 5 日と 12 日; Franceline Toe-Bouda は 7 月 1 日と 2 日。任期を示した委員会委員のリストは、

本報告書第 3 部の付録 II に含まれている。 
 

 

第 III 章: 会期間活動に関する議長報告 
 

13. 2019 年 7 月 1 日の第 1688 回会議で、議長は、第 72 回会期以来の活動に関する報告を提出した。 
 

 

  

第 IV: 「条約」第 18 条の下で締約国によって提出された報告書の検討 
 

14. 委員会は、「条約」第 18 条の下で提出された 7 つ締約国の報告書を検討し、それらについての以下

の最終見解を準備した: 

オーストリア                (CEDAW/C/AUT/CO/9) 

カーボヴェルデ              (CEDAW/C/CPV/CO/4) 

コーティヴォワール     (CEDAW/C/CIV/CO/4) 

コンゴ民主共和国            (CEDAW/C/COD/CO/8) 
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グァイアナ                 (CEDAW/C/GUY/CO/9) 

モザンビーク               (CEDAW/C/MOZ/CO/3-5) 

カタール                   (CEDAW/C/QAT/CO/2) 
 

最終見解に関連するフォローアップ手続き 
 

15. 委員会は以下の締約国から受け取ったフォローアップ報告書を検討した: 

アルバニア                    (CEDAW/C/ALB/CO/4/Add.1) 

ベラルーシ                    (CEDAW/C/BLR/CO/8/Add.1) 

カナダ                        (CEDAW/C/CAN/CO/8-9/Add.1) 

エルサヴァドル                (CEDAW/C/SLV/CO/8-9/Add.1) 

ホンデュラス                  (CEDAW/C/HND/CO/7-8/Add.1) 

フィリピン                    (CEDAW/C/PHL/CO/7-8/Add.1) 

スイス                        (CEDAW/C/CHE/CO/4-5/dd.1) 

トリニダード・トバゴ     (CEDAW/C/TTO/CO/4-7/Add.1 及び Add.2) 
 

16. 委員会は、フォローアップ報告書の提出期限が過ぎているアイルランド、ミクロネシア連邦国家、

ルワンダ、スリランカ、ウクライナに最初の督促状を送った。 
 

17. フォローアップに関する報告者は、フォローアップ報告書の提出期限が過ぎているものと仮定し

て、ミャンマーとタンザニアの代表と会った。 
 

 

第 V 章: 「選択議定書」の下で行われた活動 
 

18. 「選択議定書」第 12 条は、委員会は、「選択議定書」の下でのその活動の概要をその年次報告書に

含めることを規定している。 
 

A. 「選択議定書」第 2 条の下で生じる問題に関して委員会によって取られた行動 
 

19. 委員会は、2019 年 7 月 15 日と 16 日と 19 日に、「選択議定書」第 2 条の下での活動を討議した。 
 

20. 委員会は、第 44 回会期の「選択議定書」の下での通報作業部会の報告書を支持した(bit.ly/ 

2UDVQAh)。 
 

21. 委員会は、作業部会が Gladys Acosta Vargas を議長に、Aruna Devi Narain を副議長に選出したこと

を伝えられた。 
 

22. 委員会は、「選択議定書」の第 2 条の下で提出された 9 つの個人通報に関して最終的立場を採択し

た。委員会は、A.N.A 対デンマーク事件(CEDAW C/73/D/994/2015)、J.D.他対チェコ共和国事件

（CEDAW/C/73/D/102/2016）及びポーランド反差別法協会対ボーランド事件（CEDAW/C/73/ 

D/136/2018)の不許可の決定を採択した。委員会は、R.S.A.A.他対デンマーク事件（CEDAW/C/73/ 

D/86/2018）、O.M.対ウクライナ事件(CEDAW/C/73/D/87/2015)、Ｓ. L.対ブルガリア事件(CEDAW/ 

C/73/D/99/2016)及び X と Y 対ロシア連邦事件(CEDAW/C/73/D/100/2016)に違反ありとの見解を採

択した。委員会は、O.D.A.対デンマーク事件(CEDAW/C/73/D84/2015)と N.A.S.対デンマーク事件

（CEDAW/C/73/D/109/2016)の検討を打ち切った。すべての決定はコンセンサスで採択された。 
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B. 個人通報に関する委員会の見解のフォローアップ 
 

23. 委員会は、その見解に含まれている勧告が、満足が行くように実施されていることを発見して、

T.P.F.対ペルー事件(CEDAW/C/50/D/22/2009)に関連するフォローアップ対話を終了することを決定

し、L.R 対モルドヴァ共和国事件（CEDAW/C/66/D/58/2013)は、その見解に含まれている勧告の不満

足な実施を発見して、関連するフォローアップ対話を終了することを決定した。現在フォローアップ調

査中の 11 の事件の中で、ロシア連邦に関連するものが 3 つとブルガリア、フィンランド、ショージ

ア、メキシコ、スロヴァキア、タンザニア、東ティモール及びウクライナ関連するものがそれぞれ 1 つ

ずつある。 
 

C. 「選択議定書」第 8 条の下で生じる問題に関して委員会が取った行動 
 

24. 委員会は、7 月 16 日に、「選択議定書」の第 8 条の下での活動を討議した。委員会は、「選択議定

書」の下での作業部会の第 13 回会期の報告書を支持した。 
 

25. 委員会は、作業部会が Marion Bethel を議長に、Aricha Vall Verges を副議長に選出したことを伝え

られた。 
 

26. 委員会は、作業部会によって出された以下の勧告を承認した:  

  (a)カナダに関する調査第 2011/1 号に関連して、調査報告書に含まれている勧告を実施するために取

られた措置に関して情報を提供するよう締約国に勧めること(CEDAW/C/OP.8/CAN/1、パラ 85 と

86)。 
 

27. 委員会は、以下の決定も採択した: 調査第 2017/3 に関連して、Nicole Ameline と Dalia Leinarte と

共に調査を行う追加の委員として、Lia Nadaria を指名すること。 
 

 

第 VI 章: 委員会の作業を促進する方法と手段 
 

28. 事務局は、「条約」第 18 条の下での締約国による提出期限の過ぎた報告書の提出状態について委員

会に伝えた。 
 

議事項目 7 の下で委員会が取った行動 
 

今後の会期の日程 
 

29. 会議カレンダーに従って、委員会の第 74 回、75 回、76 回会期と関連会議のために確認された: 
  

第 74 回会期(ジュネーヴ) 

 (a)「選択議定書」の下での通報作業部会の第 45 回会期: 2019 年 10 月 16-18 日 

 (b)「選択議定書」の下での調査作業部会の第 14 回会期: 2019 年 10 月 17-18 日 

 (c)第 74 回会期: 2019 年 10 月 21 日-11 月 8 日 

 (d)会期前作業部会第 76 回会期: 2019 年 11 月 11-15 日 
 

第 75 回会期(ジュネーヴ) 

 (e)「選択議定書」の下での通報作業部会の第 46 回会期 

 (f)「選択議定書」の下での調査作業部会第 15 回会期: 2020 年 2 月 6 日と 7 日 
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 (g)第 75 回会期: 2020 年 2 月 10-28 日 

 (h)第 77 回会期前作業部会: 2020 年 3 月 2-6 日 
 

今後の会期で検討される報告書 
 

30. 委員会は第 74 回会期で、アンドラ、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ、カンポディア、イラク、カザ

フスタン、リトアニア及びセイシェルの報告書を検討し、第 75 回会期で、アフガニスタン、ブルガリ

ア、(簡素した報告手続きで; 第 72 回会期から延期)、エリトリア、キリバティ、ラトヴィア、パキスタ

ン、モルドヴァ共和国及びジンバブエの報告書を検討する。 
 

 

第 VII 章: 「条約」第 21 条の実施 
 

作業方法に関する作業部会 
 

31. 作業部会は会期中に 2 回集まった。作業部会は、共通の核心となる文書を提出する要件をなくし、

障害者のための委員会の作業のアクセス可能性を改善することにより(決定 73/IV)、簡素化した報告手

続を利用する締約国の基準の改訂を議論し、これら問題に関する決定案を委員会に提出した。 
 

「条約」、国連ウィメン及び「持続可能な開発目標」に関する作業部会 
 

32. 作業部会は 2 回集まり、「持続可能な開発目標」を統合する改正条約に特化した報告ガイドライン案

の現在の状態を討議した。作業部会は、「北京宣言と行動綱領」の実施の北京+25 の見直しへの委員会

による文書による寄稿の準備に関してのその討論を継続した。 
 

33. 作業部会は、女性の地位 NGO 委員会が準備し、最近出版された国内並行報告書のための NGO ガ

イダンスのプレゼンテーションを行った女性環境開発団体理事長である Soon-Young Yoon と会った。 
 

国内人権機関との協力に関する作業部会 
 

34. 作業部会は会期中に 2 回集まった。作業部会議長は、国内人権機関との委員会のかかわりに関する

ガイダンスメモの採択に向けた進捗状態について他の委員に説明した。議長は、OHCHR の国内機関と

地域メカニズム課と国内人権機関世界同盟事務局の代表者の作業部会の会議への参加を歓迎した。議長

は、すべてのステイクホールダーの事務局との継続中の協働に対して感謝を表明し、ガイダンスメモを

仕上げるために委員会の第 74 回会期前に集まるよう彼らを招いた。 
 

世界的移動の状況での女性と女児の人身取引に関する作業部会 
 

35. 作業部会は、会期中に 2 回集まった。作業部会議長は、世界的移動の状況での女性と女児の人身取

引に関する一般勧告案について 2018 年 6 月以来開催された様々な専門家グループの成果、ヘルシンキ

で計画されている専門家グルーブ会議及び地域協議会のみならず一般勧告案の準備のための資金作りの

際に遂げられた進歩について他の委員に説明した。議長は、2019 年後半のカイロでの地域協議会の開催

についても作業部会に伝えた。作業部会は、一般勧告案の準備のための予定表の変更を討議した。 
 

 

第 VIII 章: 第 74 回会期暫定アジェンダ 
 

36. 2019 年 7 月 19 日の第 1717 回会議で、委員会は、第 74 回会期の暫定アジェンダ案を検討し、承認
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した。 
 

 

第 IX 章: 報告書の採択 
 

37. 2019 年 7 月 19 日の第 1717 回会議で、第 73 回会期の口頭で修正の報告書案を検討し、採択した。 
 

 

付録: 第 73 回会期で委員会に提出された文書 
 

文書番号 文書のタイトル 

CEDAW/C/73/1 

CEDAW/C/73/2 

注釈付き暫定アジェンダ 

国連教育科学文化機関報告書 

締約国報告書 

CEDAW/C/AUT/9 

CEDAW/C/CPV/9 

CEDAW/C/CIV/4 

CEDAW/C/COD/8 

CEDAW/C/GUY/9 

CEDAW/C/MOZ/3-5 

CEDAW/C/QAT/2 

 

オーストリア第 9 回定期報告書 

カーボヴェルデ第 9 回定期報告書 

コーティヴォワール第 4 回定期報告書 

コンゴ民主共和国第 8 回定期報告書 

グァイアナ第 9 回定期報告書 

モザンビーク第 3 回から 5 回合同定期報告書 

カタール第 2 回定期報告書 
 

 

第 2 部: 女子差別撤廃委員会第 74 回会期報告書 
 

10 月 21 日-11 月 8 日 
 

第 I 章: 委員会によって採択された決定 
 

決定 74/1 
 

  2019 年 11 月 7 日に、委員会は、国内人権機関との協力に関する文書を採択したが(bit.ly/ 

21kvJxo)、これは 2008 年の委員会による国内人権機関との関係についての声明の採択以来、その他の

人権条約機関によって開発された手続きと慣行を考慮に入れるものである。 
 

決定 74/II 
 

  2019 年 11 月 8 日に、委員会は、「持続可能な開発目標」の状況で「女子に対するあらゆる形態の差

別の撤廃に関する条約」の第 18 条の下での報告書の準備のために締約国のためのガイダンスメモを採

択した(bit.ly/3dwyj8j)。 
 

決定 74/III 
 

  委員会は、締約国が、追加の回答が管理できる量に保たれることを保障する目的で、建設的対話に続

く 48 時間以内に文書で提供される追加の回答を最大 1,500 語に制限することを決定した。委員会は、

締約国が委員会との建設的対話に先立って、語数制限について伝えられるべきことも決定した。 
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決定 74/IV 
 

  委員会は、対話中に提起される問題の効果的調整を保障する目的で、その日の終わりよりはむしろ、

当該締約国との建設的対話の前日の NGO による昼食時の私的説明会直後に行われるように会議の予定

を再調整するために国のタスク・フォースの調整会議に関するその決定 65/I を修正することを決定し

た。 
 

決定 74/V 
 

人権条約機関の委員の独立性と公平性に関するガイドライン(アディスアベバ・ガイドライン)を実施

するために、委員会は、国別報告者、国別タスク・フォースの委員及び委員会議長は、それぞれ、問題

のリストの採択または報告に先立つ問題のリストの採択と当該締約国の最終見解の採択との間の期間中

に、「条約」に関する模擬セッションまたは報告ワークショップに参加するべきではないことを決定し

た。委員会は、前述の期間中にそのような行事に参加する委員は、後の段階で国別タスク・フォースに

加わり、当該締約国との建設的対話または最終見解の準備と採択に参加してはならないことも決定し

た。委員会は、前述の期間中にそのような行事に参加する委員は、日常の生計給付と旅費の払い戻しと

は別に何ら報酬を受けてはならないことをさらに決定した。 
 

決定 74/VI 
 

  委員会は、2020 年 2 月の委員会の第 75 回会期まで、「北京宣言と行動綱領」の実施の 25 年後の見直

しへのその寄稿の採択を延期することを決定した。 
 

決定 74/VII 
 

  2019 年 11 月 8 日に、委員会は、女性に対するジェンダーに基づく暴力に関するフォーカル・ポイン

トを Genoveva Tisheva が議長を務める作業部会に変えることを決定した。委員会は、一般勧告第 19 号

を更新する、女性に対するジェンダーに基づく暴力に関する一般勧告第 35 号(2017 年)に述べられてい

るように、責務と説明責任の実施に関する「条約」第 18 条の下での委員会への報告書の提出のための

チェックリストを含め、締約国のための包括的ガイダンスの開発を作業部会に委任することを決定し

た。 
 

決定 74//VIII 
 

 2019 年 11 月 6 日に、委員会は、最終見解に対するフォローアップ手続の更新された方法論を採択し

た(bit.ly/3dyUFuA)。 
 

決定 74/IX 
 

 委員会は、第 76 回会期の会期前作業部会の委員を確認した: Gladys Acosta Vargas、Gunnar Bergby、

Hilary Gbedemah、Wenyan Song 及び Genoveva Tisheva。 
 

 

第 II 章: 組織上及びその他の問題 
 

A. 「条約」と「選択議定書」の締約国 
 

1. 第 74 回会期の最終日の 2019 年 11 月 8 日に、「条約」の批准の状態(189 の締約国)は第 73 回会期の
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最終日の 7 月 19 日と同じであった。1 つの追加の締約国が、委員会の会議時間に関する「条約」の第

20 条(1)の修正を受け入れ、修正を受け入れた締約国の総数は 80 となった。 
 

2. 「条約」の「選択議定書」の批准状態も 113 の締約国に増加した。 
 

B. 会期開会 
 

3. 委員会の第 74 回会期は、2019 年 10 月 21 日から 11 月 8 日までジュネーウの国連事務所で開催され

た。委員会は、18 の本会議と議事項目5 から 8 を討議するために 13 の会議を開催した。委員会に提出

された文書のリストは、本報告書の第 2 部の付録に含まれている。 
 

4. 10 月 21 日の第 1718 回会議で、会期は議長によって開会された。 
 

C. アジェンダの採択 
 

5. 委員会は、10 月 21 日の第 1718 回会議で、暫定アジェンダ(CEDAWC/74/1)を採択した。 
 

D. 会期前作業部会報告 
 

6. 3 月 11 日から 15 日まで集まった会期前作業部会の報告書(CEDAW/C/PSWG/74/1)は、10 月 21 日

の第 1718 回会議で Nicole Ameline によって紹介された。 
 

E. 作業組織 
 

7. 10 月 21 日と 28 日に、委員会は、国連システムの専門機関、基金、計画とその他の政府間機関の代

表とヴィデオ会議を含めた非公開会議を開催し、代表者たちは、「条約」の実施を支援するこれら機関

の努力に関して国に特化した情報とその他の情報を提供した。 
 

8. 委員会は、NGO と国内人権機関の代表と非公式の公開会議も開催し、代表者たちは、報告書が会期

で検討される締約国での「条約」の実施に関して情報を提供した。 
 

9. 10 月 25 日に、委員会は、「思春期の女子の権利のために道を作る: 政策と法律に年齢とジェンダーの

視点を統合する」に関するパネル討論会を主催した。この行事は、プラン・インターナショナ、国連ウ

ィメン、OHCHR、ジュネーヴの国連事務所とその他の国際団体へのウルグァイ代表部、子どもの権利

コネクト、Terre des Hommes 及び子ども擁護インターナショナルによって、「条約」の 40 周年と「子

どもの権利に関する条約」の 30 周年を記念するために開催された。 
 

10. 10 月 29 日に、委員会は国連ウィメンの規範的支援・国連システム調整・プログラム成果の副事務

局長である Asa Regner との非公式会合を開催したが、彼女は、欧州経済委員会によって行われた「北

京宣言と行動綱領」の実施の地域の 25 年後の見直しと 2020 年にメキシコとフランスで開催されことに

なっている「世代間平等フォーラム」に関して説明した。 
 

11. 10 月 30 日に、委員会は、「世代間平等フォーラム」の大使兼事務総長の Delphine O と非公式会議

を開催したが、彼女は、「北京宣言と行動綱領」の実施の 25 年後の見直しに関して説明した。 
 

12. 10 月 31 日に、委員会は、以前の委員である Ruh Kaddari との非公式会合を開いたが、彼女は裁判

所手続きで、片親引き離し症候群の概念の利用によって提起される課題を含め、ドメスティック・ヴァ

イオレンスと子どもの後見の問題に関する彼女の調査に関して委員会に説明した。 
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13. 11 月 1 日に、委員会は、OHCHR の現在の財政状況と「北京宣言と行動綱領」の実施の 25 年後の

見直しをきっかけにした押し戻しを討議するために、当時の国連人権副高等弁務官の Kate Gilmore との

非公式会議を開催した。 
 

14. 11 月 5 日に、委員会は、ジュネーヴの国連事務所とその他の国際団体への日本代表部が開催し、カ

ナダ、フィンランド、フランス、メキシコ、タイの代表部、OHCHR、国連ウィメン及び国際人道法と

人権ジュネーヴ・アカデミーが共同で後援した「女性の経済的エンパワーメントと SDGs: 急速に変化

する社会でいかにジェンダー・ギャップを埋めるか」に関するパネル討論会に参加した。 
 

15. 11 月 6 日に、委員会と人権委員会は、両委員会のマンデートの下で生じる問題を討議するために、

ジュネーヴ人権プラットフォームの主催で、国際人道法と人権ジュネーヴ・アカデミーが開催した非公

式会議を開いた。 
 

F. 委員会委員 
 

第 74 回会期での出席 
 

16. 全委員が第 74 回会期に出席した。以下の委員は示された日には出席しなかった: Tamader Al-

Rammah、11 月 4 日から 8 日まで; Naela Gabr、11 月 5 日から 8 日まで; Ana Pelaez Narvaez、10 月 28

日から 30 日まで。任期を示した委員会委員のリストは本報告書第 3 部の付録 II に含まれている。 
 

 

第 III 章: 会期間活動に関する議長の報告書 
 

17. 2019 年 10 月 21 日の第 1718 回会議で、議長は、第 73 回会期以来のその活動に関する報告書を提

出した。 
 

 

第 IV 章: 「条約」第 18 条の下で締約国によって提出された報告書の検討 
 

18. 委員会は、「条約」第 18 条の下で提出された 7 つの締約国の報告書を検討し、以下の最終見解を採

択した:  
 

アンドラ              (CEDAW/C/AND/CO/4) 

ボスニア・ヘルツェゴヴィナ          (CEDAW/C/BIH/CO/6) 

カンボディア            (CRDAW/C/KHM/CO/6) 

イラク                              (CEDAW/C/IRQ/CO/7) 

カザフスタン                        (CEDAW/C/KAZ/CO/5) 

リトアニア                          (CEDAW/C/LTU/CO/6) 

セイシェル                          (CEDSW/C/SYC/CO/6) 
 

最終見解に関連したフォローアップ手続き 
 

19. 委員会は、以下の締約国から受領したフォローアップ報告書を検討した: 
 

アルメニア     (CEDAW/C/ARM/CO/5-6/Add.1) 

ブータン            (CEDAW/C/BTN/CO/8-9/Add.1) 
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ブルンディ          (CEDAW/C/BDI/CO/5-6/Add.1) 

ドイツ              (CEDAW/C/DEU/CO/7-8/Add.1) 

ヨルダン            (CEDAW/C/JOR/CO/6/Add.1) 

イタリア            (CEDAW/C/ITA/CO/7/Add.1) 

クゥエート          (CEDAW/C/KWT/CO/5/Add.1) 

ウクライナ          (CEDAW/C/UKR/CO/8/Add.1) 
 

20. 委員会は、フォローアップ報告書の提出期限が過ぎているバルバドス、コスタリカ、モンテネグ

ロ、ニジェール、ナイジェリア及びタイに、第一回督促状を送付した。 
 

最終見解に関連したフォローアップ手続の評価 
 

21. 委員会は、第 65 回会期で委員会によって採択されたフォローアップ手続の以前の評価でなされた

勧告に従って(A/72/38、第 2 部、第 IV 章)、フォローアップに関する報告者によって提出された最終見

解に関連するフォローアップ手続きの評価(bit.ly/3azqfpW)を採択し、方法論(決定 74/VIII を参照)を更

新した。委員会は、フォローアップ手続は、継続されるべきであり、次回の評価は 2022 年の 10 月と

11 月に、委員会の第 83 回会期で行われるべきであるというフォローアップに関する報告者の勧告を支

持した。 
 

 

第 V 章: 「選択議定書」の下で行われた活動 
 

22. 「選択議定書」第 12 条は、委員会はその年次報告書に「選択議定書」の下でのその活動の概要を

含めるものと規定している。 
 

A. 「選択議定書」第 2 条の下で生じる問題に関して委員会が取った行動 
 

23. 委員会は、2019 年 10 月 28 日と 11 月 4 日に、「選択議定書」第 2 条の下での活動を討議した。 
 

24. 委員会は、「選択議定書」の下での通報作業部会の第 41 回会期の報告書(bit.ly/2UnCyjS)を支持し

た。 
 

25. 委員会は、「選択議定書」第 2 条の下で提出された 4 つの個人通報に関して、最終決定を採択し

た。委員会は、K.I.A 対デンマーク事件（CEDAW/C/74/D/82/2015）、K.B.対英国事件(CEDAW/C/74 

/D/106/2016)及び A.J.他対英国事件（CEDAW/C/74/D/126/2018)の不許可の決定を採択した。委員

会は、Clobanu 対モルドヴァ共和国事件（CEDAW/C/74/D/104/2016)に違反ありとの見解も採択し

た。すべての決定はコンセンサスで採択された。委員会は一つの事件を作業部会に照会した。 
 

B. 個人通報に関する委員会の見解のフォローアップ 
 

26. 委員会は、作業部会がその第 45 回会期で、フォローアップ対話が継続しているそれぞれの事件で

フォローアップ状況を討議し、取るべき行動について合意したと伝えられた。委員会は、その見解に含

まれている勧告の満足のいく解決があったとして、X と Y 対ジョージア事件（CEDAW/C/61/D/24/ 

2009)に関連するフォローアップ対話とその見解に含まれている勧告の解決が不満足であったとして、

L.R.対モルドヴァ共和国事件(CEDAW/C/66/D/58/2013)に関連するフォローアップ対話を打ち切るこ

とを決定した。現在フォローアップ調査の下にある 12 の事件のうち、ロシア連邦に関連するものが 4
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つとブルガリア、デンマーク、フィンランド、メキシコ、スロヴァキア、東ティモール、ウクライナ及

びタンザニア連合共和国に関連するそれぞれ 1 つがある。 
 

C. 「選択議定書」第 8 条の下で生じる問題に関して委員会が取った行動 
 

27. 委員会は、「選択議定書」第 8 条の下での活動を 11 月 5 日に討議した。委員会は「選択議定書」の

下での調査作業部会の第 14 回会期の報告書を支持した(bit.ly/2JfwnrE)。 
 

28. 委員会は、調査第 2011/4 号に関する結果、コメント及び勧告を採択した。委員会は、6 か月以内に

見解のために当該締約国にこれを伝え、前述の期間後に調査の報告書を公表することを決定した。 
 

 

第 VI 章: 委員会の作業を即示唆身する方法と手段 
 

29. 事務局は、「条約」第 18 条の下での締約国による提出期限の過ぎた報告書の提出状態について委員

会に伝えた。 
 

議事項目 7 の下で委員会が取った行動 
 

今後の会期の日程 
 

30. 会議カレンダーに従って、委員会の第 75 回・76 回会期と関連会議にために確認された: 
 

  第 75 回会期(ジュネーヴ) 

  (a)本報告書の第 1 部のパラグラフ 29 に示されている通り 
 

 第 76 回会期 

 (b)「選択議定書」の下での通報作業部会の第 47 回会期: 2020 年 6 月 17 日から 19 日 

 (c)「選択議定書」の下での調査作業部会の第 16 回会期: 2020 年 6 月 18 日と 19 日 

 (d)第 76 回会期: 2020 年 6 月 22 日-7 月 10 日 

 (e)第 68 回会期のための会期前作業部会: 2020 年 7 月 13-17 日 
 

今後の会期で検討される報告書 
 

31. 委員会は、第 75 回会期で、本報告書第 1 部のバラグラフ 30 の列挙されている締約国の報告書を検

討し、第 76 回会期で、バーレーン(第 73 回会期から延期)、デンマーク、ドミニカ共和国(簡素化され

た報告手続の下で)、ガボン、キルギスタン、モルディヴ、モンゴル(簡素化された報告手続の下で)及び

パナマ(簡素化された報告手続の下で)の報告書を検討することを確認した。 
 

 

第 VII 章: 「条約」第 21 条の実施 
 

作業方法に関する作業部会 
 

32. 作業部会は、会期中に 2 回集まった。作業部会は、建設的対話に続いて締約国によって文書で提供

される追加の回答の語数制限(決定 74/III を参照)と国別タスク・フォースの調整会議の再計画(決定さ

74/IV を参照)を討議し、これら問題に関する決定案を委員会に提出した。 
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「条約」、国連ウィメン、「持続可能な開発目標」に関する作業部会 
 

33. 作業部会は、「持続可能な開発目標」の状況で、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する

条約」第 18 条の下での報告書の準備のために、締約国のためのガイダンスメモ案を仕上げるために、

会期中に集まった(決定 74/II を参照)。 
 

34. 作業部会は、「北京宣言と行動綱領」の 25 年後の見直しへの委員会の文書による貢献に関するその

議論を継続した。作業部会は、委員会の第 75 回会期まで委員会がその文書の採択を延期することを勧

告することを決定した。 
 

国内人権機関との協力に関する作業部会 
 

35. 作業部会は、会期中に 3 回集まった。作業部会議長は、国内人権機関との委員会の協力に関するガ

タイダンスメモを仕上げるために前会期以来取ってきた手段に関して委員たちに説明した(決定 74/I を

参照)。議長は、OHCHR の国内人権機関と地域メカニズム課と国内人権機関世界同盟事務局から作成

プロセス中に受けたインプットの価値を強調した。 
 

世界的移動の状況での女性と女児の人身取引に関する作業部会 
 

36. 作業部会は会期中に 2 回集まり、世界的な移動の状況での女性と女児の人身取引に関する一般勧告

案を準備する予定表とコンサルタントによって準備される注釈付き概要案の構成と内容を討議した。作

業部会議長は、2019 年後半のカイロでの地域専門家会議の準備についてまた 2020 年 1 月にウィーン

で、2020 年 4 月にパナマ市で計画されている地域協議会について委員に伝えた。作業部会は、さらな

る地域協議会または専門家会議の開催の可能性を議論した。 
 

 

第 VIII 章: 第 75 回会期の暫定アジェンダ 
 

33. 2019 年 11 月 8 日の第 1746 回会議で、委員会は、第 75 回会期の暫定アジェンダ案を検討し、承認

した。 
 

 

第 IX 章: 報告書の採択 
 

34. 2019 年 11 月 8 日の第 1746 回会議で、委員会は第 74 回会期の報告書案を検討し、高等で修正通り

採択した。 
 

 

付録: 第 74 回会期で委員会に提出された文書 
 

文書番号 タイトル 

CEDAW/C/74/1 

CEDAW/C/74/2 
 

締約国報告書 

CEDAW/C/AND/4 

CEDAW/C/BIH/6 

CEDAW/C/KHM/6 

注釈付き暫定アジェンダ 

国連教育科学文化機関報告書 
 

 

アンドラ第 4 回定期報告書 

ボスニア・ヘルツェゴヴィナ第 6 回定期報告書 

カンボディア第 6 回定期報告書 
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CEDAW/C/IRQ/7 

CEDAW/C/KAZ/5 

CEDAW/C/LTU/6 

CEDAW/C/SYC/6 

イラク第 7 回定期報告書 

カザフスタン第 5 回定期報告書 

リトアニア第 6 回定期報告書 

セイシェル第 6 回定期報告書 
 

 

第 3 部: 女子差別撤廃委員会第 75 回会期報告書 
 

2020 年 2 月 10-28 日 
 

 

第Ｉ章: 委員会が採択した決定 
 

決定 75/I 
 

  2020 年 2 月 27 日に、委員会は、「北京+25: 変革の指導的力としての女性」と題する「北京宣言と行

動綱領」の実施の 25 年後の見直しへの寄稿を採択し(決定 73/VI と 74/VI を参照)、2020 年 3 月 9 日か

ら 20 日まで、ニューヨークで開催され予定の女性の地位委員会の第 64 回会議中にこれを提出すること

を決定した。 
 

決定 75/II 
 

  2020 年 2 月 27 日に、委員会は、委員会の第 69 回会期中の 2018 年 2 月 27 日に、サウディアラビア

の第 3 回・4 回合同定期報告書の委員会の検討への拘束されたサウディの女性人権擁護者 Loujain Al-

Hathloul の参加 2 周年にあたっての声明を採択した(bit.ly/3cLuxML)。 
 

決定 75/III 
 

  国内人権機関との委員会の協力に関する文書に従って(決定 74/I を参照)、委員会は、A-status を持つ

制度のような試験的段階中に、その要請に従って、国の代表との対話中に 5 分を超えないステートメン

トを出す機会を提供することを決定した。後者は、「条約」のそれそれぞれの条項に関する委員会との

対話中に対応する機会を持つことになろう。委員会は、国内人権機関のステートメントが対話の前日に

委員会と分かち合われるべきであり、締約国はこの新しい手続きについて知らされるものとすることも

決定した。 
 

決定 75/IV 
 

委員会は、国別報告者、国別タスク・フォースの委員及びその他の委員会委員への報告に先立って、

問題のリスト案への委員会によるインプットのために他の条約機関からの要請を回覧するよう事務局に

求めることを決定した。委員会は、当該条約機関への委員会委員によるコメントと提案される修正を編

集し、伝えるよう事務局に要請することも決定した。 
 

決定 75/V 
 

  委員会は、世界的な移動の状況での女性と女児の人身取引に関する委員会の一般勧告案に関して締約

国のために 2020 年 5 月半ばにジュネーヴで説明会を開催するよう事務局に求めた。 
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決定 75/VI 
 

  委員会は、第 77 回会期の会期前作業部会の委員を確認した: 秋月弘子、Gunnar Bergby, Rhoda 

Reddock, Elgun Safarov 及び Toe-Bouda。 
 

 

第 II 章: 組織上及びその他の問題 
 

A. 「条約」及び「選択議定書」の締約国 
 

1. 第 75 回会期の最終日の 2020 年 2 月 28 日現在、「条約」の批准状態(189 締約国)と委員会の会議時間

に関する「条約」第 20 条(1)の修正案を受け入れた締約国の数(80)は第 74 回会期の最終日の 2019 年

11 月 8 日と同じであった。 
 

2. 「条約」の「選択議定書」の批准状態(113 の締約国)は、第 74 回会期最終日の 11 月 8 日と同じであ

った。 
 

B. 会期の開会 
 

3. 委員会の第 75 回会期は、2020 年 2 月 10 日から 28 日まで、ジュネーヴの国連事務所で開催され

た。委員会は 20 の本会議と議事項目 5 から 8 を討議するための会議を 10 回開催した。委員会に提出さ

れた文書のリストは本報告書の第 3 部の付録 I に含まれている。 
 

4. 2 月 10 日の第 1747 回会議で、会期は議長によって開会された。 
 

C. アジェンダの採択 
 

5. 委員会は 2 月 10 日の第 1747 回会議で暫定アジェンダ(CEDAW/C/75/1)を採択した。 
 

D. 会期前作業部会報告書 
 

6. 2019 年 7 月 22 日から 26 日まで集まった会期前作業部会報告書(CDAW/C/PSWG/75/1)は、2020

年 2 月 10 日の第 1747 回会議で Rosario Manalo によって紹介された。 
 

E. 作業組織 
 

7. 2020 年 2 月 10 日に、国連システムの専門機関、基金、計画及びその他の政府間組織の代表者たちと

ヴィデオ会議を含めた非公開会議を開催したが、彼らは、「条約」の実施を支援するこれら機関の努力

に関して国に特化した情報とその他の情報を提供した。 
 

8. 委員会は、NGO と国内人権機関の代表者とも非公式の公開会議も開催したが、彼らは締約国におけ

る「条約」の実施についての情報を提供し、委員会はその報告書を第 75 回会期で検討した。 
 

9. 2 月 10 日に、委員会は、国連ウィメンの市民社会課の課長であり、世代間平等基金の長である Lopa 

Banerjee と国連ウィメンの政策・プログラム・政府間部の部長である Sarah Hendricks とヴィデオ会議

を開催したが、彼女たちは、2020 年にメキシコとフランスで開催されることになっている「世代間平等

フォーラム」と委員会がかかわるための準備作業と機会に関して委員会に説明した。 
 

10. 2 月 25 日に、Bandana Rana は、副議長としての権限で、第 4 回世界女性会議(1995 年)で採択され
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た「北京宣言と行動綱領」の 25 周年を記念して、人権理事会の第 43 回会期の高官パネルで委員会を代

表した。高官パネル討論のテーマは、「北京宣言と行動綱領の公約を促進する」であった。 
 

F. 委員会委員 
 

第 75 回会期の出席 
 

11. Louiza Chalal を例外として、すべての委員が第 75 回会期に出席した。以下の委員は、示された日

には出席しなかった: Tamader Al-Rammah、2020 年 2 月 10 日; Hilary Gbedemah、2 月 19 日から 21 日

まで; Aicha Vall Verges、2 月 21 日。任期を示した委員会委員のリストは、本報告書第 3 部の付録 II に

含まれている。 
 

 

第 III 章: 会期間活動に関する議長報告 
 

12. 2020 年 2 月 10 日の第 1747 回会議で、議長は、第 74 回会期以来のその活動に関する報告書を提出

した。 
 

 

第 IV 章: 「条約」第 18 条の下で締約国によって提出された報告書の検討 
 

13. 委員会は、「条約」第 18 条の下で提出された 8 つの締約国の報告書を検討し、それについての以下

の最終見解 3092 委託した:  
 

アフガニスタン     (CEDAW/C/AFG/CO/3) 

ブルガリア              (CEDAW/C/BGR/CO/8) 

エリトリア              (CEDAW/C/ERI/CO/6) 

キリバティ              (CEDAW/C/KIR/CO/1-3) 

ラトヴィア              (CEDAW/C/LVA/CO/4-7) 

パキスタン              (CEDAW/C/PAK/CO/5) 

モルドヴァ共和国        (CEDAW/C/MDA/C/6) 

ジンバブエ              (CEDAW/C/ZWE/CO/6) 
 

最終見解に関連するフォローアップ手続 
 

14. 委員会は以下の締約国から受領したフォローアップ報告書を検討した: 
 

ミクロネシア連邦国家     (CEDAW/C/FSM/CO/1-3/Add.1) 

イスラエル                    (CEDAW/C/ISR/FCO/6) 

モナコ                        (CEDAW/C/MCO/FCO/1-3) 

ノルウェー                    (CEDAW/C/NOR/FCO/9) 

ルーマニア                    (CEDAW/C/ROU/CO/7-8/Add.1) 

シンガポール                  (CEDAW/C/SGP/FCO/5) 

スリランカ                    (CEDAW/C/LKA/C/8/Add.1) 
 

15. 委員会は、フォローアップ報告書の提出期限が過ぎているブルキナファソ、コスタリカ、朝鮮民主

人民共和国、ケニア、ナウル、オマーン及びパラグァイに第一回督促状を送付した。 
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16. 2 月 18 日に、Nicole Ameline, Naela Gabr, Elgun Safarov 及び事務局は、パレスチナ国の第一回報告

書に関する委員会の最終見解(CEDAW/C/PSE/C/1)に含まてれている勧告を実施するための技術的助

言を締約国に提供するために、国連ウィメンの招きと OHCHR のラマラ事務所の協力で、2019 年 11 月

10 日から 15 日まで行ったバレスチナ国への技術的フォローアップ訪問に関して委員会に報告した。 
 

 

第 V 章: 「選択議定書」の下で行われた活動 
 

17. 「選択議定書」第 12 条は、委員会が「選択議定書」の下でのその活動の概要を年次報告書に含め

ることを規定している。 
 

A. 「選択議定書」だ 2 条の下で生じる問題に関して委員会が取った行動 
 

18. 委員会は、2020 年 2 月 17 日と 24 日と 26 日と 28 日に、「選択議定書」第 2 条の下での活動を討議

した。 
 

19. 委員会は、「選択議定書」の下での通報作業部会の第 46 回回帰報告書を支持した(fit.ly/ 

2vafDOZ)。 
 

20. 委員会は、「選択議定書」第 2 条の下で提出された 7 つの個人通報に関する最終決定を採択した。

委員会は、C.E.R.対アルゼンチン事件(CEDDW/C/75/D63/2013)と F.H.A.対デンマーク事件

（CEDAW/C/75/D/108/2016)の検討を打ち切った。委員会は、Z.A.と K.T.対デンマーク事件

(CEDAW/C/75/D/108/2016)、R.R.と M.R.対フィンランド事件（CEDAW/C/75/D/111/2017）及び

G.M.N.F.他対オランダ事件(CEDAW/C/75/D/117/2017)で 3 つの不許可の決定と S.N.と E.R.対北マケ

ドニア事件（CEDAW/C/75/D/107/2016）、L.A.他対北マケドニア事件（CEDAW/C/75/D/110/ 

2016）、O.N.及び D.P.対ロシア連邦事件（CEDAW/C/75/D/119/2017）及び S.F.M.対スペイン事件

（CEDAW/C/75/D/138/2018)で違反ありとの見解も採択した。すべての決定は S.N.及び E.R.対北マケ

ドニア事件と、L.A.他対北マケドニア事件のそれぞれに関連して一人の委員が反対意見を付け加えた見

解の例外がある状態で、コンセンサスで採択された。 
 

B. 個人通報に関する委員会の見解のフォローアップ 
 

21. 委員会は、作業部会が第 46 回会期で、フォローアップ対話が継続しているそれぞれの事件で、フ

ォローアップ状況を討議し、取るべき行動について合意したことを伝えられた。現在フォローアップ調

査中の 13 の事件のうち、4 つはロシア連邦に関連し、残りは一つずつブルガリア、デンマーク、フィン

ランド、メキシコ、モルドヴァ共和国、スロヴァキア、東ティモール、ウクライナ及びタンザニア共和

国に関連している。 
 

C. 「選択議定書」第 8 条の下で生じる問題に関して、委員会が取った行動 
 

22. 委員会は、2020 年 2 月 25 日に「選択議定書」第 8 条の下での活動を討議した。委員会は、「選択

議定書」の下での調査作業部会第 15 回会期の報告書を支持した。 
 

23. 委員会は、以下の決定を採択した: 
 

  (a)調査第 2016/1 に関連して、Gunnar Bergby と Rosario Manalo と共に調査を行うための追加の委
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員として Bandana Rana を指名すること 
 

 (b)提出物第 2019/1 に関連して、情報源から追加の情報を要請すること 
 

 (c)提出物第 2019/2 に関連して、「選択議定書」第 8 条の下で受け取った情報の予備評価を行い、当

該情報に関連して見解を提出するよう当該締約国に勧めないこと 
 

 

第 VI 章: 委員会の作業を促進する方法と手段 
 

24. 事務局は、「条約」第 18 条の下で、締約国の提出期限の過ぎた報告書の提出状況について委員会に

伝えた。 
 

議事項目 7 の下で委員会が取った行動 
 

今後の会期の日程 
 

25. 会議カレンダーに従って、委員会の第 76 回、77 回会期と関連会議の以下の日程が確認された: 
 

  第 76 回会期(ジュネーヴ) 

  (a)本報告書の第 2 部のパラグラフ 30 に示されている通り 
{ 

 第 77 回会期(ジュネーヴ) 

  (b)「選択議定書」の下での通報作業部会第 48 回会期: 2020 年 10 月 14-16 日 

 (c)「選択議定書」の下での調査作業部会第 17 回会期: 2020 年 10 月 15 日、16 日 

 (d)第 77 回会期: 2020 年 10 月 19 日-11 月 6 日 

 (e)第 79 回会期前作業部会: 2020 年 11 月 9 日-16 日 
 

今後の会期で検討される報告書ほ 

26. 委員会は、第 76 回会期で、本報告書第 2 部のパラグラフ 27 に列挙されている締約国の報告書を検

討し、第 77 回会期では、アゼルバイジャン、エクアドル、ニカラグァ、セネガル、南アフリカ、スウ

ェーデン、ウルグァイ及びイェーメンの報告書を検討することを確認した。 
 

 

第 VII 章: 「条約」第 21 条の実施 
 

作業方法に関する作業部会 
 

27. 作業部会は、会期中に 2 回集まった。作業部会は、A-ステイタスを持つ国内人権機関に、要請に応

じて、委員会の当該締約国との対話中にステートメントを出す機会を与えること(決定 75/III を参照)、

及び報告に先立つ問題のリスト案に委員会によるインプットを求めるその他の条約機関からの要請を扱

うためのプロセス(決定 75/IV を参照)を討議し、これら問題に関する決定案を委員会に提出した。 
 

「条約」、国連ウィメン、「持続可能な開発目標」に関する作業部会 
 

28. 作業部会は会期中に 3 回集まり、「北京宣言と行動綱領」の実施 25 年後の見直しへの文書による寄

稿案を仕上げ、採択を求めて委員会に提出した(決定 75/I を参照)。作業部会は 2020 年 3 月 9 日から 20

日までニューヨークで開催されることになっている女性の地位委員会の第 64 回会期中に文書が提出さ

れることを勧告した。 
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女性に対するジェンダーに基づく暴力に関する作業部会 
 

29. この新しく制度化された作業部会は、会期中に 2 度集まった。秋月弘子、Nicole Ameline, Marion 

Bethel, Naela Gabr, Nahla Haidar, Lia Nadaraia, Aruna Devi Narain Ana Pelaez Narvaez, Bandana Rana, 

Rhoda Reddock, Elgun Safarov, Wenyan Song, Genoveva Tisheva 及び Francdedline Toe-Bouda より成

り、作業部会は議長として Ms. Tisheva を選出した。作業部会は、一般勧告第 19 号を更新する女性に対

するジェンダーに基づく暴力に関する一般勧告第 35 号(2017 年)に述べられているようにその責務と説

明責任に関する報告書の委員会への提出のためのチェックリストを含め、締約国のための包括的なガイ

ダンスを考案することを決定した。作業部会議長は、チェックリストに関連してそれぞれのテーマ別関

心領域を示すよう委員に求め、第一回寄稿のためのトピックスのテーマ別リストを配布した。 
 

世界的移動の状況での女性と女児の人身取引に関する作業部会 
 

30. 作業部会は会期中に 2 回集まり、コンサルタントが準備した世界的移動の状況での女性と女児の人

身取引に関する一般勧告案を検討した。作業部会は、ステイクホールダーからのコメントを奨励し、一

般勧告案を採択する目的で、OHCHR のウェブサイトに一般勧告案をポストするための予定表を討議し

た。作業部会議長は、パナマ市での地域専門家会議の準備と 2020 年前半にもう一つの地域専門家会議

の開催の可能性について委員に伝えた。 
 

 

第 VIII 章: 第 76 回会期の暫定アジェンダ 
 

31. 2020 年 2 月 28 日の第 1776 回会議で、委員会は、第 76 回会期のための暫定アジェンダ案を検討し

承認した。 
 

 

第 IX 章: 報告書の採択 
 

32. 2020 年 2 月 28 日の第 1776 回会議で、委員会は、第 75 回会期の報告案を高等で修正通り検討し、

採択した。 
 

付録 I: 第 75 回会期で委員会に提出された文書 
 

文書番号 タイトル 

CEDAW/C/75/1 

CEDAW/C/75/2 
 

締約国報告書 

CEDAW/C/AFG/3 

CEDAW/C/BGR/8 

CEDAW/C/ERI/6 

CEDAW/C/KIR/1-3 

CEDAW/C/LVA/4-7 

CEDAW/C/PAK/5 

CEDAW/C/MDA/6 

注釈付き暫定アジェンダ 

国連教育科学文化機関報告書 
 

 

アフガニスタン第 3 回定期報告書 

ブルガリア第 8 回定期報告書 

エリトリア第 6 回定期報告書 

キリバティ第 1 回から第 3 回合同定期報告書 

ラトヴィア第 4 回から 7 回合同定期報告書 

パキスタン対 5 回定期報告書 

モルドヴァ共和国第 6 回定期 
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CEDAW/C/ZWE/6 ジンバブエ第 6 回定期報告書 
 

 

付録 II: 2020 年 2 月 28 日現在の委員会委員 
 

委員名 国名 任期終了年 

Gladys Acosta Vargas(副議長) 

秋月弘子 

Tamader Al-Rammah 

Nicole Ameline(副議長) 

Gunnar Bergby 

Marion Bethel 

Louiza Chalal 

Esther Eeghobamien-Msheliaa 

Naela Mohamed Gabar 

Hilary Gbedemah(議長) 

Nahla Haidar 

Ddalia Leinarte 

Rosario G. Manalo 

Lia Nadaria(報告者) 

Aruna Devi Narain 

Ana Pelaez Narvaez 

Bandana Rana(副議長) 

Rhoda Reddock 

Elgun Safarov 

Wenyan Song 

Genovera Tisheva 

Franceline Toe-Bouda 

Aicha Vall Verges 

ペルー 

日本 

サウディアラビア 

フランス 

ノルウェー 

バハマ 

アルジェリア 

ナイジェリア 

エジプト 

ガーナ 

レバノン 

リトアニア 

フィリピン 

ジョージア 

モーリシャス 

スペイン 

ネパール 

トリニダード・トバゴ 

アゼルバイジャン 

中国 

ブルガリア 

ブルキナファソ 

モーリタニア 

2022 

2022 

2022 

2020 

2020 

2020 

2022 

2020 

2022 

2020 

2020 

2020 

2020 

2022 

2022 

2022 

2020 

2022 

2022 

2020 

2022 

2022 

2020 
 

 

 

 

 

 女性と女児の人身取引(A/75/289) 
 

事務総長報告書 
 

概要 
 

 総会決議第 73/146 号に従って提出される本報告書には、加盟国が取る措置と女性と女児の人身取

引を撤廃するために国連システム内で行われる活動に関する情報が含まれている。本報告書は、人身

取引の経済的牽引力と結果及びコロナウィルス病(COVID-19)の流行が女性と女児の人身取引に与え

るインパクトに特に重点を置いて、人心取引のジェンダーの側面に対処する努力に重点を置いてい



22 

 

る。 
 

 

I. 序論 
 

1. 2020 年は、「北京宣言と行動綱領」採択の 25 周年を記す。1995 年に、各国政府は女性と女児を人権

享受から妨げる組織的で構造的な障害の除去を要請した。ジェンダー平等達成のための包括的アジェン

ダの一部として、「行動綱領」は、女性と女児の人身取引を奨励する外部の要因を含めた根本原因に対

処する適切な措置を取るよう特に各国政府に要請した。2015 年に、各国政府は、ディーセント・ワーク

の状況(ターゲット 8.7)と平和な包摂的社会の醸成の状況(ターゲット 16.2)での女性に対する暴力の一

形態としての(ターゲット 5.2)人身取引の撤廃のためのターゲットを含む「持続可能な開発 2030 アジェ

ンダ」とその「持続可能な開発目標」の中のこれら公約を土台とした。 
 

2. これら公約にもかかわらず、女性と女児の人身取引の撤廃における進歩は、依然として受け入れ難い

ほどに遅い。2017 年から 2018 年の間に、総計 74,414 人の人身取引被害者が 110 か国以上で発見され

た1。発見された人身取引被害者の約 70%が女性: 主として成人女性だが、女児も増えている2。発見さ

れた女性被害者の約 77%が、性的搾取のために取引されており、14%が強制労働のため、残りはその他

の形態の搾取3のためである。女性は継続して、偽装・強制・奴隷結婚、子ども結婚、家事苦役、妊娠の

目的でも取引され続けている。国際労働機関は、全世界で 2,870 万人の女性と女児(被害者総数の 71%)

が、2016 年に、強制労働、借金による束縛、強制結婚、奴隷制度と奴隷のような慣行、人身取引を受け

ているものと見積もっている4。人身取引者の大多数は継続して男性である。 
 

3. 人身取引は、世界で最も儲かる犯罪活動の 1 つである5。女性と女児の人身取引は、多くの「目標」、

つまり程度の高い貧困(「目標 1)、教育へのアクセスの欠如(「目標 4」)、ジェンダー不平等と女性に対

する様々な形態の暴力(「目標 5」)、不安定な非正規の仕事へ女性の集中(「目標 8」)に反映されている

様に、組織的で構造的なジェンダー不平等と差別に根がある。より幅広いレヴェルでは、国々の内部及

び間の不平等(「目標 10」)並びに紛争と人道危機の状況(「目標 16」)も女性と女児を騙し、強制、搾取

に対してより脆弱にする。人身取引は、加害者が享受する刑事責任免除のために、儲けが多く危険が少

ないので根強く続く。人身取引者がかなり財政的に儲けている間に、基本的人権の侵害を含め、生涯に

わたる破壊的で取り返しのつかない結果を通して、その尊厳を奪われ、長期的な健康の損害と経済的イ

ンパクトに耐えなければならないその代価を支払うのは人身取引サヴァイヴァーである。 
 

4. 現在のコロナウィルス病(COVID-19)の流行とその深く広がった社会的経済的影響は、搾取、虐待及

び人身取引に対する女性と女児の脆弱性を増している6。増加する不平等、脆弱性及び貧困が、女性と女

児の人身取引の危険を増すかもれしない。さらに、COVID-19 への対応として世界がオンラインに移動

 

1 国連麻薬犯罪事務所(UODC)、2020 年人身取引に関する世界報告書（出版予定）。 

2 同上。 

3 同上。 

4 国際労働機関(ILO)、原題奴隷制度の世界的見積: 強制労働と強制結婚、(ジュネーヴ、2017 年)。 

5 ILO、儲けと貧困: 強制労働の経済学、（ジュネーヴ、2014 年）。 

6 UNODC、「COVID-19 の流行が人身取引に与えるインパクト: 急速棚卸に基づく予備結果と測定」、2020 年。 
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するに連れて、人身取引者は、被害者を募集し搾取するためにオンライン技術及びその他の手段を利用

している。重複し、重なり合う形態の差別を経験している女性と女児は最大の危険にさらされている。

COVID-19 の状況での人身取引を含めた女性と女児に対する深まる不平等とあらゆる形態の暴力の増加

は、これまでに遂げられた限られた進歩も危険にさらしつつ、「目標」の達成に関する進歩をかなり遅

らせる可能性がある。 
 

5. これを背景として、決議第 73/146 号に従って、本報告書は、女性と女児の人身取引の経済的牽引力

と結果及び COVID-19 のインパクトに重点を置いている。報告書の中で、革新的慣行が強調され、人

身取引者の訴追と被害者の保護を含め、この領域における進歩を促進するために具体的勧告が出されて

いる。本報告書は、特に加盟国と国連システムの諸機関から受け取った情報に基づいている7。 
 

 

II. 人身取引の牽引力と結果: 誰が儲け、誰が代価を払うのか? 
 

6. 人身取引は、刑事司法の枠組内では刑法上の罪として対処されている。人権も人身取引の違反によっ

て悪影響を受け、ある要因が、個人、社会グループまたは地域社会、特に女性と女児を人身取引と関連

する搾取に対してより脆弱にする。 
 

A. 女性の経済的不平等が人身取引に対する脆弱性を増す 
 

7. 国家間の経済格差は、人々がより豊かな国々へ移動するための危険な機会を求めるので、女性と女児

の人身取引を助長する要因である。しかし、国内の所得の不平等も人身取引を後押しする要因として、

役割りを果たしていことを調査が示してきた。特に、比較的貧しい母集団の間でかなりの格差と剥奪さ

れているという認識がある場合には、人々は、その経済的地位を改善するために危険なルートを取るよ

う強制される8。 
 

8. 女性の経済的不平等と貧困は、女性と女児の人身取引のカギとなる牽引力の 1 つである。91 の開発

途上国からのデータの分析は、極度の貧困の中で暮らしている者の間のジェンダー格差は、25 歳から

34 歳までの年齢層の女性は、男性よりも極度の貧困の中で暮らす可能性が 25%高い状態で、この年齢

層の間で最も大きいことを示している(E/CN.6/2020/3)。さらに女性は、低賃金と悪い条件を特徴とす

る仕事に就く可能性がより高い。女性はサハラ以南アフリカ諸国の 90%以上、南アジアの国々の

89%、ラテンアメリカ諸国の約 75%で、非正規雇用に就いている可能性が男性よりも高い9。さらに女

性は、家事労働、家庭を基盤とした労働、無償の家庭労働のようなディーセント・ワ―クの赤字に対し

て最も脆弱な職業でもしばしばみられる。移動、難民の地位、民族性，障害、HIV の状態はジェンダー

と重なり合う時に、搾取の機会を増す仕事場で脆弱性を経験している女性の生計をさらに悪化させる特

 

7 提出物は 44 の加盟国から受領された。つまり、アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ベ

ルギー、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ、ブルネイ・ダルサーラム、ブルガリア、カンボディア、中国、コスタリカ、クロアチア、キュ

ーバ、チェキア、コンゴ民主共和国、エクアドル、フランス、ドイツ、ギリシャ、グアテマラ、アイルランド、イスラエル、日本、カ

ザフスタン、キルギスン、リトアニア、メキシコ、モロッコ、ミャンマー、北マケドニア、ノルウェー、パラグァイ、ペルー、フィリ

ピン、ポルトガル、サンマリノ、サウディアラビア、セルビア、スロヴェニア、スゥエーデン、トルコ、英国、ジンバブエ。提出物

は、www.unwomen.org/en/digital-library/publications/2020/07/a-75-789-sg-report-trafficking#view より干支津嵐可能。 

8 Cassandra DiRienzo、Jayoti Das、「所得のか配分と人身取引の流出、欧州調査レヴュー、第 10 巻、第 2 号(2018 年)。 

9 ILO、ジェンダー平等のための飛躍的進歩: 万人のためのより良い仕事の未来のために（ジュネーヴ、2019 年）。 
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徴である。 
 

9. 女性と女児の教育、ディーセント・ワーク、資金及び意思決定への平等なアクセスを制限する社会

的・経済的構造に根がある女性の不平等な経済的・社会的地位は、しばしば、人身取引者が騙し、強

制、虐待を通してその脆弱性を利用できる危険な経済機会を求めるよう彼女たちに強いる。その結果、

人身取引される危険にさらされている女性は、貧困の中で暮らし、教育へのアクセスを欠き、失業して

いるか、または社会と家族の構造によって力を失っている可能性がより高い。家族を人身取引者に売り

渡す可能性が最も高いのは最貧家庭であることを証拠が示している10。さらに、女性にとってディーセ

ント・ワークの機会が限られている状況では、女性の労働は、一般的に社会的に過小評価されるかも知

れず、従って人身取引者への女性の「売買」を牽引するかも知れない11。 
 

B. 高い報酬と低い危険: 広がった刑事責任免除と認識される危険の欠如が、人身取引者にとって女

性と女児を搾取する動機を生み出す 
 

10. 女性と女児の人身取引は、人身取引者にとってかなりの財政的報酬を生む。最近の利用できるデー

タによれば、人身取引は世界的に年間で 1,500 億ドルの違法な利益を生み---性取引から 990 憶ドル、労

働取引から 510 億ドル---、人身取引を世界で最も重要な犯罪収益の生み手の 1 つにしている12。被害者

一人につき年間 21,800 ドルの世界的な平均の儲けを得て、女性と女児に主として悪影響を及ぼす性的

搾取は、他の形態の強制労働すべてよりも儲けが大きく、家事労働の外の強制労働搾取よりも 5 倍も儲

けが大きい13。人身取引の経済的意味合いに関する最新データは、前進のために極めて重要であろう。 
 

11. 人身取引ネットワークは、有罪判決がほとんどなく、世界中で程度の高い刑事責任免除を得て活動

を継続しており、人身取引を危険度の低い刑事事業にしている。過去数年にわたって人身取引の有罪判

決はほんのわずかずつ増えてきていることをデータが示しているが、多くの国々で、特にアジアとアフ

リカで、有罪判決の率は依然として大変に低い14。有罪判決の少なさは、必ずしも国内の人身取引活動

が限られていることを反映しているわけではなく、むしろ犯罪に対処する制度的能力の欠如のために、

一般化された刑事責任免除で人身取引に対する限られた対応を反映している。その結果刑事責任免除

は、女性と女児の搾取を継続する人身取引者にとっての奨励策として役立っている。 
 

12. 女性と女児の人身取引のほとんどの側面は、地下活動であるが、人身取引者は多くの制度とサーヴ

ィスをその犯罪活動の一部として利用しており、それによって事業は、知ってか知らずにか犯罪を促進

するかも知れない。これには、稼ぎや支払いを預けたり交換したりするための銀行設備の利用、被害者

を輸送し、宿泊させる旅行、輸送、宿泊、ホスピタリティ・サーヴィスの利用、被害者を募集し、その

サーヴィスを広告するソーシャル・メディア及びその他のオンライン・プラットフォームの利用が含ま

 

10 Francesca Bettio、Tushar Nandi、「性的搾取のために人身取引される女性に関する証拠: 権利に基づく分析」、欧州応接経済ジャーナ

ル、第 29 巻、第 1 号(2010 年 2 月); スゥエーデン、世界開発局、貧困と人身取引: スゥエーデンの国際開発協力を通して人身取引と闘

うための戦略（2011 年）。 

11 同上。 

12 ILO、儲けと貧困。 

13 同上。 

14 2018 年人身取引世界報告書（国連出版物、販売番号 E.19.IV.2）。 
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る。そのようなサーヴィスは、人身取引の経済において役割を果たしているが、犯罪ネットワークと人

身取引者の活動をより良く発見し破壊する機会も提供する。 
 

13. 消費者も、人身取引と搾取の経済でカギとなる役割を果たしている。サーヴィスの消費者の中に

は、労働またはサーヴィスが人身取引された人によって提供されていることに気づかない人もあるかも

知れないが、消費者は安価な労働または人身取引被害者の搾取から利益を受ける。場合によっては、消

費者は、それと知って人身取引された労働を利用する。あらゆる形態の強制労働が人身取引を構成して

いるわけではないが、強制労働の目的で人身取引された女性はしばしば家事労働のために人身取引され

る。例えば、強制労働の条件の下で家事労働者を雇っている民間の家庭は、その労働者に支払わないま

たは少なく支払うことによって、年間約 80 億ドルを節約している15。性的搾取に関しては、比較的若い

女児の身体に対する特別な需要が、比較的幼い女性と女児の性的搾取のために人身取引されることに繋

がっている。 
 

C. 人身取引には、特に人身取引された女性と女児によって支払われるかなりの経費がかかる 
 

14. 人身取引被害者は、給料泥棒、長期の経済的不安定、身体的・精神的に悪い健康成果を含め、生涯

にわたる人的・財政的経費で、主として犯罪の経費を払っている。人身取引の被害者である女性と女児

は、旅行と経由中、搾取及びおそらく地域社会に戻って再統合する際を含め、人身取引のプロセスの

様々な段階を通して虐待を経験するかも知れない。その結果、人身取引された女性と女児は、非人間的

な生活条件、乏しい下水道、不適切な栄養、乏しい個人的衛生、性的・身体的・情緒的虐待、危険な職

場条件、職業上の危険、質の高い保健ケアの欠如から生じる一連の身体的・心理的健康問題で苦しむ。

英国で行われたある調査で、人身取引被害者には、平均して 4 年の精神的支援が必要であることが分か

った16。 
 

15. 募集プロセスの支払い不足、または賃金の除去と法外な経費も、人身取引された女性と女児に負わ

される。性的搾取に対しては、最近のデータは利用できないが、2009 年の調査で、被害者の強制の総経

費は、196 億ドルと推定される被害者の搾取からの人身取引者が持っている利益を含め、残る 14 億ド

ルは違法な募集手数料のためである状態で、約 210 憶ドルであることが分かった17。多くの人身取引サ

ヴァイヴァーは、その搾取、不安定な入国の地位、人身取引されたことの保健上のインパクトのために

安定した雇用を維持することができないでいる間に強制された犯罪または違法行為の結果として、長期

的な経済的安全保障を達成しようともがいている18。人身取引のサヴァイヴァーは、長期的雇用を見つ

けるための教育を修了する能力も限られている。 
 

16. 「経費と負債」が発生するのとは別に、人身取引被害者が加害者の違法な財政的儲けから補償を受

けることは滅多にない。携帯電話やインターネットのような ICT へのアクセスの欠如も、利用できる場

 

15 ILO、儲けと貧困。 

16 Maria Cary 他、「人身取引と急性精神病: サヴァイヴァーの精神科サーヴィスの経済的分析」、BMC 保健サーヴィス調査、第 16 巻

(2016 年)。 

17 ILO、強制の経費: 職場での基本原則と権利に関する ILO 宣言のフォローアップの下での世界報告書（第 98 回国際労働総会報告書

l(B)、2009 年）。 

18 女性政策調査機関、「米国での性取引の経済的牽引力と結果」、2017 年。 
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合に被害者の司法と補償メカニズへのアクセスを妨げる。資産が人身取引者から差し押さえられている

時には、儲けは普通被害者に自動的に行くことはない。司法手続きは普通長くかかり複雑であり、司法

制度と複雑な補償制度に対する理解の欠如が被害者にとっての障害を生み出す(A/74/189)。人身取引者

からの報復の恐れと国外追放の恐れも被害者が司法手続きを始め、利用できる場合に補償を追求するこ

とを妨げるかも知れない。 
 

17. 人身取引の財政経費と個人経費を支払うことに加えて、被害者は、特には違法な活動にかかわるよ

う強制され、そのために訴追され刑を宣告される。人身取引被害者は、日常的に拘束され、罰金を取ら

れまたは入国の罪、軽犯罪、労働法違反、偽造文書の使用を含め、その人身取引に関連した犯罪のため

に訴追されている19。関連する罪に関する人身取引被害者の犯罪化は、特に長引くトラウマを通して、

さらなる害悪を伴う。人身取引に対する人権に基づく取組の核心として非処罰の原則が勧告されている

にかかわらず、実施は脆弱で、人身取引被害者に逆効果となり、その権利を傷つけている(ボックス 1

を参照)。 
 

ボックス 1 

被害者ではなく、人身取引者を罰する: 非処罰の原則を実施する 
 

 人身取引された者としてのその状況に関連して犯罪を行う被害者は、逮捕されたり、罪を着せられ

たり、拘束され、訴追され、罰せられるべきではない。しかし、被害者を保護し、そのような事例に

いかに対処するかに関して、被害者を保護し、警察と司法制度を導くために設置されている措置は不

十分である。 
 

 2002 年に,「人権と人身取引に関する推奨される原則とガイドライン」(E/2002/68/Add.1)が、国

連人権高等弁務官事務所によって出された。原則 7 によれば、 「人身取引された人は、経由国・目

的国への入国または居住の違法性に対してまたはかかわりが人身取引された人としての状況の直接的

である程度にまでその違法な活動へのかかわりに対して拘束され、罪を着せられまたは訴追されるこ

とがないものとする。」 
 

 原則の実施は、依然として不適切であり、原則が特に実施されてきた場合でさえ、人身取引被害者

が直面する現実に対する不十分な認識、犯罪が行われたことをめぐる状況について尋ねることができ

ないこと、不処罰の原則を実施する者の非効果的な訓練または能力開発、または不適切な被害者の身

元確認のような課題がある。 
 

 不処罰の原則を実施するためには、国々は、以下を含めた20ジェンダーと年齢に配慮した取組を優

先すべきである: 

  ・早期の被害者の身元確認と包括的な支援サーヴィスへのリファーラルを支援する訓練 

 ・不処罰の原則の反人身取引法と政策への統合 

 ・非刑事プロセスのみならず、刑事司法制度のあらゆる段階での不処罰の原則の実施 

 

19 欧州安全保障協力機構、人身取引と闘うための特別代表・コーディネーター事務所、人身取引被害者に関する非処罰の規定の恋羽化

的実施に向けた政策と法的勧告（ウィーン、2013 年）。 

20 人身取引に対する機関間調整グループ、「人身取引被害者の不処罰」、問題説明書、第 8 号(2020 年)。 
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 ・人身取引の結果として行った犯罪について有罪判決を受けた人身取引被害者の犯罪記録が白紙に

戻されたり、削られたりすることを可能にすること 
 

 

III. COVID-19 とそれが女性と女児の人身取引に与えるインパクト 
 

18. 人身取引された女性と女児は、移動の自由、残酷、非人間的、または品位を落と扱いの禁止を含

め、しばしば人権侵害の被害者である。COVID-19 の結果、多くの国々での国境の閉鎖とシェルター設

置命令の実施で、女性と女児の人身取引の増加の危険がある21。同時に、人身取引サヴァイヴァーと反

人身取引団体からの調査データは、人身取引された女性と女児は、支援サーヴィスにアクセスする際に

さらなる障害を経験しており、一般の注意は、犯罪人を訴追し、サヴァイヴァーを保護することからそ

らされることを示している22。 
 

A. 流行病の結果としての深まる脆弱性と経済的不安定は、女性と女児の搾取の危険を高めている 
 

19. 人身取引を牽引する要因---経済的不平等と脆弱性---は、保健危機の状況で歴史的に悪化してきた。

法の支配の崩壊、犯罪活動の増加、資源のための競争、並びに減少する経済機会が、人身取引のための

肥沃な土壌を生み出す。例えば、2014 年のエボラ出血熱の初めての診断の 2 年半内で、ギニア、リベ

リア、シエラレオネの 11,000 人以上の人々がウィルスには感染した後に死亡し、16,000 名以上の子ど

もたちが、片親または両親を失った。家族を失った後に売春に強制された女児ついて若い人々の 10%が

知っていることが調査で分かった状態で、子どもの性的搾取が増加した23。より幅広く、様々な危機の

分析---紛争、自然災害、その他の複雑な危機を含め---は、危機が、ジェンダー不平等と経済不平等を含

めた女性と女児の人身取引の普通の危険要因を悪化させることを示しているが、人身取引は、しばしば

人道危機の対応の一部としては見過ごされることを示している24。 
 

20.  以前の保健危機の経験は、移動・難民女性と女児を含めた女性と女児は、ジェンダーに基づく暴

力、親密なパートナーからの暴力、性的搾取、虐待及び人身取引の高い危険にさらされており、

COVID-19 に対しても同じことが言えることを示している25。COVID-19 の結果としての失業と経済的

不安定は、必死で仕事と経済的機会を捜す脆弱な人々の数を増やすであろう。世界的な働く時間は、

2020 年の第 2 四半期で 10.5%減り、これはフルタイムの労働者 3 億 500 万人に等しいと見積もられて

いる26。COVID-19 は 2020 年に、4,900 万人の人々を極度の貧困に押しやるであろうことを推定が示し

ている27。過去の経験と新たなデータは、COVID-19 の世界的不況のインパクトは、女性の所得と労働

力参加を長期的に低下させる結果となり、すでに貧困の中で暮らしている女性に複雑なインパクトを与

 

21 UNODC、「COVID-19 の流行が人身取引に与えるインパクト」、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関(国連

ウィメン)と民主的制度と人権事務所、「COVID-19 が人身取引に与えるインパクト」、近日発表。 

22 国連ウィメン、民主的制度と人権事務所、「COVID-19 が人身取引に与えるインパクト」。 

23 セイヴ・ザ・チルドレン他、「子どものエボラ出血熱回復評価: シエラレオネ」2015 年。 

24 国際移動機関(IOM)、危機時の人身取引と搾取に対処する: 脆弱な移動母集団を保護するためのさらな行動のための証拠と勧告

（2015 年 12 月）。 

25 国連ウィメン、「COVID-19 の流行が女性移動この傾向は労働者に与えるインパクトに対処する」(2020 年)。 

26 統計活動調整委員会、COVID-19 は世界をどのように変えているか、統計の私的、2020 年。 

27 同上。 
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える28。COVID-19 が、アジア太平洋地域の女性の仕事に与えるインパクトの急速評価で、多くの国々

で、女性はその労働時間の大きな削減を目の当たりにすることが分かった29。世界的に非正規雇用にい

る女性が 7 億 4,000 万人いる状態で30、女性の脆弱性は、基本的資格、社会保護、経済的支援へのアク

セスの欠如によって悪化している。アジア太平洋地域では、非正規労働者の間の失業は、すべての国々

で、25%から 56%にまでわたる31。 
 

21. 世界の多くの部分での世界的な経済不況と失業の急激な増加は、雇用の急速で長期的な落ち込みを

経験している国々からの国境を越えた人身取引を増加させる可能性があろう32。この傾向は、特に長引

く高い失業率の悪影響を受けた国からの人身取引被害者がある目的国でますます多く発見された 2007

年から 2008 年の間の世界的な財政危機中に見られた。失業率と人身取引被害者の分析に基づいた数か

国からの証拠は、送り出し国の増加する失業率と発見される人身取引被害者の増加との間の平行する傾

向を示している33。 
 

22. COVID-19 の結果としての移動と物理的距離の制限は、人身取引に関連する搾取の形態を変えるで

あろう。性的搾取のために人身取引された女性と女児に対する需要は、物理的距離によって影響を受け

るかも知れず、新しい形態の性的搾取と虐待がオンラインで起こっている34。法律施行協力欧州連合機

関は、COVID-19 の結果として、子どもの虐待資料を求めている者によるオンライン活動の増加を文書

化してきた35。子どもに対するインターネット犯罪フィリピン・センターも、ロックダウン中にオンラ

インでの未成年の性的搾取のいくつかの事件を発見した。COVID-19 中の第一線の人身取引サーヴィス

の調査で、回答者の 3 分の 2 近くが、ウェブキャムと強制オンライン・ポルノを通したものを含めたオ

ンラインでの性的搾取の目的での人身取引によるオンライン募集の増加があると報告したことが分かっ

た36。貧困を経験している家庭は、特に子どもが学校から落ちこぼれている状況で財政的困難を緩和す

方法として、子ども結婚を見るかも知れず、子ども結婚、早期・強制結婚のための人身取引の増加につ

ながる37。さらに，医療品の生産のような需要の高い労働とサーヴィスの急速な醸成も、儲けを最大に

し、安価で搾取的労働に対する需要を生み出す動機付けのために脆弱な女性の人身取引につながる状況

 

28 国連、「COVID-19 が女性に与えるインパクト」2020 年 4 月 9 日。 

29 国連ウィメン,「COVID-19 がアジア太平洋でジェンダーの効果を持つことを調査が示している」2020 年 4 月 29 日。 

30 ILO、非正規経済での女性と男性; 統計的姿、第 3 版、(ジュネーヴ、2018 年)。 

31 国連ウィメン,「COVID-19 がアジア太平洋でジェンダーの効果を持つことを調査が示している」。 

32 UNODC、COVID-19 の制限と経済的決結果は、欧州と北米への移動者の密輸と国境を越えた人身取引にどのようにインパクトを与

える可能性があるのか」、調査説明書、2020 年。 

33 同上。 

34 UNODC、COVID-19 の流行が人身取りきに与えるインパクト」; 人身取引に対する機関間調整グルーブ、「市人身取引と技術: 傾

向、課題、機会」、問題説明書、2019 年; 人、特に女性と子どもの人身取引に関する特別報告者、「COVID-19 立場文書: COVID-19 の

流行が人身取引され、搾取されている人に与えるインパクトと結果」、2020 年 6 月 8 日。 

35 法律施行協力欧州連合機関、「ウィルスを捉える: サイバー犯罪、偽情報、COVID-19 の流行」、2020 年 4 月 3 日。 

36 国連ウィメン、民主的制度人権事務所、「COVID-19 が人身取引に与えるインパクト」。 

37 花嫁ではない女児、「COVID-19 と子ども結婚、早期・強制結婚: 行動のためのアジェンダ」、2020 年 4 月。 
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も生み出すだろう38。 
 

23. 移動労働者も、移動労働に頼っている国々や都市が制限を導入する時、人身取引と搾取のさらなる

危険にさらされかも知れない39。労働法と社会保護制度からの保護の欠如に加えて、失業を含めた移動

労働者の経済的脆弱性と絶望が、非正規になるまたは非正規の地位を持つ高い危険にさらし、これが本

国に戻りまたは他の国に移るために移動者の密輸業者に頼らざるを得なくさせるかも知れず、これが人

身取引者の手に落ちる危険も生み出す状況である40。 
 

24. COVID-19 の流行とウィルスに罹る危険によって生み出される新しい脆弱性に加えて、すでに人身

取引された状況にある女性と女児は、一層の虐待と暴力を受ける可能性が高い。例えば、その人身取引

者のために所得を「稼ぐ」ことができない女性と女児は、さらなる虐待と脅しを受けるかも知れない。

移動制限の状況で、人身取引者は、送り出し国と目的国との間で、人身取引された女性と女児に対して

ますます虐待し、脅し、暴力を用いるかも知れない。 
 

B. 人身取引された女性と女児は、保健ケア、情報、保護及び支援へアクセスをますます欠くであ

ろう 
 

25. 物理的距離を取ることと移動制限は、支援サーヴィスを求めている人身取引被害者に追加の障害を

生み出し、その安全性、保護及び回復を危険にさらしている41。COVID-19 の結果として、多くのサー

ヴィス、ヘルブライン、診療所とシェルターはすでに閉鎖されたり制限されたりしている。基本サーヴ

ィスにアクセスする際の人身取引サヴァイヴァーと被害者の経験に関するデータは限られている。格差

を埋めるために、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関(国連ウィメン)と民主的

機関と人権事務所は、COVID-19 中のサヴァイヴァーの経験と人身取引サーヴィスを捉えるための特別

調査を行った。102 か国にわたって、反人身取引イニシャティヴと取り組んでいる 397 の団体の調査

で、回答者のわずか 14%が、人身取引被害者のための国のリファーラル・メカニズムが完全に作動して

いると報告した42。人身取引サヴァイヴァーは、約 70%が、心理的・財政的福利への否定的インパクト

を報告した状態で、サーヴィス、保健、福利に関してかなりの否定的インパクトに直面している43。サ

ヴァイヴァーたちは、流行病がサーヴィスにアクセスする際に新しい困難を生み出したと報告した。調

査に回答した 94 名のサヴァイヴァーの中で、3 分の 2 以上が、医療サーヴィスにアクセスする際の困難

を報告し、60%が、雇用サーヴィスにアクセスする際の課題を報告し、55%が、心理保健サーヴィスに

アクセスする際の課題を報告し、53%が、法的支援にアクセスする際の課題を報告した44。COVID-19

は、安全で居心地の良い宿泊所、食糧と水のような基本的ニーズに応えるサヴァイヴァーの能力に否定

 

38 Verite、「COVID-19 と強制労働のための人身取引に対する脆弱性」、2020 年 4 月 24 日。 

39 IOM、「COVID-19 と座礁させられた移動者」、問題説明書、2020 年 6 月 2 日; 国連ウィメン・アジア大西洋地域事務所、「急速評

価: COVID-19 が CSOs に与えるインパクト」、近日発表。 

40 国連持続可能な課解発グループ、「政策説明書: COVID-19 と移動する人々」2020 年 6 月。 

41 国連ウィメン他、「COVID-19 と女性と女児に対する暴力のサヴァイヴァーのための基本サーヴィスの提供」、2020 年。 

42 国連ウィメン、民主的機関と人権事務所、「COVID-19 が人身取引に与えるインキパクト」。 

43 同上。 

44 同上。 
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的インパクトも与えてきた。人身取引被害者のためのサーヴィスへのアクセスの欠如が虐待を増やし、

サヴァイヴァーを再び人身取引きされることに対して脆弱にしているのかも知れない。 
 

26. 直接的な健康危機に対処するサーヴィス能力の流用も、人身取引被害者に対応する基本的サーヴィ

ス能力を制限するであろう。多くの人身取引サヴァイヴァーは暴力、身体的・性的・心理的虐待、不当

な扱い、飢餓、自由の剥奪の結果として、直接的・長期的健康問題を抱えている。従って、保健ケアへ

のアクセスの欠如は、人身取引サヴァイヴァーの長期的回復を妨げるかも知れない。人身取引被害者と

サヴァイヴァーのためのサーヴィスが COVID-19 の状況での基本的サーヴィスと考えられ、開放的な

ままで、人身取引被害者がアクセスできる遠隔サーヴィスを提供することが極めて重要である。 
 

27. このような課題に応えて、COVID-19 の状況で人身取引サヴァイヴァーにとってふさわしいもので

あることを保障するためにサーヴウイスを適合させる戦略が実施されつつある。例えば、オーストラリ

アは、COVID-19 の状況で人身取引被害者を支援し保護するための資金提供を増額し、精神衛生支援へ

のアクセスを増やし、人身取引サヴァイヴァーのための短期宿泊を延長し、可能な場合には人身取引サ

ーヴィスのための対面接触の代替手段を提供した。同様に、英国は、人身取引被害者へのオンライン支

援を提供し、政府が資金提供する宿泊施設で暮らしている人身取引サヴァイヴァーが 3 か月間引っ越し

を要求されないことを保障するために追加の資金を提供してきた。チェキアは、人身取引をめぐる支援

の要請に応えるためにヘルプラインの能力を高めてきた。オーストリアとポルトガルは、人身取引被害

者のためのシェルターが開いたままでいることを保障するために適切な衛生・安全措置を実施してき

た。カザフスタンは、人身取引サヴァイヴァーに法的援助、カウンセリング、医療支援を提供し続ける

ために、NGO と協力し、シェルター及びその他の社会施設が、社会的距離と厳しい衛生規準を守りつ

つ、開いたままであることを保障している。 
 

28. 国連システムの諸機関も、人身取引被害者とサヴァイヴァーが適切なケア、サーヴィス、保護を受

けことを保障するために各国を支援している。例えばコロンビアでは、世界食糧計画が、脆弱な女性の

ために基本的な食糧と品物へのアクセスを保障している。アゼルバイジャン、ベラルーシ、モルドヴァ

共和国及びウクライナでは、国際移動機関が、シェルターの受益者と職員と建物がきちんと装備され、

流行病から守られ、被害者がシェルターによって提供されるサーヴィスから利益を受け続けることがで

きることを保障するために、政府と NGO が経営するシェルターに保護装備を提供し続けている。 
 

C. 人身取引者を発見し、彼らに責任を取らせるための一般の人々の注意と資金は、刑事司法プロ

セスから転換されつつある 
 

29. 流行病の前ですら、人身取引の防止、被害者の保護、人身取引者の訴追に捧げられる資金の欠如

が、進歩に対する主要な障害であった。2020 年に、それまでのところ 2019 年の 12 件に比べて、人身

取引犯罪の有罪件数はわずか 2 件であった45。公共の資金は、物理的距離の制限を施行し、監視するこ

とを含め、緊急の保健ニーズと COVID-19 の経済的インパクトに対処することに向けて移行されつつ

あるにつれて、人身取引に対処する政府の努力と配分される資金は、サーイヴィスと法律施行に向けた

ものを含め、減少するであろう。資金が移され、ロックダウンのために事件が継続して遅れる場合には

(例えば裁判所が閉鎖される場合)、積み残しのために効果的な司法制度の運用に実際的な障害もあろ

 

45 UNODC、人身取引知識ポータル、http://sherloc.unodc.orgcld/en/v3/htms/index.html より閲覧可能(2020 年 6 月 8 日に幾瀬素)。 
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う。現地の警察と労働検査を含め、基本的なものではないと考えられるサーヴィスも影響を受ける。94

名の人身取引サヴァイヴァーの調査で、3 分の 1 近くが、その行政・政治・民事事件を含め、法的手続

きの遅れを経験したと報告した。回答者は、彼らのシェルターにアクセスし、子どもと再会し、財政的

補償を得る能力に否定的影響を与えたと報告した46。 
 

30. その結果、現在刑事司法プロセス内にあるサヴァイヴァーのための支援と司法へのアクセスのかな

りの遅れのみならず、通報された人身取引事件に対応する法律執行当局と裁判所の能力が衰える可能性

があろう。国々は、COVID-19 に対応して、人身取引被害者とサヴァイヴァーのための司法サーヴィス

の適用に関しては大変に限られた情報しか提供してこなかった。ドメスティック・ヴァイオレンスのよ

うな女性に対するその他の形態の暴力に対処する際に、裁判所のサーヴィスにアクセスするためのヴィ

デオまたはテレ会議の利用を含め、女性と女児の人身取引に適用できる女性の司法へのアクセスを保障

するいくつかの革新的取り組みが出現した47。しかし、被害者が、電話またはオンラインで提供される

司法とその他のサーヴィスにアクセスできるように、ICT へのアクセスがあることを保障することが極

めて重要である。 
 

 

IV. 経済的牽引力と結果に対処すことに重点を置いて、人身取引者の訴追を高め、被害者

の保護を強化する革新的取り組み 
 

31. 近年、人身取引に対処する法律とサーヴィスを導入し強化する国々による努力が増加してきてい

る。「国連組織犯罪防止条約」を補う「人、特に女性と子どもの人身取引を防止し、抑制し、罰するた

めの議定書」が、現在、176 か国の締約国を得て、普遍的批准に向けて前進しつつある。2017 年以来新

しい批准はないが、過去 2 年で、協力と調整を強化する目的で、被害者を保護し支援し、加害者を訴追

し、パートナーシップの確立を推進して、人身取引の防止を含めた統合された取組を用いて、人身取引

に対処する国内行動計画を数か国が導入し、強化してきた(キューバ、エクアドル、フランス、ギリシ

ャ、フィリピン、ポルトガル、サウディアラビア、スウェーデン)。そのような努力にもかかわらず、有

罪判決率の低さは、人身取引者が享受している刑事責任免除の文化を変えるためになすべき多くのこと

が残っていることを示している。 
 

A. 人身と取引者への危険と経費を高める 
 

32. 適切な懲罰を課して、被害者と人身取引者の発見を強化し、有罪判決率を上げることは、刑事責任

免除と闘うためにも被害者の司法へのアクセスを保障するためにも極めて重要である。抑止効果もあろ

う。法律施行を強化する努力の一部として、国々は、場合によっては、ジェンダーに配慮した取組を保

障するために人身取引被害者のための専門の女性のサーヴィスとパートナーを組んで、タスク・フォー

スの創設、法律執行担当官と司法制度職員の訓練に重点を置き続けてきた(ベラルーシ、カンボディア、

チェキア、リトアニア、フィリピン、トルコ、英国、ジンバブエ)。 
 

33. 国々の中には、罰金と懲役期間を増やすことも求めてきたところもある。ラオ人民主主義共和国

は、懲罰を 5 年から 15 年の懲役に増やし、人身取引者の罰金も増やした。クゥエートでは、法改正

 

46 国連ウィメン、民主的機関と人権事務所、「COVID-19 が人身取引に与えるインパクト」。 

47 国連ウィメン他,「COVID-19 と女性と女児に対する暴力のサヴァイヴァーのための基本的サーヴィスの提供」。 
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が、賃金の不払いに対する懲罰を増やし、すべての支払われた賃金の文書化を義務化し、法律を遵守し

ない雇用者と政府役人の刑期と罰金を要求している。刑事訴訟法も、人身取引に関連する罪に対する懲

罰を増やすためにカザフスタンで最近改正された。 
 

34. 近年、各国政府と民間セクターのパートナーは、発見と有罪判決を増やす方法として、「金銭の追

跡」---人身取引者の財政活動の発見---にますます重点を置いている。人身取引者の財政活動を効果的に

発見するために、法律施行機関には財政捜査を行うためのマンデート、権限、資金を有することが必要

である。オーストラリアは、金融取引の追跡とその他の形態のデータ分析に重点を置いて人身取引の犯

罪を捜査するために、専門警察チームを設立してきた。収益の追跡、凍結、差し押さえのような金融技

術を通して人身取引事件を明らかにし、訴追する反資金洗浄慣行の強化は、特定の産業の監視を含め、

人身取引に関連する財政活動の承認のように、人身取引者の危険を高める。反人身取引努力で様々なセ

クターを動員しようと努力して、いくつかの同盟とパートナーシップが出現している(ボックス 2 を参

照)。 
 

ボックス 2 

人身取引者の財政及びその他の活動を発見するための新しいパートナーシップ 
 

 急速な技術変化とデータの収集と分かち合いの増加は、新しいパートナーシップが人身取引と関連

した財政及びその他の活動を発見し、有罪判決を増やそうとする努力を強化させてきた。近年、その

ような協働が、人身取引者を捜査し訴追する法律執行機関と司法当局の権限を強化し、それによって

人身取引に関連する違法な金融の流れも破壊してきた。 
 

 ・「リヒテンシュタイン・イニシャティヴ」は、リヒテンシュタイン、オーストラリア及びオラン

ダ政府と民間セクターとの間の公・民バートナーシップである。これは、人身取引をなくすために

金融セクターを動員することに重点を置いている。多様な銀行と金融機関が、疑わしい活動に対す

る金融取引を監視することに関わっている。ある会社がそのビジネスの関係を通して人身取引に繋

がっている時、害悪を防止または緩和するためにその影響力を利用することが期待されている48。 
 

 ・「トラフィック分析ハブ」は、人身取引をなくすためのデータの分かち合いに重点を置いた金融

機関、NGO、法律執行政府機関を含めた産業とセクターにわたるパートナーシップである。高度

認識技術を利用して、「ハブ」は、30 万以上の記録に基づいて、情報を集め、人身取引の高度にア

クセスできる分析を分かち合っている49。 
 

 ・ホテル及びその他の宿泊提供者の同盟は、人身取引者の発見を強化している。会社の中には、ホ

テルの施設内で起きている性取引または労働取引を見つけ、対応するツールと技術を備えさせるた

めにスタッフに訓練を施してきたところもある50。 
 

 

48 リヒテンシュタイン・イニシャティヴ、奴隷制度と人身取引に対して金融を動員スための青写真: 現代の奴隷制度と人身取引に関す

るリヒテンシュタイン・イニシャティヴの金融セクター委員会の最終報告書（国連大学、2019 年)、www.fastinitiative.ort/より閲覧可

能。 

49 トラフィック分析ハブ、wwwgtraffikanalysis.org/より閲覧可能(2020 年 7 月 9 日にアクセス)。 

50 Polaris、「ホテル経営会社、人身取引との闘いを強化」、2019 年、1 月 16 日。 
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 ・国連人権高等弁務官事務所は、航空会社を支援し、機上及び空港での被害者身元確認に貢献する

能力を築くためのツールと資料を開発するために、国際民間航空機関と協力してきた。搭乗員や地

上職員を対象とした合同のガイドラインと訓練資料が世界中のいくつか航空当局によって開発さ

れ、実施されてきた。 
 

B. 特に COVID-19 流行の状況で、女性の経済的安全保障を確保する 
 

35. 人身取引を後押しする要因の主たるものは、送り出し国内での質の高い経済機会の欠如である。女

性が自分の経済的・社会的権利、質の高い教育へのアクセス、ディーセント・ワークへのアクセス、生

産資源、貸付及びその他の金融サーヴィスへのアクセスを利用できる時に、その経済的安全保障は、人

身取引者に誘惑されることに対する脆弱性を減らすことができる。この点で、普遍的社会保護も重要な

予防措置として役立つ。人身取引に対する防壁の手段としての社会保護は、経済機会が全体的に減少す

る COVID-19 の状況で特定の共鳴を保持する。 
 

36. 一般的に、人身取引防止イニシャティヴは、労働市場でのジェンダー不平等と女性の貧困を含めた

ジェンダー化した根本原因よりもむしろ人身取引に対する意識啓発に重点が置かれている。大メコン準

地域における国連ウィメンと国連麻薬犯罪事務所との合同プログラムは、職業技術訓練、財政管理及び

現金支援で、女性の権利と安全な移動をめぐる意識啓発をまとめた51。もう一つの例は、女性と女児に

対する暴力を撤廃するための「国連・欧州連合スポットライト・イニシャティヴ」の一部として、アジ

ア太平洋地域で実施された「安全・公正」プログラムである52。このプログラムは、女性移動労働者の

暴力と人身取引に対する脆弱性に対処し、女性に対する暴力と労働移動ガヴァナンスに対する権利に基

づきジェンダーに配慮した取組を強化している。 
 

37. COVID-19 の状況で、パラグァイは、人身取引につながることもある職の申し出を受け入れる危険

に注意を引くために女性を対象とするキャンペーンを実施している。カンポディアでは、政府が、女性

が強制労働のために人身取引される危険を減らすために、流行病中に家事労働者の管理と資格について

意識を啓発するために特別-プログラムを実施している。ブラジルでは、移動・難民女性が、COVID-19

の状況でその起業活動を適合させ、人身取引の危険を減らすための政府の財政支援にアクセスする際

に、支援されてきた。国際移動機関は、人身取引を含め、搾取と虐待の高い危険を緩和するため、流行

病の結果として、脆弱なままにされてきた移動者を支援するためのその「世界支援基金」を拡大してき

た。プログラムの取組を超えて、労働市場の女性の不平等の構造的原因に対処し、女性の仕事の質と条

件を改善することが、長期的に人身取引を防止するために極めて重要である。 
 

38. 経済的安全保障、人身取引サヴァイヴァーの経済的再統合、不平等、暴力、差別を永続化する社会

規範の変化が、サヴァイヴァーの長期的回復と彼女たちが再人身取引されないことを保障するために極

めて重要である。仕事を見つけるという課題に加えて、人身取引のサヴァイヴァーは、雇用者からの汚

名、「見つけ出されること」に対する恐怖、並びにケアと輸送をめぐる実際的障害を含め、様々な課題

に遭遇する。人身取引サヴァイヴァーのための特別な就職プログらラムが、仕事を見つけ、経済的安全

 

51 国連ウィメン他、カンボディア、ミャンマー、タイにわたる人身取引のジェンダー化した力学（2020 年）。 

52 欧州連合と国連、スポットライト・イニシャティヴ基金のための 2019 年統合年次物語と財政報告書、http:べば、

//mtpf.undp.org/factsheet/fund/SIF00 より干支ラン可能。 
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保障を築く際に彼女たちを支援できる。成功するプログラムは、就職を技術開発と職業訓練支援、職の

準備、長期的支援とカウンセリング、雇用者となる可能性のある者の間の人身取引のインパクトに対す

る意識啓発と結びつける53。就職に加えて、政府の中には(トルコとジンバブエ)職の創出プロジェク

ト、スキル開発及び人身取引サヴァイヴァーの教育のための支援を提供している。 
 

39. 各国政府、民間セクター及び NGO の間のパートナーシップも、人身取引被害者の経済的再統合を

支援するために現れている。「サヴァイヴァー包摂イニシャティヴ」(リヒテンシュタイン・イニシャテ

ィヴの一部)は、基本的な財政サーヴィスへのアクセスを提供することにより、正規の財政制度に再統合

する際に様々な国にわたってサヴァイヴァーを支援している54。 
 

C. 女性と女児の搾取を育てる需要に対処する 
 

40. 女性と女児の人身取引防止の核心に、女性と女児の搾取を育てる需要に対処することがある。性的

搾取のため人身取引にとって---女性と女児の人身取引の最も共通した形態---需要を減らすには、究極的

に有害な男らしさと男性の資格に挑戦し、女性と女児の身体を物化し、過小評価し、支配する深く根付

いた文化的規範を変えることが必要である。性的搾取に関して、特に男性と男児を対象とするプログラ

ムは限られているが、女性に対する暴力を防止し、有害な男らしさに対処するより幅広い戦略から教訓

を引き出すことができる。 
 

41. 意識啓発、対面ワークショップ、メディア・キャンペーン、地域社会動員プログラムを含め、女性

に対する暴力を防止すために男性と男児をかかわらせるための様々な取り組みがある。男性と男児をか

かわらせるために何に効果があるかに関する証拠基盤は限られているが増えている。しかし、極めて重

要であるとして表れてきたものは、男らしさ---規範、行動、男らしさの理想に関連する関係---の対処へ

の明確な重点である55。人身取引を含めた女性と女児に対するあらゆる形態の暴力の間の共通の牽引力

を仮定して、そのような取組も女性と女児の人身取引を防止するために有効である。エクアドルの国連

ウィメンは、人身取引を防止する努力の一部として、若い男性を対象とした非暴力的な男らしさに関す

るプログラムを開発してきた。ギリシャは、女性と女児の人身取引の防止のための取っ掛かり点として

教育を認め、教員と男児と女児の生徒のための訓練を行い、性的搾取のための人身取引を防止する措置

として人権教育と包括的な性教育の提供に重点を置いた。 
 

42. 強制労働のための人身取引には、労働基準の強化と供給網での搾取に対処する特別行動、意識啓発

キャンペーンを通した消費者に基づく行動に従うことを保障することを含め、様々なセクターにわたっ

て需要を減らす取組がいくつかある56。民間の家庭で女性によって典型的に行われており、搾取に対し

て女性を脆弱にしている安価な家事労働に対する需要に対処する際に、労働規制が重要な役割を果たし

ている。規則と労働法を通し、労働検査を行うことにより遵守を監視して、家事労働者の権利と資格を

 

53 ボードウィン国王財団、ベルギーとドイツ Gesellschaft fur Internationale Zussmmenarbeit、GmbH 及び NECUS インスティテュー

ト、「人身取引された人の再統合: 経済的エンパワーメントを支援する」、問題文書第 4 号、2012 年。 

54 リヒテンシュタイン・イニシャティヴ、サヴァイヴァー・イニシャティヴ、www.fastinitiative.org/implementation/survivor-

inclusion/より閲覧可能(2020 年 7 月にアクセス)。 

55 Michael Flood、暴力防止において男性と男児に関わる(Palgrave Macmillan US、2019 年)。 

56 人身取引に戴す機関間調整グルーブ、「需要に対処すことにより人身取引を防止する」、2014 年 9 月。 
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保障することが、搾取を減らす際に効果的であるとして出現してきた57。供給網での搾取に対する女性

の脆弱性を減らすために、オーストラリアと英国のような国々は、その事業と供給網で人身取引を根絶

するために取っている手段に関して報告するためのある規模の民間セクター団体を要請する法律を最近

採択してきた。ブルネイ・ダルサーラムでは、女性移動労働者の脆弱性に対処するために、募集機関

が、基準とガイドラインに沿っていることを保障するために監視されている。 
 

D. サヴァイヴァーと被害者のための補償へのアクセスを確保する 
 

43. 人身取引被害者に矯正への道を提供する措置は、人身取引の権利に基づく取組の核心にあり、人身

取引者が儲け、被害者が代価を支払う現状を変えるために極めて重要である。補償は、人身取引被害者

のための司法の重要な要素である。害悪を認めることに加えて、財政援助は、人身取引プロセス中に加

えられた財政的損害を補償でき、サヴァイヴァーが身体的・情緒的・心理的害悪から回復する際に、サ

ヴァイヴァーを支援することもできる。欧州、アジア太平洋、中米・南米の 10 の加盟国からの国連麻

薬犯罪事務所のデータは、差し押さえられた資産の年間総額は、数千ドルから 600 万ドルに及ぶことも

あり、差し押さえられた資金が、発見された被害者の数と比較される時、被害者一人当たり 9,000 ドル

にもなることを示した58。補償は、中・長期的に経済的安全保障を提供することにより、サヴァイヴァ

ーをエンパワーすることもできることが広く受け入れられている59。 
 

44. 補償計画は、資格の要件、時間制限、刑事・民事手続きへの関係において大きく異なる。国々の中

には、補償へのアクセスには法律施行及び当局との協力を必要とし、民事・刑事手月を通して救済策を

尽くすことを必要とするところもある。傷害が認められ、補償される方法も国々にわたって異なる。補

償計画のための資金提供源もサヴァイヴァーがどのように補償にアクセスできるかに違いを生む。国が

資金提供するまたは助成金のある計画は、加害者を明らかにする必要なく、サヴァイヴァーに保証され

た支払いを提供するという利点がある。補償計画の好事例は、人身取引を個人が司法プロセスに関わ

り、その加害者を明らかにしなくても補償に応募できる特別な犯罪として、人身取引を明らかにしてい

る60。 
 

45. 2019 年に初めて、イスラエルは、人身取引サヴァイヴァーのリハビリとエンパワーメントのための

金銭的補償と支援の一形態として、彼女たちに直接資金を配分した。資金は、司法手続きを通してうま

く補償を受けことができなかったサヴァイヴァーに授与された。同様に、米国のカリフォルニア州は、

人身取引サヴァイヴァーがカリフォルニア犯罪被害者補償基金から、失った所得を受けることができる

ようにする法案に 2019 年に署名した61。2020 年 5 月に、フィリピンは、ヴィデオ会議を通してオンラ

インの性的搾取の目的での人身取引の初めての容疑者を有罪とした。容疑者は、道徳的損害に対して被

害者にそれぞれ 50 万ペソを、懲罰的損害賠償として 10 万ペソを支払うよう命ぜられた。人、特に女性

と子どもの人身取引に関する特別報告者は、この領域での努力を強化する必要性を述べて、補償は「人

 

57 欧州委員会、「反人身取引の需要の側: 現在の前進の措置と方法」、欧州政策説明書、2017 年 10 月。 

58 2014 年人身取引世界報告書（国連出版物、販売番号第 E.14.V.10）。 

59 人身取引に対する機関間調整グループ、「人身取引被害者のために効果的救済策を提供する」、問題文書、2016 年。 

60 同上。 

61 奴隷制度人身取引廃止同盟、「新法は。商業的搾取のための所得の損失へのアクセスを人身取引サヴァイヴァーに與る」201 
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身取引プロトコール」の最も実施されていない規定の 1 つであると述べた(A/HRC/44/45)。 
 

 

V. 結論と勧告 
 

A. 結論 
 

46. 人身取引には人権侵害が伴い、これが不相応に女性と女児に悪影響を及ぼす。 
 

47. 構造的・組織的不平等の結果としての女性の不平等な経済的・社会的地位、ディーセント・ワーク

と財産へのアクセスの欠如が、人身取引に対するその脆弱性を高める。同時に、人身取引は、女性の経

済的不平等と貧困を永続化し、悪化させる。 
 

48. 人身取引の牽引力、特に女性の不平等な経済的地位、貧困及び経済的不平等が、COVID-19 の危機

の結果として、強度を増し深まることが期待され、女性と女児をますます危険にさらしている。人身取

引サヴァイヴァーの調査は、彼女たちは、福利と回復の基本であるカギとなるサーヴィスへのアクセス

を失い、司法手続きのかなりの遅れが司法と補償へのアクセスが利用できる場合にインパクトを与えて

きたことを示している。 
 

49. 人身取引は、加害者にとって非常に儲かるものであるが、人身取引ネットワークは、有罪判決はほ

とんどなく、世界中で、高い程度の刑事責任免除で活動を続けている。刑事責任免除は、人身取引者が

女性と女児の搾取を継続する奨励策として役立っている。COVID-19 と旅行制限から生じる経済危機の

状況で、人身取引者は、女性と女児の新しい搾取と暴力の手段を通してその収入を維持しようとするか

も知れない。 
 

50. 給料泥棒、長期的な経済的不安定、乏しい身体的・精神的健康成果を含め、生涯にわたる人的・財

政的コストで主として代価を支払うのは、人身取引被害者である。人身取引のサヴァイヴァーは、加害

者の違法な財政的儲けから補償を受けことはほとんどなく、しばしば長期的にディーセント・ワークを

見つけようともがく。人身取引サヴァイヴァーが経験する生涯にわたる経済的不安定は、貧困と再人身

取引されることに対するその脆弱性を高める。 
 

51. 女性と女児の人身取引に対処する国内行動計画を強化する努力が増えているにもかからず、人身取

引者を訴追し被害者を保護する努力は依然として首尾一貫しないままである。人身取引の犯罪に対する

刑事責任免除はすでにありふれており、多くの国々で COVID-19 のロックダウンが設置されている状

態で、被害者とサヴァイヴァーの司法はさらに遅れる危険がある。 
 

52. 人身取引被害者に対する無処罰の原則は、依然として不適切に適用されており、これが継続して被

害者を関連犯罪に対して罪を着せられ、拘束され、訴追され、罰せられる危険にさらしている。 
 

B. 勧告 
 

53. 本報告書を背景にして、加盟国は以下を行うよう勧告される:  
 

  (a)それぞれの権限内で、COVID-19 の状況で、人身取引と搾取に対する脆弱性を減らす手助けをす

るために、すべての移動者、難民、国内避難民を含め、社会保護と所得保護への普遍的アクセスを保障

し、ホットライン、宿泊所、保健・心理支援及び雇用サーヴィスを含め、人身取引被害者とサヴァイヴ



37 

 

ァーのための特別サーヴィスを開設し続け、対面支援が提供できない時には、技術を通してサーヴィス

を適合させること。 
 

 (b)法律執行機関が、特に人身取引と搾取の形態が COVID-19 と COVID-19 後の状況で変わる時に、

女性と女児の人身取引を発見し捜査する権限を留めることを保障し、被害者の司法への時宜を得たアク

セスを保障するためにヴィデオ会議またはテレ会議を通して人身取引者を捜査し訴追する司法制度の継

続性を保障し、被害者が携帯電話とインターネットのような ICT へのアクセスがあることを保障し、人

身取引の被害者とサヴァイヴァーが、性と生殖に関する健康ケアを含め、COVID-19 とその他の身体

的・精神的健康ニーズに関連する包括的な保健ケア・サーヴィスに継続してアクセスがあることを保障

し、人身取引被害者が、搾取中に行うよう強いられた犯罪に対して罰せられないことを保障するより強

い措置を設置すること。 
 

 (c)生計が不安定なものを含めた移動労働者、家事労働者または非正規経済で働いている者が、労働法

の下で権利と資格にアクセスできることを保障し、COVID-19 のインパクトが展開する時に、国際労働

基準の遵守がより差し迫ったものになるので、労働検査と遵守の監視を継続すること。 
 

 (d)金融資源のかなりの流れを仮定して、金融捜査に、人身取引を発見し、COVID-19 の状況で、特

に人身取引者が新しい形態の搾取に向かう時に加害者の身元を確認する大きな可能性があるので、人身

取引に関連する疑わしい活動を定期的に監視し、発見し、通報するために、金融機関及びその他の民間

セクター団体とパートナーシップを築くこと。法律執行機関には、金融捜査を行い、加害者を訴追する

ためのマンデートと権限と資金が必要である。セクターにわたるパートナーシップとデータの分かち合

いが、人身取引者の発見にとって極めて重要である。 
 

 (e)人身取引に対する女性の脆弱性を減らし、教育、ディーセント・ワーク、平等な賃金及び資産と生

産資源ヘの平等な権利へのアクセスを含め女性の経済的・社会的権利を実現するために特別な経済的エ

ンパワーメント・プログラムに加えて、包括的な一連の措置を導入し、ジェンダーに差別的な法律と政

策を撤廃するために、特に送り出し国において、人身取引に特別な注意を払う証拠に基づいた女性の経

済的エンパワーメント・プログラムへの投資を増やすこと。 
 

 (f)長期的に女性と女児の人身取引を根絶するために、有害な男らしさと男性の性的資格を含め、性的

搾取の根本原因に対処する長期的防止措置に投資すること。女性に対する暴力を受け入れる規範と態度

を変えために、男性と男児をかかわらせるプログラムが極めて重要である。 
 

 (g)人身取引被害者のための特別給付のある国を基盤とした計画を通して、人身取引サヴァイヴァーに

補償すること。補償は、人身取引者からの資産の差し押さえ、法の施行との協力または司法手続きを通

した救済策の使い尽くしに頼るべきではない。 
 

 

 

 

 

女性に対する暴力、その原因と結果(A/75/144) 
 

事務総長メモ 
 

 事務総長は、総会決議第 73/148 号に従って、女性に対する暴力、その原因と結果に関する特別報告
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者 Duvravka Simonovic の報告書を総会に伝えることを名誉に思う。 
 

 

女性に対する暴力、その原因と結果に関する特別報告者 

Dubravka Simonovic の報告書 
 

ドメスティック・ヴァイオレンスと「家庭の平和」イニシャティヴに 

重点を置いたコロナウィルス病(COVIC-19)の流行と女性に対する 

ジェンダーに基づく暴力という流行病との間の重なり合い 
 

概要 
 

 本報告書で、女性に対する暴力、その原因と結果に関する特別報告者 Dubravka Simonomic は、事

務総長の「家庭の平和」イニシャティヴを奨励しつつ、ドメスティック・ヴァイオレンスに特に重点

を置いて、コロナウィルス病(COVID-19)の流行と女性に対するジェンダーに基づく暴力という流行

病との重なり合いを分析している。 
 

 

I. 序論 
 

1. 女性に対する暴力、その原因と結果に関する特別報告者 Duvravka Simonomic の本報告書は、総会決

議第 73/148 号に従って、総会に提出されるものである。報告書の中で、特別報告者は、ドメスティッ

ク・ヴァイオレンスに重点を置いて、コロナウィルス病(COVID-19)の流行と女性に対するジェンダー

に基づく暴力という流行病との間の重なり合いに対処している。 
 

2. 報告書は、ウィルスを抑えるために政府によって課せられる数多くの制限的ロックダウン措置によっ

て女性の通常の生活が悪影響を受けてきた COVID-19 流行の状況での女性に対する暴力、特に女性に

対するドメスティック・ヴァイオレンスを分析しようとしている。 
 

3. COVID-19 の流行とそのロックダウン措置、女性に対する暴力という流行病との間の重なり合いは、

COVID-19 流行の始まり以前でさえ、加盟国によって対処が不十分であった人権侵害としての女性に対

する暴力の防止における以前から存在していた格差と不足を明らかにしてきた。COVID-19 と闘う措置

は、多くの国々が女性に対するジェンダーに基づく暴力と闘う措置を制限されてはならない基本的サー

ヴィスとして、また基本的人権として考えることができない状態で、ほとんどがジェンダーに対して盲

目的であった。そのような要因の組み合わせが、COVID-19 の流行を抑制するために課されるロックダ

ウン措置が女性に対するジェンダーに基づく暴力、特にドメスティック・ヴァイオレンスの危険を高め

たという事実という結果となった。 
 

4. 関連国際人権基準で確立されているように、家族を含めた民間の個人の手での女性に対するジェンダ

ーに基づく暴力を防止し、これと闘うための相当の注意義務を含め、国家の責務は、COVID-19 の流行

の状況で完全に適用できるという事実に基づいて、本報告書は、女性に対する暴力という流行病は、現

在の流行病より先にあり、現在の流行病より長引く可能性が高いという事実を考慮に入れて、COVID-

19 の流行とそれを超えた状況で、ドメスティック・ヴァイオレンスに重点を置いて、女性に対するジェ
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ンダーに基づく暴力を防止し、これと闘うために必要な行動と措置に関して、国々、国連及びその他の

関連ステイクホールダーに勧告を提供している。報告書は、COVID-19 流行とそれ以降中に、「家庭の

平和」のための事務総長の世界的呼びかけに貢献することも目的としている。 
 

 

II. ドメスティック・ヴァイオレンスに重点を置いた、COVID-19 の流行と女性に対する

ジェンダーに基づく暴力の流行病との間の重なり合い 
 

A. 一般的情況 
 

5. COVID-19 を引き起すウィルスは、2019 年 12 月に中国の武漢で初めて明らかにされ、2020 年の最

初の数か月を通して世界のその他の地域に急速に広がった。2020 年 1 月 30 日に、世界保健機関は、そ

の勃発を国際的に懸念される公衆衛生の緊急事態と宣言し、2020 年 3 月 11 日に、世界保健機関はこれ

を流行病と宣言することによりその警報を強化した。この病気の強い感染性とその世界全体への急速な

広がりは、科学的に証明された治療薬やワクチンの不在と並んで、ウィルスの勃発の広がりを制限し、

保健ケア及びその他の制度の崩壊を防ぐことを目的として、国々が人々の移動に様々な制限的措置を課

することに繋がった。 
 

6. 課された制限的措置は、母集団の間の物理的距離を推進し、従って感染の機会を減らすために確立さ

れてきた。これらには、国境の閉鎖、商売、裁判所、学校、文化的行事、公共の場所及び基本的とは言

えない産業やサーヴィスの閉鎖、集会の禁止、感染したまたは暴露された個人の検疫が含まれ、孤立し

ているために安全であるとして、家庭と家族状況を考えるロックダウンと家庭での閉じこもり措置で頂

点に達している。措置が実施されるにつれて、そのジェンダー盲目的性質と女性と女児に与えるジェン

ダー化したインパクトが、ドメスティック・ヴァイオレンスが圧倒的に女性に悪影響を及ぼすにつれ

て、ますます明らかになった。多くの女性とその子どもに取って、そのような措置は、彼らがさらされ

ているドメスティック・ヴァイオレンスの頻度と強度と危険を増した。 
 

7. そのような措置には、シェルター、ヘルプライン、保護命令及び性と生殖に関するサーヴィスのよう

な多くが減らされたり中止されたりしているジェンダーに基づく暴力に対する女性のためのサーイヴィ

スと保護メカニズムを含め、基本的ではないと考えられている全てのサーヴィスの規模を縮小すること

により COVID-19 の勃発との闘いに向けた資金の再配分も含まれた。家庭に留まるロックダウン措置

は、家庭における女性の役割にも悪影響を及ぼし、育児や学校なしに放置されてきた子どもたち、高齢

者及び病人の世話を含め、女性が家事責任の増加に直面している状態で、固定観念的な分業が未だに圧

倒的であることを確認した。 
 

8. ある不利な周縁化された集団の女性と女児は、複雑で重なり合う形態の差別の悪影響を特に受けてき

た。彼女たちには、マイノリティ、先住民族、アフリカ系の人々、移動者及び農山漁村地域社会、高齢

女性、障害を持つ女性と女児、無宿女性、自由を奪われた女性及び人身取引被害者が含まれる。重要な

医療ケアとその他の緊急サーヴィスを提供している第一線の役割を占めている保健ワーカーも圧倒的に

女性であり、ウィルスに一層さらされる危険につながっている。 
 

9. このすべてが、世界の多くの部分で様々な程度に正常化され、国連と地域レヴェルで確立された人権

基準に従って国々による対処が不十分であった女性に対するジェンダーに基づく暴力という流行病を防
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止し、これと闘う際の国内・地域・世界レヴェルの格差と不足を明らかにし、強化してきた。 
 

B. 事務総長と国連システムによる対応 
 

10. 事務総長は、COVID-19 の流行とそれが女性に対する暴力に与えるインパクトに対する世界的対応

において、主導的な声であった。初めから、事務総長は、危機を克服するため多国間協働の必要性を強

調し、人権が各国政府の対応計画の中心になければならないことを強調してきた62。加盟国は、総会決

議第 74/270 号で、流行病に対する対応において人権に対する完全な尊重の必要性を認め、この決議の

中で、総会は、国際協力と多国間主義へのその公約を再確認した。流行病の状況での人権侵害に関する

事務総長の最も早い懸念の中に、女性に対するドメスティック・ヴァイオレンスの問題があった。2020

年 4 月 6 日に、事務総長は、女性と女児に悪影響を及ぼす「ドメスティック・ヴァイオレンスの恐ろし

い増加」に対処する措置を採用するよう各国に要請した。世界中の紛争の休戦と「至るところの暴力の

終結」の呼び掛けに言及して、事務総長は、多くの女性と女児にとって、家庭が暴力と恐怖の場所であ

ることを想起した。彼は、すべての各国政府に「流行病に対応する時に女性の安全を第一に考えること

を要請し、「家庭での平和」のための世界的アピールを開始した63。 
 

11. 約 146 の加盟国が、即座に回答し、以下のように警告した: 「ますます多くの国々が感染とロック

ダウンを報告するに連れて、世界中のドメスティック・ヴァイオレンス・ヘルプラインとシェルターが

助けを求める電話が増加していると報告している。被害者とサヴァイヴァーには、避難するようにと告

げられている場所つまり家庭で暴力が起こる時、逃れるすべがない。」国々は、「情報が利用できること

及びサーヴィスに安全にアクセスできることを含め、ジェンダーに基づく暴力の防止と矯正を国と世界

の対応のカギとなる部分にすること」にコミットした64。 
 

12. 事務総長は、国連システム全体からの専門知識に基づいて、最も脆弱な母集団を保護する COVID-

19 への対応を提供するためのガイダンスに関する政策説明書を発表してきた。2020 年 4 月 9 日に、国

連人権高等弁務官事務所との協働で作成された COVID-19 が女性に与えるインパクトに関する政策説

明書が発表され、「流行病は、既存のすべての不平等を増幅し、強化する。これら不平等が、代わっ

て、誰が悪影響を受けるのか、そのインパクトの強度、私たちの回復努力を形成する」と述べた65。 
 

13. 事務総長は、すべての COVID-19 の対応計画、すべての回復パッケージ、すべての資金の予算作成

は、流行病のジェンダー・インパクトに対処するべきであることを勧告した。 
 

14. 人権高等弁務官も、流行病への対応において人権の中心的役割について各国とその他のステイクホ

ールダーに積極的に思い出させ、これに関して広範なガイダンスを出してきた66。 
 

 

 

 

62 国連、「COVID-19 と人権: 私たちは全員がこのことで共にある」、2020 年 4 月。 

63 国連、国連ニュース、「国連事務総長、『恐ろしい世界的増加』の中でドメスティック・ヴァイオレンスの『休戦』を要請」、2020 年

4 月 6 日。 

64 ニュージーランド、外務貿易省、「COVID-19 の下でのジェンダーに基づく暴力に関する国連合同声明」2020 年 4 と靴月 23 日。 

65 国連、「政策説明書: COVID-19 が女性に与えるインパクト」、2020 年 4 月 9 日。 

66 国連人権高等弁務官事務所(OHCHR)、「COVID-19 ガイダンス」、2020 年 5 月 13 日。 
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C. 女性に対する暴力に関する特別報告者の活動と対応及び女性に対する差別と暴力に関するる独

立専門家メカニズムのプラットフォーム 
 

15. 特別報告者の定期的でマンデートを与えられた活動の多くは、これを書いている時に延期されたま

であるモンゴルとパプアニューギニアへの計画されていた国別訪問に特に否定的インパクトを与えて、

初めて、人権理事会に参加できず、2020 年 7 月 7 日に、彼女は、第 44 回理事会で、女性ジャーナリス

トに対す暴力との闘いに関するテーマ別報告書(A/HRC/44/52)とブルガリア(A/HRC/44/52/Add.1)と

エクアドル(A/HRC/44/52/Add.2)への国別訪問に関する報告書を提出し、ヴィデオ・リンクを通し

て、関連代表団と建設的対話に関わった。 
 

16. COVID-19 の状況への最初の対応の 1 つとしてまたロックダウン措置の結果としての女性に対する

ジェンダーに基づく暴力の悪化する危険の 1 つとして、特別報告者は、COVID-19 流行中のドメスティ

ック・ヴァイオレンスと闘い続けるようにと各国に呼び掛けて、2020 年 3 月 27 日に、プレス声明を出

した67。特別報告者は、親密なパートナーのフェミサイドを含めたドメスティック・ヴァイオレンスの

率が、一方ではその虐待者からの女性の孤立の状況で増え、他方でシェルターと警察の介入のようなサ

ーヴィスの利用可能性とアクセスを減らす可能性を述べた。特別報告者は、COVID-19 の流行中に保護

措置とサーヴィスを維持し、適合させるよう各国政府に要請した。 
 

17. COVID-19 流行中の女性に対するジェンダーに基づく暴力に関する情報とデータの欠如に留意し

て、2020 年 4 月 9 日に、特別報告者は、ホットライン、シェルターまたは安全な場所の利用可能性、

司法と裁判所への女性のアクセスと保護命令へのアクセス、保健ケア・サーヴィス、特に性と生殖に関

する健康サーヴィスへの女性のアクセス、女性に対する暴力、特にドメスティック・ヴァイオレンスの

増加に関する利用できるデータ、危機への対応における好事例に関する情報を求めて、各国、国内人権

機関、国際団体、市民社会、学界及びその他のステイクホールダーへのアンケートを含め、COVID-19

と女性に対するドメスティック・ヴァイオレンスに関する提出物68の呼び掛けを出した。特別報告者

は、多くの不足を明らかにし、本報告書を特徴付け、鼓舞した、受領した 274 以上の提出物に対して心

より感謝している。 
 

18. さらに、特別報告者は、COVID-19 の流行中の女性に対する暴力の増加に対応して、関連国連団

体、国連及び地域独立専門家メカニズム及び市民社会団体が取った行動と出した勧告に関する参考文献

を編集してきた69。 
 

19. 危機中に、特別報告者は、マンデート保持者の関心を高めるために専門家パネルとセミナーに積極

的に参加し、COVID-19 の流行中に、女性に対するジェンダーに基づくに暴力とドメスティック・ヴァ

イオレンスからの女性の保護を確保する緊急行動を要請してきた。 
 

 (a)2020 年 4 月 29 日に、彼女は、「COVID-19 と女性: 危機のジェンダー化したインパクト」という

 

67 OHCHR、「COVID-19 のロックダウンの状況で、国々は、ドメスティック・ヴァイオレンスと闘わなければ七位---国連権利専門

家」、ジュネーヴ、2020 年 3 月 27 日。 
68 OHCHR、「提出物の呼び掛け: COVID-19 と女性に対するドメスティック・ヴァイオレンスの沿い増加」、(n.d.)。 

69 www.ohchr.org/EN/Issues/Women/SRWomen/Pages/ResponseCOVID-19.aspx より閲覧可能。 
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テーマに関する Right On イニシャティヴによって開催されたセミナーに参加したが、これは国連シス

テムと政府の担当官を集め、彼らは COVID-19 の流行が、女性の生計、仕事量、暴力に対する脆弱

性、性と生殖に関する健康サーヴィスへのアクセス並びにある女性集団の特別な脆弱性とこの状況での

女性の権利の押し戻しに対する押し戻しを継続する必要性に与えるジェンダー化した意味合いを討議し

た70。 
 

 (b)2020 年 5 月 20 日に、特別報告者は、女性に対するオンライン暴力を含め、COVID-19 流行の状

況での女性に対する暴力の高まる危険に対処するために学者や独立人権専門家に加わった。欧州会議に

よって開催された「COVID-19 前、最中及び後の女性と女児に対する暴力: 対処しなければならない影

の流行病」というテーマに関する行事は、「女性に対する暴力とドメスティック・ヴァイオレンスを防

止し、闘うことに関する欧州会議条約(「イスタンブル条約」)の締約国の継続する責務に対処するため

に役立った71。 
 

 (c)2020 年 5 月 29 日に、米州人権裁判所、米州女性委員会及び「べレム・ド・パラ条約」のフォロー

アップ・メカニズムによって開催された高官パネルは、日常的に女性たちが受ける構造的差別と暴力を

考慮に入れて、COVID-19 の流行の女性にとっての悪化する結果を議論した。パネルの参加者たちは、

流行病中に女性の権利に関する国の責務を思い出させるために地域と国連の専門家メカニズムの間の協

働の重要性を強調した。 
 

 (d)2020 年 6 月 4 日に、特別報告者は、「家庭での人権: COVID-19 によって悪化し、明らかにされた

家庭内暴力」というテーマで、ジュネーヴの国連へのオーストラリア代表部によって開催されたウェビ

ナーに参加した。特別報告者は、COVID-19 中のフェミサイドを含めたドメスティック・ヴァイオレン

スを追跡するためのデータの重要性を強調し、ドメスティック・ヴァイオレンスに対する対応における

以前から存在していた格差が、COVID019 によって引き起こされた格差によって複雑化され、COVID-

19 後の新しい措置も対応の再評価も必要としていることを強調した。 
 

 (e)2020 年 6 月 11 日に、特別報告者は、「#女性に対する暴力に挑戦するフェミニスト・アジェンダ

を設定する」というテーマに関して、アイルランド国内女性会議が開催したウェビナーに参加した。こ

のウェビナーの中で、パネリストたちは、ドメスティック・ヴァイオレンスとジェンダーに基づく暴力

への対応の再考を呼びかける回復段階での優先事項と戦略を討議した。特別報告者は、彼女のマンデー

トの下で行われた主要な問題と好事例の監視を強調したが、これは流行病の初期に明らかにされた危険

と結果の多くを確認した72。 
 

20. 2020 年 6 月 23 日と 26 日に、特別報告者は、副長委員会と役員委員会で事務総長が議長を務めた

COVID-19 流行中のジェンダーに基づく暴力に関する討論に参加した。事務総長は、問題が現在の

COVID-19 の状況でより深刻になったことを認め、あらゆるレヴェルでの効果的な対応を要請して、こ

のトピックの重要性を強調した。 
 

 

70 Right On、「COVID-19 と女性: 危機の」、ジェンダー化したインパクト」、2020 年 4 月 30 日。 

71www.coe.int/en/web/istanbul-convention/webinar で閲覧できるウェビナー。 

72 www.facebook.com/watc/live/?v=1165762117081015&ref=watch_permalink より閲覧できるウェビナー。 

http://www.coe.int/en/web/istanbul-convention/web
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21. 特別報告者は、数多くの場合で73、女性に対するジェンダーに基づく暴力と闘うための新しい国連

システム全体にわたる取組または戦略の確立と国際基準に沿って、女性に対するジェンダーに基づく暴

力の長年の流行病と闘う国の努力を導く国連実施計画の策定が必要であると論じた。COVID 前に出さ

れた前述の勧告は、女性に対するジェンダーに基づく暴力を防止し、これと闘う際の以前から存在する

不足が COVID-19 流行の結果として明らかにされ、さらに悪化したので、現在の状況で一層重要であ

る。 
 

22. 特別報告者は、国連と地位独立専門家メカニズムをまとめるイニシャティヴである「女性に対する

差別と暴力に関する独立専門家メカニズム・プラットフォーム」を調整し続けてきた。COVID-19 の流

行のために、第 64 回女性の地位委員会の合間である 2020 年 3 月に行われることが予定されていた第 8

回会議を開催することができなかった。従って、2020 年 5 月 14 日に、特別報告者は、COVID-19 流行

に対するそれぞれのメカニズムの対応に関する情報を分かち合い、この問題に関する合同イニシャティ

ヴの可能性を評価する目的で、第 8 回会議をオンラインで開催した74。 
 

23. この会議に続いて、2020 年 7 月 14 日に、専門家メカニズムは、COVID-19 と女性に対するジェン

ダーに基づく暴力と差別の増加に関する共同声明を出した75。専門家たちは、COVID-19 流行中にも適

用できるままである関連国際基準に沿って、女性に対するジェンダーに基づく暴力の撤廃のための司法

とサーヴィスへのアクセスを維持することにより、両流行病と闘うための責任について国々に思い出さ

せた76。 
 

24. 最後に、COVID-19 への対応に関連する活動に加えて、特別報告者は、Equality Now との協働で、

レイプの犯罪化と訴追に関して、2020 年 5 月 27 日に、オンラインの専門家グループ会議を開催した。

40 名の参加者が出席して、この会議は、国連システム、地域メカニズム、市民社会及び学会からの専門

家を集めたが、彼らは、世界の異なった地域の国内法における格差と課題のみならず、適用できる国際

人権基準を討議した。この会議の結果は、2021 年 6 月の人権理事会に提出される特別報告者の最終テ

ーマ別報告書の作成を特徴づけるであろう。特別報告者は、2020 年 4 月 9 日にこのトピックに関する

提出物とアンケートの呼び掛けも出し、本報告書執筆時に 145 を超える提出物を受領した。彼女は、

2020 年 12 月 31 日まで、アンケートへの追加の回答と寄稿を歓迎するであろう77。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

73 例えば、2020 年 3 月 9 日のニューヨークの女性の地位委員会の第 64 回会期での特別報告者 Dubravka Simonovic による声明、

www.ohchr.org/Documents/Issues/sWomen/CSW/CSW64.pdf より閲覧可能; 人権理事会第 44 回会期での特別報告者 Dubravka 

Simonovic による声明、www.ohchr.or/en/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=2648&LangID=E より閲覧可能。 

74 この会議の報告書は、www,ohchrorg/Documents/Issues/Women/SR/14May2020_EDVAW_Platform_meeting_report.docx より閲覧

できる。 

75 OHCHR、「COVID-19 と女性に対する暴力と差別の増加に関する特別報告者と女性の権利メカニズムの EDVAW プラットフォーム

の共同声明」、2020 年 7 月 14 日。 

76 同上。 

77 www.ohchr.org/EN/Issues/Women/SRWomen/Pages/SRVAWaspx より閲覧可能。 
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D. COVID-19 の流行とドメスティックヴァイオレンスに重点を置いた女性と女児に対するジェン

デーに基づく暴力という流行病との間の重なり合いのインパクト 
 

25. 以下のパラグラフで、特別報告者は、様々なステイクホールダーから特別報告者が受領した 270 を

超える提出物に基づいて、COVID-19 と女性に対するジェンダーに基づく暴力という流行病とその結果

としてのインパクトの間の重なり合いの分析を提供している。受け取った情報は、「女性に対する暴力

撤廃宣言」と一般勧告第 19 号を更新する女性に対するジェンダーに基づく暴力に関する女子差別撤廃

委員会の一般勧告第 35 号(2017 年)に概説されているように、その責務に沿って、COVID-19 前と最中

に、基本的サーヴィスの提供を通して、女性に対するジェンダーに基づく暴力に対処し、防止する際の

国々による調整された対応の数多くの不足と一般的欠如を明らかにしてきた。 
 

26. 国々によっては、指導的役割を含め、女性が COVID-19 の対応計画の立案に完全に含まれていると

ころもある(例えば、ニュージーランド)。しかし、大多数の国々で、女性は大部分、地方・国内・世界

の COVID-19 対応チーム、政策スペース及び意思決定においては不在であり、世界及び国内レヴェル

での女性議員と指導者の数の少なさを反映している。 
 

27. 市民社会、特に女性の NGO は、女性に対するジェンダーに基づく暴力の撤廃を優先し、その活動

は、深い社会的・政治的インパクトを持ち、人権侵害としての女性に対する暴力の承認と、これに対処

する法律と政策の採択に貢献してきた(一般勧告第 35 号、パラ 4)。 
 

28. 実際、暴力から逃れる女性を支援する際に NGO の支援がなければ、その状態はずっと悪いものと

なることは明らかであり、地域社会レヴェルでの動員戦略は、もしそれらが地方自治体の代表者、地域

域社会の指導者、NGO 及び女性団体を含め、社会のあらゆるレヴェルをかかわらせるために調整され

ていなければ女性に対する暴力を防止する際に効果的であることはできないが、NGO は、暴力を防止

し、これと闘う際に、積極的役割を果たしとている。しかし、現在の危機中に、多くのＮＧＯと女性団

体は、資金提供を失い、その会員は、自分自身の健康と安全及び家族の健康と安全も確保しつつ、その

サーヴィスを遠隔で提供することを含め、新しい活動方法に適合せざるを得なかった。 
 

29. COVID-19 とこれに続くロックダウンの開始に関連する財政ストレスと懸念が家族と関係者の大多

数にかなりのストレスを与えているが、それ自体がドメスティック・ヴァイオレンスを引き起こすわけ

ではない。あるスコットランドの NGO78は、危機に関連して現在使われている文言は、流行病が家庭内

虐待の「原因」であるという考えを払拭するためにほとんど何もせず、その代わりに家庭内虐待は、加

害者の抑制を超えた外的要因に関連する身体的暴力の一回きりの発生がかかわるという誤った考えを広

げていると述べた。「家庭内虐待は、女性の不平等の原因と結果として理解されなければならず、虐待

は依然として虐待者の選択のままであり、状況がどうであれ、外的要因によって許されることはできな

い」と述べられた79。 
 

30. ジェンダーに基づく暴力の増加に対する各国政府の対応の中には、不十分と考えられるものもあっ

た。4 月の調査で、「国内民主機関」は、回答者の 78％が、国の政府は強化された防止・保護・支援提

 

78 スコットランド女性支援からの提出物。 

79 同上。 
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供サーヴィスを提供するために対応してこなかったと報告し、わずか 22%が、政府は正しく対応したと 

報告したと述べた。6 月の最近の調査では、この問題に対する政府の回答の増加が観察され、42％が未

だに、政府は適切に対応してこなかったと報告したのに対して、58％が、政府は対応を提供したと報告

した80。 
 

31. 国々の中には、基本サーヴィスが活動し続けることを保障するために必要な手段をとってきたとこ

ろもあるが、多くのその他の国々は，危機センター、ヘルプライン、シェルター、安全な宿泊所のよう

なサーヴィスを閉鎖したり、規模縮小したり、そのようなサーヴィスを運用している市民社会と女性団

体に提供される財政支援を打ち切ったところもあり、虐待的状況にある女性が受けるわずかな支援源が

さらに減っている。 
 

32. 国々の中には、ジェンダーに基づく暴力の女性被害者を支援する新しい措置を採用してきたところ

もある。それらには、オンライン・サーヴィス、食料品店や薬局でのドメスティック・ヴァイオレンス

を通報する警報システムの設立、シェルターが満員の場合にホテルの宿泊所の提供、家庭での性と生殖

に関する健康ケアのための遠隔治療の利用の許可、仕事を辞めている家事労働者と低所得者のための経

済的支援の提供、家にいる子どもや障害者を世話する親のための延長された有償休業の提供、貧しい女

性のための無料の育児、一時的住居、食料の提供、危機中の法律・司法サーヴィスの継続性を支援する

「e 司法」サーヴィスの提供及び遠隔心理カウンセリングと法的情報の提供が含まれる81。 
 

33. COVID-19 の状況での国内のジェンダーに基づく暴力の状況と COVID-19 の国の対応の一部として

のジェンダーに基づく暴力支援の重要性に対する公共の意識を啓発する際にメディアも役立ってきた

国々もある。 
 

34. 国々の中には、レンタルと抵当の滞納金による立ち退きの一時停止(カナダ、スペイン及び米国)、

ウィルスの悪影響を受けた人々のための抵当の支払いの繰り延べ、非正規定住地の強制立ち退きの冬季

一時停止の延長及び無宿者のための下水道と緊急シェルターのスペースへのアクセスの強化を出してき

たところもある。 
 

35. 英国では、政府が「あなたは独りではない」キャンペーンを開始し、6 か月間女性に対する暴力セ

クターに 3,700 万ポンドの緊急資金を配分した82。 
 

36. スコットランドでは、女性に対する暴力の悪影響を受けている女性と子どもが継続して支援サーヴ

ィスにアクセスできることを保障するために、レイプ危機スコットランドとスコットランド女性協会

に、3 月に、政府が 150 万ポンドの資金を配分した。総計 135 万ポンドが、遠隔活動情報技術経費と国

内家庭内虐待と強制す結婚ヘルプラインのための救援ワーカーの提供を含めて経費をカヴァーするため

に、スコットランド女性協会に配分された。NGO 女性援助の被雇用者も「カギとなるワーカー」とし

て確認された83。 
 

 

80 国内民主機関による提出物。 

81 OHCHR、「COVID-19 と女性の人権: ガイダンス」、2020 年 4 月 15 日。 

82 英国の NGO による共同提出物。 

83 スコットランド支援からの提出物。 
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37. アイルランドでは、計画が亡命申請者のための自己隔離ファシリティのために開発されつつあり、

国外追放が延期され、保健ケアと所得支援がすべての非正規移動者にとって利用できるものとなり、必

要ならば援助を求めるよう奨励される保証が政府によって与えられてきた。フランスでは、政府が、薬

局に被害者警告システムを設立し、シェルターとして利用されるホテルの部屋の代金を払い、暴力を経

験している障害を持つ女性専用のテキストメッセージ緊急番号を設立して、女性に対する暴力と闘うた

めに活動している団体に助成金を提供することにより、ドメスティック・ヴァイオレンス危機に対応し

た。ジョージアでは、女性に対する暴力とドメスティック・ヴァイオレンスのサヴァイヴァーのための

国が提供するサーヴィスに関する情報が、国に帰ってくる国民のための検疫ホテルで展示された84。 
 

38. 議会と政党も、女性に対する暴力という影の流行病に関する勧告を提供してきた。チリの急進党

は、COVID-19 の対応に対する政策勧告を出したが、その中で女性に対する暴力のサヴァイヴァーを保

護するための公共インフラと緊急サーヴィスの緊急の創設を呼び掛けた。地域議会も積極的であった、

つまり、ラテンアメリカ・カリブ海議会は、COVID-19 の対応のジェンダー主流化とあらゆるレヴェル

の意思決定への女性の包摂を要請する決議を採択し、欧州議会の女性の権利とジェンダー平等に関する

委員会の議長は、欧州連合とその加盟国に、COVID-19 の危機中に、ドメスティック・ヴァイオレンス

の被害者への支援を強化するよう要請する声明を出した85。 
 

E. COVID-19 の流行中にドメスティック・ヴァイオレンスを防止し、これと闘うための女性に対

する暴力に関する統合されたサーヴィスと保護措置の欠如 
 

39. シェルターと保護命令に重点を置いて、女性に対する暴力に関する統合されたサーヴィスと保護措

置への人権に基づく取り組みを考えている 2017 年の人権理事会への報告書の中で、特別報告者は、女

性に対する暴力と闘い、暴力を受けないすべての女性の権利を保護する国家の責務を述べた。暴力を受

けずに暮らす女性の権利の承認は、そのような暴力を防止し、闘う法律と実際的措置を採用し、保護命

令を含めたシェルターと措置のような包括的な一連の措置を提供することにより、女性に対する暴力の

被害者または被害者となる可能性のある者を保護する国家の責務を決定する。そのようなサーヴィス

は、被害者を中心としたもので、女性の人権、安全及び被害者のエンパワーメントに重点を置き、女性

と子どもの二次被害化を避けることを目的としたものでなければならない。そのような包括的取り組み

は、ジェンダーに基づく暴力を防止し、保護し、訴追し、暴力からの女性のリハビリを確保し、このよ

うにしてそのエンパワーメントを確保する目的で保護措置の提供に関連するすべての段階に適用しなけ

ればならない(A/HRC/35/30、パラ 41-47 を参照)。 
 

40. マンデートを通して、特別報告者は、シェルターへの訪問と女性に対する暴力のサヴァイヴァー、

サーヴィス提供者及び関係当局からの直接的情報の収集を含む国別訪問中のシェルターと保護命令に関

する情報の収集により、かなりの経験を得てきた。従って、彼女は、多くの国々でのシェルターと保護

命令の提供に関連するかなりのギャップと課題を鋭く意識している。実際、ドメスティック・ヴィアイ

オンレスが女性と子どもが安全を求めて移動せざるを得なくしていることにある程度気づきながら、政

府はあまりにもしばしば、国中で、シェルターの十分な数、能力、配分を確立するための国の企画また

 

84 ジョージア政府の提出物。 
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は資金を提供しておらず、世界の多くの国々で、夜中には滞在できない日中に通うシェルターしかない

(A/HRC/35/30 を参照)。COVID-19 の危機は、ジェンダーに基づく暴力の被害者である女性と女児の

ための適切な利用できるシェルターとなると、存在する重大な格差を露呈し、さらに悪化させてきた。 
 

41. COVID-19 の流行を抑えるために課される移動制限は、心理的・性的・身体的・経済的虐待がはび

こっている恐怖の場所である家庭に何千人もの女性と女児を捕らえられたままにしてきた。すでに虐待

的状況にある女性にとっては、その法的・社会的支援ネットワークが破壊され、または場合によっては

全く存在せず、彼女たちが直接的支援を求めたり、逃れたりするめことを不可能または困難にして、今

ではその虐待者による強化された支配によりさらされたままになっているので、その状況は危機によっ

てさらに悪化してきた。多くの女性は、家から追い出されるとか、財政資源や医療支援を撤回されると

いった脅しにもさらされている。 
 

42. ロックダウン措置、財政的制約、一般的な不確実性の組み合わせが、家父長的規範をさらに悪化さ

せ、加害者を大胆にしてさらなる権力と管理を利用させている。物理的距離をとる措置も、その虐待を

継続し、エスカレートさせ、多くの国々で被害者がその虐待を通報することを妨げるために利用してい

る加害者もある。 
 

43. 家庭内虐待の状況で、心理的暴力を女性に対する暴力として認めないことを含め、女性に対するそ

の他の形態の暴力に対処する際の以前から存在する法的欠陥、婚姻内レイプと同意に基づくよりはむし

ろ強制に基づくレイプの定義の犯罪化の欠如が、通報に対する追加の障害となる。レイプ事件を通報す

る際の制約の状態も、COVID-19 の流行が消散した後で、女性と女児にとってのかなりの障害を生み出

すこともある。 
 

44. さらに、加害者を阻止する保護命令と除去命令が存在しないか不適切であり、警察の介入がジェン

ダーに配慮したものでなく、危険評価がないならば、女性は通報を控えるであろう。受領した提出物

は、子どもの面前で起こる虐待の危険の増加、並びに施設のケア・ホームにいるならば、多くの女性は

もはやこどもには会えないという事実を示している86。共同親権の場合には、多くの加害者は、訪問権

を馬鹿にし、接触時間後に母親に子どもを返さないことを正当化するために流行病を利用している。 
 

45. 加害者が COVID-19 ウィルスそのものを一形態の虐待として利用しているという報告が出現しつつ

ある。ロックダウンの制限を守らないことにより、虐待者の中には、ホームに出入りして、帰り際にわ

ざとパートナーの面前で唾をはいたり、咳をしたりする者もある。またある者は、自分にはウィルスが

あり、従って、警察署に出向くことができないと主張することにより、警察の尋問を避ける手段とし

て、これを利用している87。 
 

46. 以下のパラグラフは、COVID-19 流行中とそれ以降の女性に対するジェンダーに基づく暴力を防止

し、これと闘うための基本的人権に基づく措置とサーヴィスの提供における格差に光を当て、特別報告

者の提出物の呼びかけによって提起された特定の問題に応えて受け取った情報に基づく好事例が含まれ

ている。 
 

 

86 スコットランド女性支援からの提出物。 

87 英国女性団体ネットワークの提出物。 
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1. ヘルプライン 
 

47. 彼女の前述の報告書の中で、特別報告者は、24 時間の国のフリーダイヤルのホットラインは、女性

被害者が利用できるものにされ、被害者の匿名性を相当に尊重して、機密の助言を提供し、「女子に対

するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」の第 2 条と「イスタンブール条約」の第 24 条に沿っ

て、シェルターへの緊急入所を扱うことができるべきであると述べた。政府経営のまた市民社会のヘル

プラインは、週 7 日 24 時間で利用可能にされ88、国によってはフリーダイヤルである。 
 

48. 多くの国々で、ヘルプラインはあるが、週 7 日 24 時間でもなければフリーダイヤルでもない。

COVID-19 流行中に、ロックダウン中は虐待的パートナーと生活スペースを分かちあっている間、女性

が電話で助けに到達するのは難しいので、代替の連絡方法の重要性を強調して、変化なしまたは需要が

減ったと報告するものもあるが、多くのヘルプラインは、通話の数の増加を報告してきた。 
 

49. ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関(国連ウィメン)は、現状では、特にジ

ェンダーに基づく暴力のサヴァイヴァーのための 24 時間ホットラインが、多くの太平洋諸国では市民

社会によって圧倒的に運用されつつあると報告した89。これらホットラインは、暴力を通報するスペー

スを提供することに加えて、場合によっては、暴力の心理的サヴァイヴァーのための応急手当、カウン

セリング及び法的援助も提供している。ホットラインの中には、特別なニーズに対処するために流行病

中に設立されたものもあり、例えば，抗レトロウィルス治療とカウンセリングと性と生殖に関する健康

とジェンダーに基づく暴力に関するリファーラルの中断がないことを保障するための HIV/エイズとと

もに暮らしている人々と COVID-19 の悪影響を受けているカギとなる母集団に情報とサーヴィスを提

供するために、地域ホットラインがユーラシアで開始された90。 
 

50. 2020 年 3 月 1 日から 2020 年 4 月 16 日までの間に、イタリア政府が経営しているヘルプライン(1522)

は、5,031 件の通話を受けたが、これは 2019 年の同期間より 73％の増加であった。総数 1,543 名の女性

が、虐待者またはストーカーからの助けの直接的必要があったために電話し、政府経営のヘルプラインに

電話した女性の 45.3％は、命または身体的完結性を恐れていた。93.4％の事件で、彼女たちは、ドメステ

ィック・ヴァイオレンスの被害者であった91。メキシコでは、2020 年 3 月 31 日現在、115,614 件の緊急

通話が記録された(545 件は性的虐待に関連しており、22,628 件は親密なパートナーからの暴力に関連し

ており、64,858 件は、家庭内暴力に関連していた)。レバノンとマレーシアでは、暴力ヘルプラインへの

通話が倍増し、一方スペインでは、ヘルプラインへの通話が 48％増加した92。コロンビアは、危機の 4 週

間の期間中に、ヘルプラインへの通話に 100％の増加を記録した93。南アフリカでは、国立ジェンダーに

 

88 バングラデシュ、カナダ、コロンビア、フィンランド、インド、ケニア、ノルウェー、南アフリカ及び英国を含め。 

89 ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関(国連ウィメン)のアジア太平洋地域事務所からの提出物。 

90 国連人口基金(UNFPA)の統合提出物。 

91 COVID-19 と女性に対するドメスティック・ヴァイオレンスの増加: イタリアからの視点、L. SIPALA 及び V. Sicari に関する提出

物。 

92 スペイン政府からの提出物。 

93 コロンビア保健社会保護省からの提出物。 
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基づく暴力司令センターへの通話が、ロックダウン中に 3 倍になった94。 
 

51. ホットラインが使える太平洋の 7 か国（フィジー、キリバティ、ミクロネシア連邦国家、サモア、ソ

ロモン諸島、トンガ及びヴァヌアトゥ)で、いくつかは、緊急状態、ロックダウン及びその他の政府がマ

ンデートを与えられた COVID-19 緩和行動の宣言に続いて通話の増加を報告している95。多くの国々が、

ヘルブラインや同様のサーヴィスへの通話の増加を報告しているが、これは、ジェンダーに基づく暴力の

COVID-19 の対応の一部としてのサーヴィスと数の強化された推進のせいかも知れない。 
 

52. 国々の中には、ヘルプラインとホットラインが、異なった民族母集団と言語的マイノリティにアクセ

スできることを保障する手段をとってきたところもある。ボスニア・ヘルツェゴヴィナでは、ヘルプライ

ンが亡命申請者や移動者にも利用できるようにされ、このような集団のための支援が、「文化仲介者」が

返答する電話線を通して、その母国語で提供された96。 
 

2. シェルターまたは安全な宿泊所の利用可能性 
 

53. 国連人口基金にデータを提出した国々で、シェルターはほとんど利用できるが、COVID-19 が襲う

前ですら、多くのシェルターはすでに資金不足で、能力は限られており、流行病とジェンダーに基づく暴

力の増加で、ほとんどすべてのシェルターが満杯になり、ぎゅうぎゅう詰めとなった。ドメスティック・

ヴァイオレンスの被害者のためのほとんどの危機センターとシェルターは---多くが NGO の経営---強制

的な検疫措置と物理的距離を取るまたは自己隔離の能力の欠如のために COVID-19 の危機中に新しいサ

ヴァイヴァーの受け入れを中止した。その活動は、今ではオンライン相談に限られている。国々の中に

は、移動制限のためにサヴァイヴァーがシェルターにアクセスするのが難しいところもある。シェルター

の中には、入所を許可する前に 14 日間の検疫を要求するところのもあり、否定的なテスト結果という形

態で、病気にかかっていない証明を要求するところもある。 
 

54. 「急速評価: COVID-19 が女性の市民社会団体に与えるインパクト」と題する報告書の中で、国連ウ

ィメンは、市民社会団体とアジア太平洋地域の女性が COVID-19 を目前にして経験している課題を強調

した。定期協議会と活動家と第一線のサーヴィス提供者と同盟者とのウェビナーで、国連ウィメンは、女

性に対する暴力に対処するサーヴィスを開放しておくことは難しく、場所によっては、サーヴィスは活動

を止めなければならなかったと伝えられた。多くの場合、女性は、シェルターが存在していることを知ら

ず、COVID-19 中にどのサーヴィスが未だに機能しているか、それらにどのようにアクセスするかを知

らない。 
 

55. ドメスティック・ヴァイオレンスのサヴァイヴァーは、ある国々では国のサーヴィスが地方の登録

を含め、緊急シェルターを得るためには広範な証明書を要求するために、重要な支援にアクセスする際に

障害に直面する。地方の居住の証明を示す要件は、例えば離婚後に家の所有権を失ったり、虐待を逃れる

ために長距離逃げなければならなかったりするならば、ある女性にとっては作成が特にわずらわしいこ

ともある。被害者は、決定までにしばしば何週間も待たねばならず、場合によっては、継続する虐待の危

 

94 オックスフォード人権ハブからの提出物。 

95 国連ウィメンのアジア太平洋地域事務所の提出物。 

96 UNFPA 統合提出物。 
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険に直面しつつシェルターへのアクセスを否定されている97。 
 

56. 国々の中には、非国民や入国者のようにあるグルーブの母集団にはシェルターが利用できないところ

もある。ある国々が設立してきた検疫センターも問題となる。そのようなセンターでの孤立した女性に対

する暴力と虐待の危険も高い98。多くのシェルターも、すでにシェルターに入っている者を保護するため

に制限的措置を課してきた。 
 

57. 移動女性は、重要なサーヴィスにアクセスする際に特別な障害に直面している。たとえば、英国では、

虐待者は、彼らを管理し、彼らが助けを求めることを妨げるために彼らの入国の地位を利用しており、彼

らは、拘束、国外追放、子どもとの離別の危険のために当局に近づくことを恐れるかもしれないことが報

告されている。配偶者査証、フィアンセ査証のような査証に乗っている人々には、1999 年の「入国・亡

命法」の下では「公的資金に頼るすべはなく」、彼らをほとんどの政府給付に対しては無資格にしている。

公的資金に頼っている多くのシェルターは、「公的資金に頼るすべのない」サヴァイヴァーを受け入れる

ことはできない99。 
 

58. もう一つの課題は、特にベッドが不足しているならば、ドメスティック・ヴァイオレンス・シェルタ

ー内の物理的距離の措置を実施することであった。場合によっては、被雇用者自身が、流行病中に働くこ

との保健上の危険が受け取る給料に対してはあまりにも大きいと感じるかもしれない100。「女性の援助」

によって行われた初期調査は、英国の家庭内虐待サーヴィスは政府のガイドラインに適合しようとして

おり、家庭内虐待のサヴァイヴァーに重要な支援を提供し続けているが、「多くは、職員不足と遠隔地提

供に適合する際の課題のために、女性と子どもに提供できる支援を減らしたり、控えたりせざるを得な

い」ことを明らかにした。女性の第一線の支援の約 80％が、対面接触が少なくなったために、また、在

宅勤務を可能にするラップトップ・パソコンの基本的不足を含め、職員の病気と技術上の問題のために、

サーヴィスを減らしていると報告した101。 
 

59. シェルターは、安全を必要としているすべての女性のために利用でき、備えられていないかもしれな

い。高齢者は COVID-19 のロックダウン中に、暴力の高い危険に直面し、シェルターにアクセスできる

サーヴィスがほとんどないかもしれない。支援に対する高いレヴェルの要件を持つ障害女性は、虐待的状

況から逃れることのできる女性のためのシェルターまたは代替の個人的な支援職員にアクセスできない

102。 
 

60. しかしヴェトナムのような国々の中には、シェルターの数を増やす必要性に対応する手段を取り、登

録されたホテルでジェンダーに基づく暴力の被害者のための一時的シェルターを提供しているところも

 

97 人権監視機構、お前を殺すことができるが誰も止めないだろう: ロシアにンおけるドメスティック・ヴァイオレンスに対する脆弱な

国の対応、(2018 年 10 月)、64-75 頁。 

98 UNFPA 統合提出物。 

99 人権監視機構からの提出物。 

100 オックスフォード人権ハブの提出物。 

101 女性の援助、「COVID-19 が家庭内虐待支援サーヴィスに与えるインパクト：初期女性の援助調査の結果」(2020 年 6 月 27 日にア

クセス)。 

102 同上。 
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ある103。デンマークでは、政府が、流行病中のドメスティック・ヴァイオレンスの増加のためにシェルタ

ーとして女性にために 55 か所の追加の緊急事態の場所を確保してきた104。 
 

61. ポルトガルでは、政府が 100 名の女性の収容能力のある 2 つの新しいシェルターを開設し、ロック

ダウン中に支援を求めることができることを女性たちに伝え、ドメスティック・ヴァイオレンス事件を通

報するよう地域社会を奨励するテレビとラジオとソーシャル・メディア・キャンペーンを開始した105。ア

ゼルバイジャンでは、政府が、親密なパートナーからの暴力の悪影響を受けている女性のために、シェル

ターと安全なスペースの数を増やしてきた106。フィジーでは、女性に対する暴力に対応し防止するため

に、男性の保健ワーカー、警察官と軍人を訓練する努力を払ってきた107。 
 

62. カナダでは、暴力を経験している女性とトランスジェンダーとノンバイナリーの人々は物理的距離を

とる措置から除外され、女性のシェルターはほとんどの州と領土で基本的サーヴィスであると宣言され、

流行病中も開放されたままである。政府は、「家庭での自己隔離が選択肢ではないときに避難所を提供す

る」女性シェルターに約 2,600 万ドルの資金の一回限りのブーストを提供した。市民社会団体は、特にロ

ックダウンの第一段階で、家庭が安全な場所でないならば、家庭にとどまる必要がないことを人々が知っ

ていることを保障するために、政府からのより明確なメッセージを提唱した108。 
 

63. スペインでは、男性の暴力の被害者の支援と保護のためのサーヴィスは、基本的サーヴィスであると

宣言されているので、危機中も同じ能力で経営を続けることができる。緊急シェルターの新しいスペース

も、この危機に対応して、利用できるようにされてきた109。米国では、ワシントン D.C.で、管轄区の中

には点在する住宅モデル(伝統的なシェルターよりも)を受け入れているところもある。「点在する住宅」

は、家族は一軒の家またはアパートに一つの単位として入居するので、公衆衛生の危険は低くなる。さら

に、多くのホテルは、低価格でシェルターに部屋を提供している110。ルーマニアでは、ブカレスト市長が、

流行病勃発の初めに、ルーマニアの首都で、ドメスティック・ヴァイオレンスの被害者のための最大のセ

ンターを開始した111。 
 

3. 司法と保護命令へのアクセス 
 

64. 前述の報告書の中で、特別報告者は、ドメスティック・ヴァイオレンスの加害者に、共有の住宅を離

れ、被害者から一定の距離をとるよう要求する「立ち退き」命令を通して(禁止命令)、安全を確保する保

護命令へのアクセスを確保する国家の責務を述べた。保護命令は、命令を受ける人物に様々な制約を課す

ことができる。例えば、加害者に被害者の住居を明け渡し、または共有の家、特定の場所(例えば被害者

 

103 UNFPA の統合提出物。 

104 デンマーク人権機関の提出物。 

105 ポルトガル政府の提出物。 

106 UNFPA 統合提出物。 

107 UNFPA 統合提出物。 

108 アムネスティ・インターナショナル・カナダからの提出物。 

109 欧州女性ロビーの提出物。 

110 人権提唱者からの提出物。 

111 国内民主機関からの提出物。 
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の職場、子どもの学校)から立ち退き、または被害者または危険にさらされている人との接触を控えるこ

とを要求する。司法権の中には、例えば、加害者が家賃を払うこと、子どもの支援、または所持している

武器を放棄することを要求する追加の命令を認めるところもある(A/HRC/35/30、パラ 61 を参照)。 
 

65. 世界のほとんどすべての国々で、裁判所は閉鎖されているか、または時間を短縮して開かれている。

その結果、取り調べは限られており、事件の処理にはかなりの遅れがある。さらに、裁判所の中には権限

を縮小して活動しているところもあるが、多くの国々で、ドメスティック・ヴァイオレンス事件は裁判所

によって優先されていない。 
 

66. 現状に適合する手段として、多くの裁判所は、遠隔で事件を審議するために新しいオンラインの技術

を利用かることに切り替えており、国々の中には、e-保護命令を出す可能性を開拓してきたところもある。

しかし、文書をオンラインで提出するには、特に社会経済的地位の低い女性にとっては、課題があること

が分かってきた。多くの状況で、電話やコンピュータは男性の親戚によってしばしば管理されているの

で、技術への女性と女児のアクセスは限られている。暴力を通報し、助けを求めるために、安全に電話を

かけ、またはその他の形態のディジタル通信を利用する機会は、加害者と住居を分かち合っている場合に

は特に侵害される。技術へのアクセスの欠如または不適切な技術が、速やかに事件を解決してもらうこと

から多くの女性を妨げている。女性の中には、時宜を得た司法へのアクセスが死活問題であるものもあ

り、一方、世界的な COVID-19 流行のさ中に女性にとっての司法へのアクセスが保留され、その結果は、

もし比較データが利用可能ならば、後になって明らかにされる。 
 

67. COVID-19 の家庭にとどまる命令中に、保護と司法にアクセスする際に女性が直面するかもしれない

特別な障害に対応して、ブラジルのサンパウロ州の公共擁護者事務所は、人々がオンラインでドメスティ

ック・ヴァイオレンスを通報することを認め、裁判官が、被害者が裁判所に出頭することを要求する代わ

りに、遠隔で制限命令を出し、その他の保護措置を出すことを要請している112。 
 

68. インドでは、ジャンム・カシミール高等裁判所が、ドメスティック・ヴァイオレンスの増加につい

てスオモト(独自の)コグニザンスをとり、女性と女児のテレカウンセリングまたはオンライン・カウン

セリング、雑貨屋のようなドメスティック・ヴァイオレンスを通報できる女性のための指定された非公

式の安全なスペース、空いているホテル、学術機関及びその他のドメスティック・ヴァイオレンスの被

害者のためのその他の場所での安全なスベースとシェルター・ホームの直接的指定並びにこの問題に対

する意識を高めるためのキャンベーンの増加を含め、様々な支持を提案する命令を可決した。裁判所

は、ジャンム・カシミールとラダクのすべての裁判所に、緊急にドメスティック・ヴァイオレンス事件

を緊急の問題として扱うよう指示した113。 
 

69. 南アフリカでは、司法長官が、保釈金の申請、維持、ドメスティック・ヴァイオレンス及び子ども

関連の事件のような緊急問題に関連して、裁判所へのアクセスを可能にする指令を出すことを、上級・

下級裁判所のすべての裁判長に許可してきた114。 

 

112 ブラジル政府の提出物。 

113 オックスフォード人権ハブの提出物。 

114 国連ウィメン、世界保健機関、国連開発計画、国連麻薬犯罪事務所(UNODC)及び UNFPA、「COVID-19 と女性と女児に対する暴

力のサヴァイヴァーのための基本的サーヴィスの提供」(n.d.) 
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70. 裁判所が開いている国々においてさえ、その他の障害が、女性がドメスティック・ヴァイオレンス

命令の申請を審査してもらうことを妨げるかもしれない。アイルランドでは、例えば、公共の輸送ルー

トがかなり減らされたので、たとえ完全に停止されていなくても、ロックダウン期間中に、農山漁村地

域または裁判所がある町の外で暮らしている女性たちは、自分自身の輸送手段にアクセスがない限り、

裁判所への出席を制限されていた。育児の欠如も、裁判所へのアクセスを妨げる重要な問題である115。 
 

F. 性と生殖に関する健康を含めた保健ケア・サーヴィヴィスへのアクセス 
 

71. 女性は、重要な医療ケアとその他の基本サーヴィスを提供して、第一線の役割を不相応に占めてい

る状態で、彼女たちはウィルスに感染する高い危険にさらされている。感染へのより大きな暴露と個人

的な防護装置の必要性が、女性と女児への不相応なインパクトの前面にある。女性は、第一線の助産

師、看護師、薬剤師、地域社会の保健ワーカーを含め、保健ワーカーの 70％を占めている。第一線にい

る女性の保健ケア・ワーカーも月経衛生ニーズ、虐待と汚名からの保護、心理的支援の必要性に注意を

喚起した。 
 

72. COVID-19 の公衆衛生危機は、性と生殖に関する健康と権利に否定的影響を与えている。特に、以

前から存在している医療的に不必要な性と生殖に関する健康サーヴィスへのアクセスに対する法的・政

策的障害は流行病の情況で悪化してきており、一方、各国政府の中には、これら権利を制限することに

より、危機を利用することを求め、非基本的医療手続きであると考えることにより、中絶サーヴィスへ

のアクセスに新しい障害を設けているところもある。 
 

73. 特にレイプや近親姦の場合の妊娠の終了のような(合法的中絶を許可している国においてさえ)女性

と女児にとって基本的な保健ケア・サーヴィスの提供の制限が不相応に女性と女児の健康に悪影響を及

ぼしている。サーヴィスの否定とは別に、過密の病院と産科医の利用不可能性からくる COVID-19 感

染の恐怖も、多くの妊婦が出産前の予約を取り消し、健康と安全性の懸念のために116出産の選択肢を考

え直したり、または欠席の医師と相談できないので予定の健康診断を止めたり、基本的な薬物治療への

アクセスを欠いたりしているので、身体的・心理的ストレスを含め、妊婦を保健併発症に対して脆弱に

してきた。 
 

74. 性と生殖に関する健康サーヴィスへのアクセスの減少が増加していることに応えて、2020 年 5 月 6

日に、59 か国の政府が、性と生殖には関する健康と権利を保護し、COVID-19 の危機においてジェン

ダーへの対応性を推進することには関する共同の報道声明を出した117。この声明は、心理的支援サーヴ

ィスを含めた性と生殖に関する健康ニーズとジェンダーに基づく暴力からの保護は、継続性を保障する

ために優先されなければならないと述べている。 
 

75. 同様に、国々の中には、保健ケア・サーヴィスが継続することを保障するために重要な手段をとっ

たところもある。例えば、アイルランドと英国の一部は、テレ相談と家庭での早期医療中絶の利用を合

 

115 安全なアイルランドからの提出物。 

116 同上。 

117 www.government.se/statements/2020/05/joint-press-statement-protecting-sexual-and-reproductive-health-and-rights-and-

promoting-gender-responsiveness-in-the-covid-19-crisis/より閲覧可能。 

http://www.government.se/statements/2020/05/joint
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法化することを含め、流行病中の中絶ケアへのアクセスを確保する措置を採用してきた118。フランスで

は、保健省と国立ジェンダー平等事務局によって 4 月 3 日に発表された共同声明の中で、中絶ケアの相

談は、電話またはインターネットによって行うことができ、女性が望み、医療的に承認されれば、家庭

で医療用中絶ピルを飲んでもよいと述べる新しいガイドラインが発表された119。ベルギーでは、25 歳以

下のすべての女性のために避妊薬を無料にしてきた120。 
 

G. データ収集 
 

76. 関連データの収集、分析、共有はジェンダー関連の女性の殺害を防止し、捜査し、訴追する効果的

で調整された措置にとって極めて重要であることが繰り返し主張されてきた。これら目的を達成するた

めに、問題の規模を計り、基線を確立し、危険度の高い集団を明らかにし、最も必要とされるところで

介入と防止努力に重点を置き、時がたつにつれての変化を監視し、介入の効果を評価し、暴力被害者へ

の害に対処するために詳細にデータが必要とされる121。 
 

77. COVID-19 流行の初めに、メディアと被害者サーヴィスは、ヘルプラインへの通話の急激な増加を

報告し、ジェンダーに基づく暴力の増加を示した。国々の中には、女性に対するジェンダーに基づく暴

力、特にドメスティック・ヴァイオレンス、女性と女児に対するオンライン暴力、親密なバーとナーと

家族関連のフェミサイドの増加を報告してきたところもある。地域の状況によっては、子ども結婚、早

期・強制結婚と女性性器切除のような以前から存在していたジェンダーに基づく暴力の広がった形態も

増加してきたと伝えられる122。しかし、国連麻薬犯罪事務所が編集したある国々からのデータは、21 か

国のグループの性暴力の通報された事件の 2020 年 3 月と 4 月の減少と 8 か国での親密なパートナーか

らのフェミサイドの安定を示した。イタリアのような国々の中には、ヘルプラインへの通話のかなりの

増加が、性暴力の通報の減少を伴ったところもある123。 
 

78. 一般的に、ジェンダーに基づく暴力に関する比較できる行政データが欠如しており、これが

COVID-19 流行中のジェンダーに基づく暴力の増加の程度の評価を難しくしている。親密なパートナー

によるフェミサイドまたはジェンダー関連の女性の殺害に関して COVID-19 前に収集された行政デー

タは、ドメスティック・ヴァイオレンスの状況で、女性は親密なパートナーからの殺害の影響を不相応

に受けていることを明らかにした。そのようなデータが利用できる国々では、親密なパートナーからの

暴力の状況で殺された人の 80％以上が、女性であることを明らかにし、家庭が彼女たちにとって大変に

危険な場所となることもあることを示した。2019 年に世界で殺害されたすべての女性の中で、58%が親

 

118 性と生殖に-19 関する権利センターの提出物。 

119 https://solidarites-sante-gouv,fr/IMG/pdf/200403-_ivg_et_covid-19.pdf より閲覧可能。 

120 欧州女性ロビーの提出物。 

121 国連、女性に対する暴力に関する統計を生み出すためのガイドライン: 統計調査(国連出版物、販売番号第 E.13.XVII.7)。 

122 人権と諸国民の権利に関するアフリカ委員会、「COVID-19 流行中の女性の権利侵害に関するアフリカ女性の権利に関する特別報告

者のプレス／リリース」、2020 年５月 6 日。 

123 2020 年 6 月 29 日に開催された「COVID-19 時の女性に対する暴力」というテーマでのウェビナーでの UNODC の研究者 Fatma 

Ismetova Usheva によるプレゼンテーション。 
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密なパートナーまたは家族の手で殺害されていた124。 
 

79. 国の防止制度は、しばしば、いわゆる「通常」時に、信頼できるデータと危険評価を欠いている

が、現状は、COVID-19 と関連するロックダウンと物理的距離の指令の結果として、暴力の増加の可能

性の明確な姿を得ることを難しくしている。ウィルスのジェンダーに特化した人権インパクトに関する

証拠に基づくジェンダー分析と文書化及び対応して採択される措置には一層の強調が置かれるべきであ

る。 
 

80. これを書いている時に、女性に対する暴力とフェミサイドに関する包括的データは、まだ利用でき

なかった。しかし、国々の中には、2021 年初めに親密なパートナーによる殺害とフェミサイドには関す

るデータを有するところもあり、これが COVID-19 の状況で、データを比較する機会を提供するであ

ろう。現在の危機中にそのようなデータを収集することは、COVID-19 流行中のフェミサイド事件の分

析を大いに助けることになり、今後の危機中にジェンダーに基づく暴力の似たような増加を避けること

に貢献出来よう。 
 

H. COVID-19 の状況での女性に対する重なり合う差別とジェンダーに基づく暴力 
 

81. 非正規セクターと家事労働及びその他の低賃金の臨時の職での不安定な形態の雇用で不相応に数が

多い女性に、危機は否定的影響を与える。多くの国々での社会保護制度の不在が、流行病を抑制するた

めに導入されつつある措置に関連する社会的・経済的ショックに対して彼女たちを脆弱なままにしてい

る。所得の喪失が、自分と家庭のための住居費、食費、水道料金を支払う女性の能力に直接的結果を与

える。 
 

82. 学校と教育施設の閉鎖が、何百万人もの女児を家に閉じ込めておくという結果となっている。世界

的に就学している学生の総数の中から、国連教育科学文化機関は、89％以上が現在 COVID-19 の閉鎖

のために学校に通っていないものと見積もっている。この数字は、7 億 4,300 万人近くの女児を含め、

学校または大学に就学している 15 億 4,000 万人の子どもと若者を表している。こういった女児の中の 1 

億 1,100 万人が世界の後発開発途上国で暮らしている。オンライン授業が継続する教育を保障する手助

けができるが、家事労働の重荷を背負い、インターネットにアクセスするに必要な資金も器具も欠いて

いる多くの女児と女性の選択肢ではない。世界中の何百万人もの女児が、オンラインにつながっておら

ず、従ってディジタル空間で起こっている学習にアクセスしていないかもしれない。 
 

83. 流行病の経済的インパクトは、女児が子ども労働、早期・強制結婚、またはある状況では性取引の

ために退学させられることにつながるかも知れない。家に閉じこもる状況では、女児は、近親姦、早期

妊娠およびレイプ、並びに女性性器切除と家族によるフェミサイド(名誉殺人)の高い危険にもさらされ

る。 
 

84. 多くの国々によって用いられつつある制限措置は、これに限られるわけではないが、特に危機の悪

影響を受けているマイノリティと先住民族、移動者と農山漁村地域社会の女性と女児、高齢女性と障害

を持つ女性と女児、無宿女性、人身取引の被害者を含め、不利な立場にある周縁化された集団に属する

女性に対する複雑で重なり合う形態の差別につながることもある。 

 

124 UNODC、「殺人に関する世界調査: 女性と女児のジェンダー関連の殺害」「ウィーン、2018 年)。 
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85. 女性は高齢者人口の半数以上を占めており、従って、しばしば資金不足の、自己隔離措置にうまく

合っていない介護施設で暮らすことによりさらに悪化する課題に直面している。世界保健機関は、2020

年 6 月に、すでに虐待的状況にある流行病中のロックダウンのもとにある高齢女性にとって、ジェンダ

ー不平等と虐待者に長くさらされることが、高齢女性に対するジェンダーに基づく暴力の危険を高める

125と報告した。2020 年 3 月 7 日から 6 月 17 日までのブラジルの女性・家族・人権省のホットラインか

らのデータは、ブラジルは、COVID-19 の危機中に、虐待と保健上の危険への暴露を含め、高齢者に対

する人権侵害のかなりの日常的増加があったことを示している126。 
 

86. 女性と女児、特にマイノリティ集団に属している女性、特に経済的梯子段の一番下の段にいる集団

の女性に対する差別の発生が、流行病中に増加してきたことを報告書が示してきた127。大半が女性であ

る移動家事労働者、特に雇用者とともに暮らしている者は、特別な危険にさらされており、職場での感

染と虐待のかなりの危険に直面しているが、しばしば、適切な安全プロトコールと装備を要求するだけ

の影響力がほとんどない128。家事労働を行っている間に物理的距離をとることを通して感染の危険を減

らすことは難しいかまたは不可能かも知れず、一方、同時に家事労働者は、職場でますます危険な条件

に直面するかもしれない。 
 

87. 障害を持つ女性と女児、特に以前から存在する健康条件を持つ者または施設の場で暮らしている者

は、複雑な問題に直面している。COVID-19 のロックダウンは、すでに虐待を受けている障害を持つ女

性の状況をさらに悪化させる。ドメスティック・ヴァイオレンスは、多くの障害を持つ女性はこれを通

報する手段がないので、隠れた現象である129。継続中の質の高いサーヴィス、支援及びケアへのアクセ

スは巨大な崩壊に直面している。情報、緊急連絡番号及びヘルプラインを提供するサーヴィスが、聴覚

障害の、難聴の、聴覚・視覚障害の女性と女児にサーヴィスをつなげることを含め、すべてアクセス可

能であることが極めて重要である。 
 

88. 亡命申請センターでの女性と女児は、目的にふさわしくないすでに過密状態の施設にとらえられて

おり、ウィルスに感染するのみならず職員が限られているために性的搾取と虐待にもさらされるかもし

れない高い危険にさらされている。自己隔離の提供も限られており、適切な衛生手続きへのアクセスも

限られているかも知れない。 
 

 

III. 国々とその他のステイクホールダーための結論と勧告 
 

89. COVID-19 の流行は、女性に対するジェンダーに基づく暴力と女性に対するドメスティック・ヴ

ァイオレンスの問題を特にスポットライトが当たるようにしてきたので、国内・地域・国際レヴェル

 

125 世界保健機関、「COVID-19 と高齢者に対する暴力」(n.d.、2020 年 6 月 26 日にアクセス)。 

126 “Acessivel em libras,https://ouvidoria.mdh.gov.br/portal/indicadores より閲覧可能(2020 年 6 月 25 日にアクセス); 及び Dew 

Universa, “ministerio recebe 1.3 mil denuneias de voilacoes de direitos humanos, 2020 年 3 月 26 日、

www.uol.com.br/universa/noticias/redacao/2020/03/26/ministerio0recebe-13-,,il-denuncias-de-violacoes-de-direitos-humanos.htm より

閲覧可能。 

127 国連ウィメンからの提出物。 

128 国際家事労働者連盟、「家事労働者を保護し、コロナウィルスの流行と闘うことに関する IDWF の声明」、2020 年 3 月 18 日。 

129 人権監視機構の提出物。 

https://ouvidoria.mdh.gov.br/portal/indicadoresより閲覧可能(2020年6月25日にアクセス);%20及びDew%20Universa,　“ministerio%20recebe%201.3%20mil%20denuneias%20de%20voilacoes%20de%20direitos%20humanos,
https://ouvidoria.mdh.gov.br/portal/indicadoresより閲覧可能(2020年6月25日にアクセス);%20及びDew%20Universa,　“ministerio%20recebe%201.3%20mil%20denuneias%20de%20voilacoes%20de%20direitos%20humanos,
http://www.uol.com.br/universa/noticias/redacao/2020/03/26/ministerio0recebe-13-,,il-denuncias-de-violacoes-de-direitos-humanos.htm
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で、意味のある永続的変化をもたらす機会を示している。この勢いは、絶えず女性を押さえつけてきた

構造的不平等と欠陥に対処することに向けて、社会を再イメージし、変革させることに向けて、女性に

対するジェンダーに基づく暴力を可能にする法的・政治的・文化的・社会的牽引力の包括的移行をもた

らすことに向けられなければならない。本報告書に示されているように、国連システムの役人、専門家

及び機関は、COVID-19 の状況で、女性に対するジェンダーに基づく暴力の最も差し迫った現れに対処

するいくつかの関連イニシャティヴを開発してきた。しかし、危機は、特別報告者がそのマンデートの

初めから光を当ててきた問題である女性に対する暴力の撤廃に対する調整と組織的取り組みの以前から

存在している欠如も強調してきた。 
 

90. 私たちは、近年達成してきた進歩を見失ってはならず、先の世界的な休戦と「いたるところであら

ゆる暴力をなくす」アピールに基づいて、4 月の「家庭での平和」を求める事務総長の世界的アピール

に対して約 146 の加盟国からの即座の前向きの対応と公約から勇を鼓すべきである。この対応は、女性

に対する差別と暴力に対処するための現状で大いに必要とされる政治的意思を表しており、危機に対す

るあらゆる対応は、生活のあらゆる領域で女性の権利を推進し、保護する際に、すでに払われてきた努

力を認め強化し、「よりよく復興する」機会と考えられるべきである。特別報告者によって以前に推奨

されたように、女性に対する暴力を防止し、これと闘うための国連システム全体にわたる取り組みまた

は戦略(「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントに関する国連システム全体にわたる行動計画」に

匹敵する)を確立する機会でもある。 
 

91. 特別報告者は、COVID-19 の対応においてジェンダーに配慮した重なり合う取り組みを採用し、以

下のカギとなる措置を実施するよう各国に要請している: 
 

 (a)締約国は、女性に対するジェンダーに基づく暴力を防止し、女性を保護し、加害者に責任を取らせ

るその人権責務を支持するべきである。従って国々は、COVID-19 に対する国の対応計画のカギとなる

部分として、女性に対するジェンダーに基づく暴力を防止し、保護し、訴追する措置を含め、移動制限

と家に閉じこもる措置を通して流行病を抑え込むためにとられる措置が、家庭での女性に対する暴力と

ドメスティック・ヴァイオレンスを可能にし、増やすという意図しない結果とならないことを保障する

べきである。もし家庭が安全な場所でなければ、もし「家庭の平和」がないならば、女性にはジェンダ

ーに基づく暴力から身を守る包括的で統合されたサーヴィスと措置へのアクセスがなければならない。 
 

 (b)国々には、あらゆるレヴェルで社会的・経済的回復計画を含め、COVID-19 の対応回復努力にお

ける政策策定と意思決定への女性の完全で意味ある参画と平等な代表者数を保証し、現在と COVID 後

の期間の社会変革の重要な担い手として女性を認める人権責務もある。 
 

 (c)国々は、「女性に対する暴力撤廃宣言」、「北京行動綱領」および女子差別撤廃委員会の女性に対す

る暴力に関する一般勧告第 19 号(1992 年)と第 35 号130、及び関連地域条約に書かれているように、女

性に対するに暴力を防止し、これと闘うことに関する国際人権基準に、国内の法的枠組みと政策を添わ

せるべきである。 
 

 (d)国々は、COVID-19 流行の状況で、女性に対する暴力と闘うために必要な関連措置とサーヴィス

 

130 特別報告者との協力で策定。 
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スを適合させることを含め、女子差別撤廃委員会の一般勧告第 35 号に沿って女性に対する暴力に関す

る国の行動計画を更新し、実施するべきである。 
 

  (e)国々は、検疫中に、暴力の被害者である女性と女児のための援助・支援サーヴィスがその人権保護

のための基本的要素であると考えられることを保障し、地方自治体と国の当局は、その継続する利用可

能性を保障する手段をとるべきである。 
 

データ収集 
 

 (f)国々は、特別報告者の報告書(A/71/398)と女子差別撤廃委員会の一般勧告第 35 号に概説されてい

るモダリティに沿って、COVID-19 流行中のジェンダーに基づく暴力とフェミサイドまたは女性のジェ

ンダー関連の殺害に関するデータを組織的に収集し、COVID-19 以前と最中に集められたフェミサイド

のデータの間の比較を行うべきである。 
 

ヘルプライン 

  (g)国々は、国の 24 時間フリーダイヤルの電話ヘルプラインを設立するべきであり、これは、被害者

の匿名性を相当に尊重して機密の助言を提供し、シェルターへの緊急入所を扱うことができるものとな

るであろう。COVID-19 の状況で、代替の選択肢が利用できるようにされるべきであり、テキスト・メ

ッセージ・サーヴィスと e-ヘルプラインを含むべきである。 
 

シェルター 
 

 (h)国々は、暴力の被害者である女性と子どものための十分な数の安全なシェルターまたはホテルの

ようなその他の安全な場所を設立し、COVID-19 の状況でも利用できる遠隔心理カウンセリング・サー

ヴィスとともに、レイプ危機センターへのアクセスを確保し、COVID-19 に暴露されたためにそのよう

なサーヴィスが許されない女性の安全な宿泊所とケアのためのプロトコールを開発し、これには安全な

検疫とテストへのアクセスが含まれるべきである。 
 

司法と保護命令へのアクセス 
 

(i)国々は、あらゆる形態の女性に対する暴力のために保護命令を出すことを任されている裁判所また

はその他の権限のある当局へのアクセスを保障するべきである。命令は、たやすくアクセスでき、

COVID-19 の状況に適切に適合しなければならず、オンラインで利用でき、一方的に加害者に住居を明

け渡すよう命令でき、または加害者が住居に立ち入り、被害者に接触することを禁じることができる

e‐保護命令と e‐緊急命令を含むべきである。 
 

性と生殖に関する健康を含む保健ケア・サーヴィスへのアクセス 
 

 (j)周縁化された集団の女性と女児に対する重なり合う暴力に特別注意が払われるべきであり、その特

別なニーズが保護措置とサーヴィスに対する説明責任の点で検討されるべきであり、テストと治療への

アクセスが保証されるべきである。 
 

 (k)国々は、COVID-19 の流行が、性と生殖に関する健康サーヴィスと安全な中絶と中絶後のサーヴ

ィスへのアクセスを非基本的なサーヴィスと資格づけることによって、制限するために誤用されないこ

とを保障するべきである。 
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市民社会団体と国内人権機関 
 

 (l)国々は、女性の市民社会団体、女性運動及びドメスティック・ヴァイオレンスと虐待事件を扱って

いる独立人権機関との建設的協力を確立し、国際人権法に沿って、女性団体と施設に適切な資金、職員

及び設備を配分するべきである。 
 

 (m)国々は、女性の地位委員会で、常設議事項目として、女性に対する暴力を含め、「女性に対する暴

力撤廃宣言」と女子差別撤廃委員会の一般勧告第 35 号に基づいて、女性団体及びその他の関連ステイ

クホールダーと協力して、女性に対する暴力を防止し、これと闘う世界的実施計画の策定を開始するべ

きである。 
 

国連システム、特別手続き及び条約機関 
 

 (n)国々と国連は、女性に対する暴力、その原因と結果に関する特別報告者、女子差別撤廃委員会及

び女性と女児に対する差別に関する作業部会並びに関連する場合にはその他の条約機関と特別手続きの

完全な参画を得て、女性に対する暴力を防止し、闘う国連システム全体にわたる取り組みまたは戦略

(「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントに関する国連システム全体にわたる行動計画」に匹敵す

る)を確立するべきである。 
 

 (o)女子差別撤廃委員会と特別報告者は、国連人権高等弁務官事務所、国連ウィメン及びその他の国連

機関からの支援を得て、2 つのマンデートの間の協力協定の枠組みに沿って131、女性に対するジェンダ

ーに基づく暴力に関する一般勧告第 35 号に関する実施ガイドを開発するべきである。女性に対するジ

ェンダーに基づく暴力に関するガイドは、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」の

女性に対する暴力に関する選択議定書と女性に対する暴力に関する世界実施計画の基礎を提供するべき

である。 
 

 

 

 

 

子ども買春・こどもポルノ・その他の子どもの性的虐待資料 

を含めた子どもの売買と性的搾取(A/75/210) 
 

事務総長メモ 
 

 事務総長は、総会決議第 74/133 号と人権理事会決議第 43/22 号に従って提出された子ども買春、子

どもポルノ及びその他の子どもの性的虐待資料を含めた子どもの売買と性的搾取に関する特別報告者

Mama Fatima Singhateh の報告書を総会のメンバーに伝えることを名誉に思う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

131. www.ohchr.org/Documents/Issues/Women/SR/SRVAW_CEDAW_FrameworkCooperation.pdf より閲覧可能。 
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子ども買春・子どもポルノ及びその他の子どもの性的虐待資料を含めた 

子どもの売買と性的搾取に関する特別報告者 Mama Fatima Singhateh 

の報告書 
 

概要 
 

 総会決議第 74/133 号と人権理事会決議台 3/22 号に従って提出された本報告書の中で、子ども買

春・子どもポルノ及びその他の子どもの性的虐待資料を含めた子どもの売買と性的搾取に関する新し

く任命された特別報告者 Mama Fatima Singhateh は、彼女の前任者による総会への前回報告書

(A/74/162)と 2020 年 5 月の理事会による彼女の任命以来のそのマンデートの成就において行われた

活動を説明している。 
  

 彼女は、そのマンデートの取り組み、夢、範囲と戦略的実施のために彼女が開発する作業方法を含

め、任期中に取る積りの方向の概要も提供している。 
 

 

I. 序論 
 

1. 決議第 74/133 で、総会は、子ども買春、子どもポルノ及び関連する子どもの性的搾取資料を含む子

どもの売買と性的搾取に関する特別報告者に、彼女のマンデートの成就において行った活動に関して、

総会と人権理事会に報告書を継続して提出するよう要請した。 
 

2. オンラインを含め、あらゆる形態の子どもの売買と性的搾取と虐待の規模、複雑性、個人と社会の膨

大な害悪を認め、子どもの売買と性的搾取と虐待の根強さについて深く懸念し、特別報告者の作業と貢

献を歓迎し、2020 年 6 月 22 日に、人権理事会は、決議第 43/22 号を採択し、それによって理事会は特

別報告者のマンデートを 3 年間延長した。そうする際に、理事会は特別報告者に、国際人権法に従っ

て、新たに出現しつつある形態のオンラインの子どもの売買と性的搾取と虐待を効果的に防止し、根絶

するために、子どもとジェンダーに配慮した、子どもに優しい、法的・政策的枠組みと子ども保護戦略

を開発する際に、国々を支援するよう要請した。理事会は、その作業計画に従って、理事会と総会にマ

ンデートの実施に関して毎年報告し、子どもの売買と性的搾取と虐待の防止とジェンダーに対応し子ど

もの権利に基づくように子ども被害者とサヴァイヴァーのリハビリ、回復、再統合に関する提案と勧告

を行うようにも彼女に要請した。 
 

3. 本報告書で、特別報告者は、彼女の前任者によって行われた活動と彼女がこの役割を引き受けた

2020 年 5 月から 2020 年 7 月までの彼女自身の活動に関する情報を提供している。彼女は、その戦略的

実施のために彼女が開発するマンデートの範囲と作業方法の取り組みと夢の概要も提供している。 
 

 

II. 行われた活動 
 

A. 人権理事会 
 

4. 彼女の人権理事会への最終年次報告書の中で(A/HRC/43/40)、前マンデート保持者は、マンデート

の 30 周年とその他の 2 つの周年記念、つまり「子どもの権利に関する条約」の採択 30 周年と子どもの
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売買、子ども買春、子どもポルノに関する「選択議定書」の 20 周年を背景とした彼女の 6 年の任期を

反省した。彼女は、子どもの売買と性的搾取に関連する主要な懸念の問題と新たな傾向、その根本原因

及び新たな形態の全体像を提供し、この害悪を効果的に緩和し、防止し、子どもを保護するための前進

の道を、一連の勧告を通して提案した。 
 

5. 当時のマンデート保持者は、意識啓発、用語と国際協力の明確化を目的とする法的・制度的・政策的

改革の点でかなりの進歩が遂げられてきたが、法律と政策の実施における重大な格差が依然として対処

されないままであると述べた。問題の規模は、子どもの性的搾取が繁栄する条件をさらに促進する ICT

の急速な拡大と移動の流れの急激な増加を背景として驚くほどの速度で大きくなり続けている。彼女

は、そのような性的搾取が普通無視され、大目に見られ、受容さえされる条件を醸成する社会的・文化

的・ジェンダー的・制度的構造の継続する広がりを述べた。彼女は、周縁化され、紛争の状況、貧困、

緊急事態、または脆弱性の状況で暮らしている女児を含めた子どもたち、マイノリティ集団に属してい

る子ども、障害を持つ子ども、在宅看護を受けている子ども、先住民族の子ども、移動者・亡命申請

者・難民・無国籍者の子ども、親に取り残された子どもを含めた危険にさらされている子どもに対して

こう言った犯罪が最も広がっているように見えるとも述べた。 
 

6. 従って以前のマンデート保持者は、包括的な子ども保護制度を築き、法的枠組みを改善し、根本原因

と脆弱性に対処し、被害者とサヴァイヴァーを明らかにして支援し、ケア・回復・リハビリ・長期再統

合サーヴィスを提供するために、国内的・地域的・国際的に活動を継続するよう国々に要請した。各国

政府も、強制労働を根絶し、現代の奴隷制度と人身取引をなくし、子ども兵士の募集と利用を含め、最

悪の形態の子ども労働の禁止と撤廃を保障し、2025 年までにあらゆる形態の子ども労働をなくす即座の

効果的措置、子どもの虐待、搾取、人身取引、あらゆる形態の暴力と拷問をなくすことに対処する「持

続可能な開発目標」のターゲット 8.7 と 16.2 の達成を目的として、オンラインでもオフラインでも子ど

もの売買と性的搾取を根絶する努力を促進し、調整された世界的対応を指導するよう要請された

(A/HRC/43/40、パラ 114-115)。 
 

7. 報告書のプレゼンテーションに続いて、国々は，子ども結婚、早期・強制結婚と女性性器切除のよう

なすべての有害な慣行の撤廃に関する「目標」のターゲット 5.3 に応えるためにさらにできることは何

か、技術会社は、虐待と搾取にさらされることから子どもを保護する際にどのように支援ができるの

か、子どもの売買と闘う際に民間セクターをかかわらせる際の好事例、ターゲット 8.7 と 16.2 の達成に

向けたその作業において国際社会が直面している最大の課題に関してガイダンスを求めた。国々は、子

ども結婚に関連する時のデータ収集に関する好事例に関するガイダンス、ディジタルの状況での子ども

の権利保護を制定することに対して、国々にもっと責任を持たせるための主要な勧告に関するガイダン

ス、子どもが司法と賠償を効果的に求めることができるように子どもにやさしい捜査・通報メカニズム

の確立のために見習うべき好事例関にするガイダンス、来る 6 年間にわたって国際社会によって優先権

が与えられるべき行動の領域に関するガイダンスも求めた。 
 

8. 国々とステイクホールダーの中には、子どもの性的虐待資料の作成、配布、売買のみならず、子ども

の売買と性的搾取を促進するために ICT の利用の増加を指摘したところもあった。多くは、オンライン

でのそのような資料の報告の前例のない急騰、問題の規模と複雑性、刑事責任免除でそのような行為を

行うことを可能にする関係する機密性を含め、与えられる害の大きさを懸念とともに述べた。ステイク
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ホールダーの中には、オンラインでの子どもの売買と性的搾取と虐待と取り組むことを目的とする国

内・地域・世界イニシャティヴを支援するための特別報告者の側でのさらなるかかわりを求めた者もあ

った。 
 

B. 国別訪問 
 

9. 当該国政府の招きで、前マンデート保持者は、2019 年 4 月 1 日から 8 日まで、ブルガリアへ公式の

国別訪問を行い、2019 年 10 月 21 日から 29 日まで、ガンビアへの公式訪問を行った。ブルガリアへの

訪問の結論と勧告は、第 43 回人権理事会中に提出され、ガンビアへの訪問の結論と勧告は、2021 年 3

月の第 46 回会期に提出される。特別報告者は、彼女の前任者によって送られた訪問の要請を受け入れ

たことに対してモーリシャス、パラグァイ、シエラレオネ、トルコ、ウクライナ各国政府に感謝してい

る。彼女は招待を高く評価し、2020 年後半と 2021 年中に、訪問のための相互に便利な日程を討議する

ことを楽しみにしている。 
 

C. 会議、セミナー及びステイクホールダーとのかかわり 
 

10. 2019 年 12 月末までの前マンデート保持者の活動に関する情報は、文書 A/HRC/43/40 で見ること

ができる。2020 年 3 月 4 日に、欧州連合、ジュネーヴの国連事務所及びその他の国際団体へのウルグ

ァイ代表部、国連子ども基金(ユニセフ)、国際電気通信連合及び子どもに対する暴力に関する事務総長

特別代表とのパートナーシップで、彼女は、ディジタルの子どもの尊厳の推進に関するサイドイヴェン

トを共同開催したが、これは残念ながら、コロナウィルス(COVID-19)流行のためにキャンセルとなっ

た。 
 

11. 現在のマンデート保持者は、流行病のさなかの 2020 年 5 月 1 日にその機能を引き継いだ。5 月 6

日に、隠れた勃発のインパクトが現れる以前でさえ、すでに不安定な社会経済的状況にあった全世界の

何百万人もの人々に、COVID-19 のロックダウン中の子どもに対する暴力と新しい形態の性的搾取と虐

待の伝えられる急増が生涯にわたる意味合いを持つであろうと警告するプレス・リリースを出した。彼

女は、包括的な地図作成と急速対応子ども保護措置が、危機が最も脆弱な子どもたちに与えるインパク

トを評価する最高のものであると述べた。子どもの売買、子ども買春、子どもポルノに関する「子ども

の権利に関する条約」の「選択議定書」の採択 20 周年に当たって、他の国連専門家と子どもの権利委

員会と共に、彼女は声明を出し、その中で国々は、売買と性的搾取と悪意のある募集と利用から子ども

を保護するよう要請された。6 月 8 日から 12 日まで、特別報告者は、特別手続きマンデート保持者のオ

ンラインの誘導会期に参加した。彼女は、国際労働機関(ILO)が主導するユニセフと 8.7 同盟とのオン

ライン討論も開催した。 
 

12. 7 月 7 日に、ユニセフ調査事務所---イノチェンティとのパートナーシップで、特別報告者は、彼女

のマンデート内の問題と取り組んでいる市民社会団体とパートナーと、初めてのオンライン協議会を開

催した。彼女はこの機会を利用して、その夢を紹介し、思いがけず見過ごされ、さらなる探求に値する

主要な懸念の問題に関してインプットを求めるためにこの機会を利用した。 
 

13. 子どもにとっての流行病の意味合いに関する人権理事会へのこれから出す報告書を特徴づける目的

で、特別報告者は、数名の特別手続きマンデート保持者と共に、人権の享受に与える流行病のインパク

トに関するインプットを要請した。その報告書の中で、彼女は、危機がいかに売買と性的搾取に対して
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最も脆弱な子どもの状況をさら浸食する恐れがあるかを探求するであろう。彼女は、押したり引いたり

する要因を明らかにし、好事例を規模拡大し、流行病の最中とその後に子どもの売買と性的搾取の高い

危険に対処する措置に関する勧告を提供することに重点を置くであろう。彼女の勧告は、ターゲット

5.3、8.7 及び 16.2 に関する限りでは「持続可能な開発 2030 アジェンダ」の下でなされた誓約を事業化

することを求め、緊急の状況で生じる効果的な子ども保護対応の実施を保障するであろう。 
 

 

III. マンデート 
 

A. 取り組みと範囲 
 

1. 取り組み 
 

14. 特別報告者は、マンデートへの貴重な貢献、特に子どもの性的虐待用語を推し進め、その結果子ど

もは今では虐待の被害者/サヴァイヴァーとして認められ、これを認めるためにマンデートの名称の変

更を提唱する際のその役割に対して前任者に感謝を表明したいと思っている。特別報告者は、世界的に

子どもの売買と性的搾取をめぐる問題に対する意識が高まり、子どもの性的搾取と子どもの性的虐待資

料に対する需要の牽引力に対する理解が深まったと述べた。彼女は、優先領域を決定し、これに続く作

業の範囲を特徴づけるために、6 年の任期の終わりに、前任者によって行われた調査活動を高く評価し

ている。 
 

15. 特別報告者は、前任者たちの活動と業績に基づいて、その作業の継続性を保障するつもりでいる。

彼女は、彼女たちの努力を整理統合し、彼女の夢と関連ステイクホールダーとの交流に基づいてマンデ

ートを開発する新しい方向を探求しようとしている。子どもの売買と性的搾取の複雑性と秘密の国際的

な性質を仮定して、特別報告者は、厳格な子ども保護制度と効果的な国境を越えた協力がこの犯罪と闘

う唯一の方法であると信じている。したがって、彼女は、組織的で永続的な刑事責任免除に挑戦し、タ

ーゲット 16.2 で、各国政府が行った公約に沿って性的搾取の子ども被害者とサヴァイヴァーの強化され

た保護と賠償を提唱する勧告を推進し、虐待、搾取、人身取引及び子どもに対するあらゆる形態の暴力

と拷問を 2030 年までになくすために努力するであろう。彼女は、各国が、包括的で、証拠に基づい

た、子どもに配慮した、サヴァイヴァーに伝える防止戦略を開発し、子どもの声を増幅し、防止・対応

戦略を開発し、実施する際の子どもの役割を強化し、子どもに対するジェンダーに基づく暴力と闘う際

に、男性と男児の重要な役割を強調するよう提唱を継続するであろう。特別報告者は、すべてを包括す

る法的枠組み、脆弱な子どものための身元確認とリファーラルを含めた子どもに配慮した通報メカニズ

ム、家族と地域社会の強化と子どもの売買と性的搾取の根本原因と推し進める要因への対処、子どもの

売買と性的搾取の防止と撤廃における民間セクターの役割と責任の推進及びこれら防止装置の定期的な

評価と監視を含め、子どもに配慮した通報メカニズムも提唱し続けるであろう。 
 

16. さらに、特別報告者は、子どもの売買と性的搾取は、「2030 アジェンダ」の達成と全世界での子ど

もの権利と福利の実現の中心である不平等・貧困・差別との闘いなくしては対処できないことを国々に

思い出させ続けるであろう。彼女は、アクセスできる通報メカニズムを立案し、実施し、サヴァイヴァ

ーの無処罰に重点を維持するために、効果的な資金の動員と配分を要請するであろう。彼女は、日常的

に子どもサヴァイヴァーの状態の現実に対処している第一線のワーカーの役割に光を当て続けるであろ

う。彼女は、「性的搾取と性的虐待からの子どもの保護のための用語ガイドライン」の利用を推進する
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ことにより、子どもの性的搾取に関連する事柄を討論する際の子どもに配慮した用語の首尾一貫した利

用も提唱し続け、子どもの権利委員会による子どもの売買、子ども買春、子どもポルノに関する「子ど

もの権利に関する条約」の「選択議定書」の実施に関して最近出版されたガイドラインの普遍的利用を

提唱するであろう(CRC/C/156)。 
 

17. 特別報告者は、人権理事会決議第 43/22 号で要請されている通り、そのマンデートの実施におい

て，協議的・参加型の取り組みをとり続けるであろう。彼女は、国々と建設的対話にかかわり、国連機

関・基金・計画、国際・地域団体、国内人権機関、市民社会、NGO と政府間機関、子どもの権利団体

と機関、第一線と草の根の子ども保護行為者、宗教団体と学術機関とのパートナーシップを強化し続け

るであろう。彼女は、子どもの権利委員会、子どもに対する暴力に関する事務総長特別代表、子どもと

武力紛争のための事務総長特別代表、人、特に女性と子どもの人身取引に関する特別報告者、原因と結

果を含めた現代の形態の奴隷制度に関する特別報告者、女性に対する暴力、その原因と結果に関する特

別報告者、女性と女児に対する差別に関する作業部会、移動者の人権に関する特別報告者、国内避難民

の人権に関する特別報告者及びプライヴァシーへの権利に関する特別報告者のように、その他の関連マ

ンデートと国連機関とメカニズムとの調整と補完性を確保しようと努めるであろう。特別報告者は、関

連地域メカニズム、特に子どもの権利と福祉に関するアフリカ専門家委員会と米州人権委員会の子ども

の権利に関する報告者事務所との交流と協力を強化しようともするであろう。 
 

18. 特別報告者は、そのマンデートの実施において子どもを中心とした取り組みを用いるであろう。す

べての活動は、「子どもの権利に関する条約」に書かれている 4 つの原則、つまり、非差別(第 2 条)、

子どもの最高の利益(第 3 条)、生命への権利、生存及び発達(第 6 条)及び子どもの考えの尊重(第 12 条)

に従って行われるであろう。彼女は、子どもと若者が、子どもにふさわしい、子どもに配慮した情報、

子どもにやさしいスペースとフォーラム、調査とデータ収集への子どものかかわり、子どもが主導する

団体と同輩イニシャティヴのエンパワーメント及び子ども保護プロジェクトと政策を開発し監視するこ

とへの子どもの参画の原則を用いるであろう。特別報告者は、絶えず変化する世界での子どもの生活の

現実に関して子どもの考えを聞くことが、その状況を理解し、彼女の介入を特徴づける堅固な証拠基盤

を築くために不可欠であると固く信じている。従って彼女は、子どもが生み出す専門知識と証拠を求め

ることにより、子どもと子どもの権利団体とのパートナーシップと相談で、売買と性的搾取を効果的に

防止し、子どもを保護する新しい革新的戦略を開発するよう努力するであろう。彼女は、子どもの意味

ある参画を強化し、重要な担い手であり、パートナーとしてのその発達する能力に従って、子どもの声

を増幅するためにあらゆる機会を捉えるであろう。 
 

19. 特別報告者は、決議第 43/22 号でマンデートを与えられているようにその作業全体を通してジェン

ダーの視点を統合するであろう。彼女は、搾取されている子どもの間の男性サヴァイヴァーの不可視性

と並行して、マンデートの重点が、依然として主として女児の危険にあることを観察してきた(A/HRC/ 

31/58 を参照)。既存の調査は、虐待の明確化において男児が直面するかなりの障害に光を当てている

132。性的搾取をめぐる意思決定と政策と慣行において男児が取り上げられてこなかった程度について子

 

132 例えば、ユニセフ、「男児の性的搾取に関する調査: 結果、倫理的配慮、方法論的課題」(ニューヨーク、2020 年)。

https://data.unicef.org/resources/sexual-exploitation-boys-fidings-ethical-considerations-methodological-challenges/より閲覧可能。 
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どもと取り組んでいる団体の間の懸念の程度は高い。男児には、公表を妨げる男らしさとセクシュアリ

ティをめぐる深い個人のアイデンティティの問題に関連する複雑で、染みついた、相互に関連するギャ

ップがある。性的搾取は、依然として、子ども労働と刑事的搾取のような男児のその他の形態の搾取の

明確化の後でも発見されないままであり、性的搾取の状況についてのジェンダー化した期待のためにワ

ーカーの側での思いがけない職業的盲点がある133。従って、特別報告者は、とりわけ分類データの収集

と分析及び身元確認、ケア、回復、リハビリのためのニーズに対応する好事例を明らかにする効果的な

ジェンダーに対応した戦略の開発を通して、子どもの売買と性的搾取の点で男児が悪影響を受けている

様態も調べるであろう。 
 

2. 範囲 
 

20. マンデートの範囲は、これが設立され、更新された決議、特に人権委員会決議第 1990/68 号と人権

理事会決議第 43/22 号で決定される。このマンデートは、最も悪質な人権侵害からの子どもの人権の推

進と保護を保障する唯一のものであるという点で、国連人権構造の中でユニークに重要なものである。

したがって、特別報告者は、子どもの売買と性的搾取の根本原因を分析し、需要を含めたすべての助長

要因に対処し、この現象の新しいパターンを防止し、これと闘うことに関する勧告を出し、この現象と

闘う措置に関する好事例を明らかにして推進し、包括的な防止戦略を推進し、被害者のリハビリに関す

る勧告を出し続けるであろう。 
 

21. その作業の中で、特別報告者は、「子どもの権利に関する条約」と彼女のマンデートに関連するその

他の核心となる人権条約に導かれるであろう。彼女は、「条約」の特定の条項、規定及びテーマの範囲

と意味を解釈する際に助けとなる子どもの権利委員会の一般コメントと決定も検討するであろう。彼女

は、子どもの売買、子ども買春及び子どもポルノに関する「条約」の「選択議定書」によっても導か

れ、子どもに向けられる性的虐待、暴力及び搾取の様々な側面と形態に対処する際に「選択議定書」の

第 2 条と 3 条に規定されている定義に頼るであろう。彼女は、彼女のマンデートの範囲に当たる側面と

形態と取り組み続けるが、「選択議定書」によってカヴァーされるものを超えるであろう。 
 

22. 「条約」とその「選択議定書」を補い、子どもの売買、子ども買春及び子どもポルノを禁止し、防

止し、対応する目的で詳細な規範と基準を提供している国際的な子どもの権利条約には、「国連国際組

織犯罪防止条約」と「条約」を補う「人、特に女性と子どもの人身取引を防止し、抑制し、罰するため

の議定書」、ILO の 1999 年の「最悪の形態の子ども労働条約(第 182 号)」、1973 年の「ILO 最低年齢条

約(第 138 号)」、1930 年の「ILO 強制労働条約(第 29 号）」及び「条約」の実施におけるギャップに対

処し、強制労働の効果的で維持される撤廃を達成するために防止と保護と救済策が必要であることを再

確認するために採択された 2014 年の「議定書」及び「国家間の養子縁組に関する子どもの保護と協力

に関するハーグ条約」が含まれる。 
 

23. 地域レヴェルでは、マンデートに関連する関連条約には、「性的搾取と性的虐待からの子どもの保護

に関する欧州会議条約」、「女性に対する暴力とドメスティック・ヴァイオレンスの防止と闘いに関する

欧州会議条約」、「サイバー犯罪に関する条約」、「子どもの権利と福祉に関するアフリカ憲章」、「未成年

の国際取引に関する米州条約」及び「売春のための女性と子どもの人身取引の防止と闘いに関する南ア

 

133 同上。 
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ジア地域協力連合条約」が含まれる。 
 

24. 特別報告者は、「子どもと思春期の若者の性的搾取を防止しとめるためのリオデジャネイロ宣言と行

動の呼びかけ(2008 年)」、2001 年の「横浜世界公約」、「子どもの商業的性的搾取に反対する第一回世界

会議の宣言と行動アジェンダ(1996 年)」、子どもに対する暴力に関する国連調査(2006 年)、自由を剥奪

された子どもに関する国連世界調査(2019 年)、COVID-19 が子どもに与えるインパクトに関する政策

説明書(2020 年)及び国際法に沿った非拘束の状況での存続できる範囲の拘束の代替手段の利用可能性と

アクセス可能性を保障することにより、国際移動の状況での子どもの拘束をなくすための活動に国々が

言及している「安全で秩序ある正規の移動のためのグローバル・コンパクト」のような子どもに関する

国際公約と政策イニシャティヴにも言及するであろう。 
 

25. 特別報告者は、子どもの売買と性的搾取を防止し、闘い、人権に従う保護とケアと回復を子どもに

提供する目的で、この現象に関連する固有の状況と新たな脅威に対処し続けるであろう。従って、彼女

は、オンラインの子どもの性的搾取、子どもの売買と性的搾取のジェンダーの側面、旅行と観光の状況

での子どもの売買と性的搾取の高い危険に COVID-19 が与えるインパクトに関連する問題、傾向，効

果を調べるであろう。彼女は、現在、そのマンデートでカヴァーされる人権侵害---子どもの売買、子ど

もの商業的・性的搾取と性的虐待画像を作成するための子どもの利用---は、家庭、学校、地域社会で子

どもが受ける最も普通の形態の虐待の多くを除外していると述べている。彼女は、そのような暴力の底

辺にある原因の効果的検討を可能にし、司法と性とセクシュアリティと関係性に関する教育へのアクセ

スを含め、共通の課題と構造的で組織的な対応に対処する包括的な取り組みを勧告するために、そのマ

ンデートが子どもに対するあらゆる形態の暴力を含めるよう拡大できるものと信じている。 
 

26. 特別報告者は、子どもの性的搾取との取り組みは、独自の課題を呈していると述べている。これら

は専門的に提起され、以前のマンダート保持者たちによって対処されてきたが、助長する要因の多くは

根強く続いている。加害者を裁判にかける効果的メカニズムの欠如が、刑事責任免除を推進し、あらゆ

る防止戦略を損なっており、国境を超える子どもの虐待と搾取には司法権の改革と国家間の協力が必要

であり、技術の変革と開発には継続する教育、防止戦略と司法改革が必要である。以前のマンデート保

持者たちは、その新たに出現しつつある形態を含め、子どもの性的搾取に正しく対処してきたが、性暴

力に対する国の対応は、性的搾取にもっぱら重点を置いているわけではない。すべての対応は、子ども

がさらされている重複する形態の暴力に対処することを目的としており、売買と性的搾取にマンデート

を専ら制限することは、マンデート保持者が性暴力の根本原因を調査し、包括的な勧告を提供できるこ

とを制限する危険があることを意味する。 
 

27. 1990 年以来のマンデートの開発と暫時拡大は、特別報告者が、当初の権限である子どもの性的搾取

の新たな形態に適合し、対応し、子ども売買、子どもポルノを超えた取り組みを構築できるようにして

きた。性的搾取と虐待形態を横断する防止と説明責任のための相互に関連する大義と戦略に照らして、

子どもに対するあらゆる形態の性暴力を包括するマンデートのさらなる進展は、現在の子どもの権利侵

害に対応し、子どもに対する性暴力の構造的・組織的原因と対応に効果的に対処する際に依然として関

連性があり、効果的であることを保障するであろう。 
 

 

 

 



67 

 

B. 作業方法 
 

28. 特別報告者は、「人権理事会特別手続きマンデート保持者のための行動規範」と「人権理事会特別手

続き活動マニュアル」に従ってそのマンデートを遂行するであろう。彼女は、すべてのステイクホール

ダーとの対話と協力を通して、独立して、そのマンデートの条件に従ってその機能を果たすであろう。 
 

29. 関連決議に従って、特別報告者は、人権理事会と総会に年次テーマ別報告書を提出し、国別訪問を

行い、各国政府と関係ステイクホールダーに向けて勧告を出し、侵害の申し立てに関する緊急アピール

を含め、通信を送り、そのマンデートの目標の達成を促進するために、意識啓発とアドヴォカシー活動

のために、子どもの権利団体と機関のような関連ステイクホールダーとかかわるであろう。 
 

30. 特別報告者は、子どもの売買と性的搾取と効果的に闘うことに向けて包括的取り組みを取り続ける

であろう。これには、意識啓発、防止、性とセクシュアリティ教育、法律制定と施行、信頼できるデー

タの収集と分析、出生登録、加害者の発見、捜査、訴追、懲罰及び扱い、子どもに配慮したカウンセリ

ング、苦情処理・通報メカニズム、子ども被害者とサヴァイヴァーのケア、回復、長期的再統合、及び

一般的に子どもの権利の推進を含む権利に基づく国の子ども保護制度の確立を目的とする包括的な戦略

と行動計画の立案と実施の推進がかかわるであろう。彼女は、明確で達成できる勧告の提案を目的と

し、好事例と成功するイニシャティヴを提案し、国際協力と強化された企業の社会的責任を促進するで

あろう。以前のマンデート保持者たちは、資源の実態的富を生み出すためにそのテーマ別報告書で既存

の好事例と勧告を分かち合ってきたが、資源は利用不足である。従って、特別報告者は、子どもの売買

と性的搾取を防止し、闘い、よそでの再現を推進する目的で、その作業の核心として、好事例の可視性

を高める国々の努力を支援するために努力するであろう。彼女は、情報を交換し、国別訪問を行い、テ

ーマ別報告書に貢献し、ワークショップとセミナーを開催することにより、適切な資金が理由できるよ

うにされることを仮定して、すべてのステイクホールダーとのパートナーシップも継続するであろう。 
 

1. テーマ別報告書 
 

31. 過去 30 年にわたって、続くマンデート保持者たちは、子どもの売買と性的搾取の防止をカギとな

る優先問題として、幅広く異なった問題とテーマをカヴァーしてきた。課題と積極的措置が国際基準と

好事例の要約を表して、数多くの報告書の中に照合されてきた。しかし、マンデートの創設 30 年後

に、子どもに対する忌まわしい犯罪に対する意識を高める際に遂げられたかなりの進歩にもかかわら

ず、問題の規模は、驚くほどの割合で拡大し続けている。前マンデート保持者がその任期の終わりの報

告書で結論付けたように、子どもの売買と性的搾取の新しい形態が現れておりそれを下支えする原因と

取り組むのがますます複雑になっている(A/HRC/43/40、パラ 13 と 111)。彼女の報告書は、マンデー

ト内にある核心となる問題に関連する今日の最も重要な課題への良い洞察力を提供している。 
 

32. この背景に対して、世界的発展の状況での子どもの売買と性的搾取のますます複雑になり継続して

進展する問題を仮定して、特別報告者は、国々の注意を引き、意識を高め、好事例と勧告を開発するた

めに彼女が重要であり、緊急であると考える問題に優先権を与えるであろう。 
 

オンラインの子どもの性的搾取と虐待 
 

33. 過去 30 年の間にたびたび現れるパターンは、子どもの売買と性的搾取の罪を犯す道具としてのイ
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ンターネットとニュー・テクノジーの利用の容赦のない増加であった。この進展は、国々とすべての関

連ステイクホールダーの維持される関心を要求している。特別手続きマンデート保持者の中には、テー

マ別調査の中で ICT のインパクトを調査した者もあり、インターネットの急速に進展する性質が絶え間

ない更新を必要としてきた(A/HRC/28/56 及び A/HRC/43/40 を参照)。過去 30 年にわたって、世界が

技術を通して急速に相互に関連するようになるにつれて、加害者が匿名のプラットフォーム、ストリー

ミング・サーヴィス、暗号化した通信制度とヴァーチャル通貨のようなツールを利用できるディジタル

の環境で、子どもの保護を含めた新しい懸念が出現し、彼らがたやすく資料を分かち合い、オンライン

社会を通してお互いに連絡を取り合うことができるようになっている。こういった発展が、子どもの性

的虐待と搾取資料の作成・所持・配布のみならず、子どもの性的虐待のライヴのストリーミング、オン

ラインの性的脅しと強制及びグルーミングも含め、オンラインでの子どもの性的搾取の考えを拡大して

きた。オンラインでの子どもの脆弱性の増加のほかに、技術の急速な進化が、絶えず変化する犯罪の脅

威と闘おうとするときに、しばしば追い抜かれたと感じる法律執行担当官、研究者、提唱者に課題を提

起している。 
 

34.これは、決議第 43/22 号で、人権理事会が特別報告者に、国際人権法に従って、新たに出現した形

態のオンラインの子どもの売買と性的搾取と虐待を効果的に防止し、根絶する子どもとジェンダーに対

応した子どもにやさしい様態で、法的・政策的枠組みと子ども保護戦略を開発する際に国々を支援する

よう要請した状況においてであった。これは、インターネット利用規範をめぐる変化とともに、新しい

形態の子どもの性的搾取が、国際・国内子ども保護努力と法律を追い抜いているように思えることを仮

定すれば、マンデートへの重要な追加であった。 
 

35. 特別報告者は、従って、オンラインでの子どもの虐待と搾取の手段に対する傾向と課題と対応をじ

っくり考えるであろう。彼女は、特にオンラインの虐待の率がどのように、いつ増加したのかとそれに

ついてのすべてのステイクホールダーによる対応を調べるであろう。彼女の前任者たちの作業を土台と

して、彼女は、国々が子どもの性的搾取と虐待を扱うための法的枠組みを国際人権基準に完全に沿わ

せ、オンラインの子どもの性的搾取と虐待と闘う国内・国際努力のための資金提供の欠如に対処し、知

られている子どもの性的虐待資料を発見する最先端技術が、国内子ども保護・司法当局と協力して、す

べての国々ですべての ICT プロヴァイダーによって導入されることを保障することを提唱し続けるであ

ろう。彼女は、モデルの実施がこれまで脆弱であった領域に特に注意を引いて、WeProtect 世界同盟に

よって開発されたモデル国内対応の利用を推進し続け、産業が、適切な規制を通して、オンラインの子

どもの性的搾取と虐待と取り組む効果的な行動をとっていることを保障するであろう。 
 

流行病が子どもの性的搾取と虐待の高い危険に与えるインパクト 
 

36. COVID-19 が子どもに与える長期的インパクトは、大変に懸念されるもう一つの領域である。流行

病は、ほとんどの脆弱な子どもの不平等と脆弱性をすでにさらに悪化させ、「2030 アジェンダ」の実現

に長期的影響を与えており、その採択以来遂げられたかなりの進歩を逆転させる危険がある。子どもが

子ども労働に追いやられ、特に女児は子ども・強制結婚、搾取、虐待、人身取引にさらされる高い危険

もある134。 

 

134 OHCHR、「子どもの権利と『持続可能な開発 2030 アジェンダ』」。
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37. 従って、特別報告者は、子どもの売買と性的搾取の押したり引いたりする要因に COVID-19 が与え

るインパクトと国々の対応に関する彼女の最初のテーマ別報告書を提出するつもりであり、それによっ

て、2012 年に彼女の前任者によって提出された自然災害のための人道危機に続く売買と性的搾取からの

子どもの保護に関する問題に関する報告書(A/HRC/19/63 及び A/HRC/19/63/Corr.1)を土台にするつ

もりである。彼女はさらに、売買とその他の形態の搾取に対する子どもの脆弱性に COVID-19 が与え

るインパクトを探求するであろう。彼女は、流行病の最中及びその余波で高い危険に対処する特別保護

の課題の明確化に関連して課題の全体像、懸念される領域、好事例及び学んだ教訓を提供するであろ

う。データの保護から強靭性と回復の構築に至るまで、彼女は、流行病と危機の状況で、子どもを保護

する好事例を集め、勧告を出すことを目的とするであろう。彼女の勧告は、「目標」のターゲット 5.3、

8.7 及び 16.2 に関連してなされた誓約を事業化することを求めるであろう。報告書は、特別手続きマン

デート保持者によって出されるアンケートを通してインプットを求める共同の呼びかけを通して求めら

れる広範なステイクホールダーによって提供される回答と証拠に基づくであろう135。 
 

男児と女児の売買と性的搾取のジェンダーの側面 
 

38. 特別報告者の前任者たちは、テーマ別報告書に有害なジェンダー固定観念と慣行の分析を統合し、

子ども結婚、女性性器切除、養子縁組の目的での未成年者の搾取のような有害な慣行を根絶する法律の

効果的施行を提唱してきた。様々な場合に、マンデート保持者たちは、男らしさをめぐるジェンダー固

定観念が、性的搾取に対する脆弱性の可能性にほとんど注意が払われずに、どのように男児に悪影響を

与えているかについて問題を提起してきた。彼女たちは、付き添いのない子どもたち、移動者である子

どもたち、亡命申請者である子どもたち、離別した子どもたちを含め、移動する子どもたちの保護のた

めのジェンダーに配慮した対応も提唱し続け、国境での懸念と移動関連の拘束の禁止に基づいて、年齢

にふさわしい、ジェンダーに配慮した身元確認、評価、リファーラル手続きを要請してきた。 
 

39. 最近の調査で述べられたように136、男児の性的搾取は、あまりにもしばしば気づかれず、目に見え

ずに過ぎている重大な人権侵害である。ほとんどの調査も、ジェンダー2 分法の外で明らかにされる男

児と若者の経験を無視してきた。その格差を仮定して、データ収集と分析、討議と適切なガイドライン

の強化が、政策、サーヴィス提供、防止努力の改善にとって極めて重要である137。特別報告者は、従っ

て、証拠に基づく意識を高め、状況に特化した持続可能な防止サーヴィス、子どもとジェンダーに配慮

した司法と保護と包括的なケアと完全回復へのアクセスを提供する目的で、男児とジェンダー2 分法の

外で明らかとなり、性的搾取と虐待を受けた者のための規模と原因と危険要因と身元確認ツールのみな

らず、既存の証拠基盤の問題にテーマ別報告書を捧げることにより、子どもの売買と性的搾取のジェン

ダーの側面を探求するであろう。 
 

旅行と観光の状況での売買と性的虐待と搾取 
 

40. 旅行と観光の状況で子どもを保護する行動における大きな前進にも拘わらず、その脆弱性は、セク

 

https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/26130Child_Rights_230_Agenca_HLFP_2020.pdf より閲覧可能。 

135 さらなる情報は、www.ohchr.org/EN/Issues/Children/Pages/callCOVID-19.aspx を参照。 

136 ユニセフ、「男児の性的搾取ララ関する調査: 結果、倫理的考慮、方法論的課題。 

137 同上。 
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ターが拡大するにつれて増加し続けている。世界的な旅行と観光は、過去 30 年で倍以上となり、ヴォ

ランティア観光、孤児院観光またはメガ行事のように、子どもを搾取の危険にさらす新しい旅行「産

物」の増加があった。無規制の宿泊と乗り物の分かち合いのような前例のない旅行の増加と新しい形態

の観光と技術的進歩を背景として、子どもの保護規制が遅れ、国際・国内レヴェルで、世界中で拡大

し、対応する努力を追い抜いてきたこの重大な問題に対して、影響を受けない国はない138。 
 

41. 2019 年に世界観光機関によって採択された「観光倫理枠組み条約」と「企業と人権に関する指導原

則: 『保護し、尊重し、救済する』国連枠組みの実施」(2011 年)は、旅行と観光の状況で子どもが受け

る暴力と搾取に光を当て、これをなくす行動を促進する際に基準でありカギとなるツールとして企業の

社会的責任計画の核心になければならない。差別、排除、暴力、搾取からの子どもの保護は、すべての

形態の観光が真に責任があり持続可能であることを保障することにとって不可欠である。これは、持続

可能な観光を推進し、子どもに対する暴力をなくすことに関するターゲットを有する「2030 アジェン

ダ」を達成する手助けもするであろう。従って、特別報告者は、世界旅行観光会議と世界観光倫理委員

会と調整して、スポーツ団体とスポーツと人権センターと密接に協力して、大スポーツ行事の枠組みを

含め、旅行と観光の状況での子どもの性的搾取の問題に対処しフォローアップを継続するであろう。 
 

売買、性的虐待、性的搾取の子ども被害者とサヴァイヴァーのための司法・賠償・リハビリへのアクセ

ス 
 

42. 特別報告者は、子どもの売買と性的搾取に対して責任を有する者の刑事責任免除に対処し、子ども

サヴァイヴァーの司法、救済策、リハビリへのアクセスを推進する際のそのマンデートの役割を強化す

るつもりでいる。子ども被害者の包括的な保護とリハビリの利用可能性とアクセス可能性に加えて、司

法・非司法メカニズムの重要性のテーマ別分析は、子どもの権利と被害者とサヴァイヴァーを中心と

し、サヴァイヴァーによって伝えられる問題への取り組みを定める際の貴重なツールとなるであろう。

特別報告者は、司法制度が、効果的に加害者を明らかにして責任を取らせ、司法メカニズムがサヴァイ

ヴァーのニーズに応えること。向けられることを保障して、サヴァイヴァーの司法と賠償を提供するこ

とを保障する効果的手段を探求しようとするであろう。 
 

43. この状況で、特別報告者は、平和維持活動と人道行動での子どもの性的搾取に対する説明責任の欠

如に対処することを求めるであろう(A/72/164、パラ 84 を参照)。彼女の前任者に、強調されたように

(A/HRC/43/40、パラ 47 を参照)、国連職員による性的搾取と虐待を防止し、対処する努力は、海外に

駐在している武装軍の軍人が売春の需要を煽り続けており、かなりの数の子どもが性的に搾取され、虐

待されるという結果となっているので、さらに強化される必要がある。 
 

子どもの売買と性的搾取撤廃と根絶における重要な道程標としての「2030 アジェンダ」 
 

44. 子どもは、持続可能な開発に関する高官政治フォーラムへの報告書で、特に脆弱な集団として繰り

返し言及されているが(A/73/174 及び A/73/174/Corr.1 を参照)、どの子どもも取り残されないことを

保障するために、子どもの売買と性的搾取の撤廃に関連して、「2030 アジェンダ」がどのように実施さ

れているかに関する分析と分類データが一般的に欠如している。信頼できるデータの不在は、この害悪

 

138 詳細は、www.ohchr.org/Documents/Issues/CHildren/Submissions/ECPATInternational.pdf を参照。 

http://www.ohchr.org/Documents/Issues/CHildren/Submissions/ECPATInternational.pdf
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と闘う努力を危険にさらさしている。違反の隠れた性質は、データ収集を極めて重要なものにしてい

る。特別報告者は、「目標」によって提供される勢いと相当する指標が、この領域でのさらなる努力に

つながることを希望している(A/HRC/43/40、パラ 109 を参照)。 
 

45. ほとんどの任意の国内見直しは、「2030 アジェンダ」の重要な要素である誰も取り残さないという

状況で、子どもに対処している。2017 年から 2019 年までの見直しの分析で、この概念は大部分が、修

辞風に含まれていることが分かった。見直しは、最も取り残されている者に到達するという公約に関し

ては詳細を欠いていた。そのような詳しい情報の欠如は、現地での変革的で構造的な実施の欠如の可能

性を示している。さらに、低・中所得国は、見直しで、子ども関連の指標のための国内の分類された統

計を提出しようともがいていた139。 
 

46. 見直しの中で、子どもと若者は、取り残される危険が最も高い集団の中で圧倒的に目立っている。

2019 に、見直しの中には、孤児、子ども兵士、人身取引された子ども、路上で暮らす子どもを含めた子

どもたち、及び暴力、貧困、栄養失調または質の高い教育へのアクセスの欠如のために取り残されるこ

とを防ぐ行動に重点を置いたものもあった140。不平等がある状況と要因のためにさらに悪化し、子ども

の中には、ジェンダー、障害、人種または民族性、性的指向または性自認を根拠としたものを含め、重

複し、重なり合う形態の差別に直面している者もある。取り残される危険が最も高い子どもたちには、

路上の状況と農山漁村または周縁化された地域社会で貧困の悪影響を受けている者、紛争と緊急事態の

悪影響を受けている者、移動する子ども、亡命申請者である子ども、難民である子どもと国内避難民で

ある子ども、先住民族である子ども、出生登録がされていない子ども、代替ケアを受けている子ども、

HIV/エイズと共に暮らしている子ども、子ども労働に従事している子ども、暴力、性的搾取、虐待にさ

らされている子ども及び拘束されている子どもも含まれる141。そのような子どもたちも、データ収集作

業からは大部分排除されたままであるので、売買と性的搾取と取り組むための戦略の点では取り残され

る危険にさらされている。 
 

47. 特別報告者は、従って、こういった集団の子どもたちの(ターゲット 5.3、8.7、及び 16.2 の状況で

も)保護ニーズ、彼らがどのように売買と性的搾取の形態の悪影響を受けるのか、国の行動計画、戦略、

政策及び予算において遠く取り残されている子どもたちに到達するために、どのような対象を絞った措

置を採択する必要があるのかを、その特別な状況、ニーズ、脆弱性を評価し、優先することにより、検

討するよう努力するであろう。これには、法律・基準・政策が直接的であれ、間接的であれ、差別的で

ないことを保障する必要に応じて改正し、特定の集団が取り残されるさらなる危険にさらされているこ

とを考慮し、子どもの権利を推進し保護するように、持続可能な開発企画を特徴とづけるために、ジェ

ンダー別、民族別、宗教別、障害別及びその他の関連基準別に分類された子どもと「2030 アジェンダ」

に関連する透明性があり、正確なデータの組織的監視、照合、普及を保障することが含まれる。特別報

告者は、国の統計局をかかわらせることを提唱し、データ収集に対する権利に基づく取り組みを開発す

る際に、統計局を支援するであろう。 
 

 

139 http://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/26130Child_Rights_2030_Agenda_HLPF_2020 

140 同上。 

141 同上。 
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48. 言い換えれば、彼女の前任者たちは、需要を含め、形態、根本原因及び寄与する要因を調べてき

た。彼女の作業は、今では、被害者となる危険に最もさらされている者をどのようになぜ明らかにし、

制度的・オンライン・家庭の場を含め、あらゆる場での彼らの脆弱性と保護ニーズを緩和するために何

をする必要があるのかから重点を移すことから利益を受けるかもしれない。 
 

49. 特別報告者は、注意を証明する問題とトピックスに対して警戒を続けるであろう。彼女は、国連機

関、各国、子どもたち、市民社会、地域・国際機関、専門家に手を伸ばすことにより、彼女の作業にイ

ンプットを提供してもらうために彼女のテーマ別報告書の開発に対して協議的取り組みを用いるつもり

でいる。 
 

ガイダンスとデータ収集 
 

50. 以前のマンデート保持者たちが述べたように、子どもの売買と性的搾取の問題の規模は、犯罪の形

態と明らかにされ、捜査され、訴追された事件の数に関する一か所に集められた分類データの利用不可

能性のために、普通知られていない。関連する犯罪に関する不適切で不明確な法律、適切な通報メカニ

ズムの不在、深く根付いた沈黙の文化と社会的寛容、子どもの性的虐待と商業的性的搾取をめぐる恥と

汚名、意識と国際的な情報交換の欠如、犯罪活動の違法な性質が、さらに事件の通報を禁じている

(A/HRC/43/40、パラ 16-17 を参照)。その範囲のみならず、子どもの売買、子ども買春、子どもポル

ノと闘うことに向けた証拠に基づく戦略としても、この問題をよりよく理解するために、適切なデータ

収集に投資し、国際的な情報交換を育成することが、各国政府にとって依然としてカギである。 
 

51. 特別報告者は、データの効果的で対象を絞った収集と測定は、「2030 アジェンダ」の実施の中心で

あると信じている。分析は、促進して、効果的に「目標」を実施するためのプロセスを特徴づけるため

に、必要な指標とデータに重点が置かれるべきである142。既存の「目標」プラットフォームと相談し、

ユニセフ、同盟 8.7 及びその他の関連行為者とのパートナーシップで、特別報告者は、ガイダンスを開

発しようと努力し、状況を観察し評価する目的で、市民社会と協働して、性的搾取の形態に関する分類

データを収集するための指定されたメカニズムを提唱しようとするであろう。 
 

2. 国別訪問 
 

52. 特別報告者は、特別手続き制度によって開発された基準に基づいて、訪問のための国を選ぶため

に、予備分析を行うであろう。基準には、訪問がすでに彼女の前任者によって要請されたかどうか、前

回訪問のフォローアップ、マンデート保持者によって送られた通信、子どもの売買と性的搾取を防止

し、闘うための効果的プログラムの実施、「子どもの権利に関する条約」と「選択議定書」の批准と報

告状態、普遍的定期的レヴューの 2 回目のサイクルを受ける予定の国々、国々からの招待とマンデート

の範囲に当たる子どもの権利の侵害の信頼できる報告に基づいた国連人権高等弁務官事務所、国連基金

と計画、専門機関と NGO の現地駐在所からの提案のような指標が含まれる。訪問のために選ばれる

国々は、地理的バランスを反映し、子どもの売買と性的搾取の国際的側面と取り組むであろう。国別訪

問を行う際に、特別報告者は、事実確認ミッションの付託条項、特別手続きマンデート保持者の行動規

範及び特別手続きの活動マニュアルによって導かれるであろう。 
 

 

142 同上。 
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53. 前任者の作業を継続するという公約の一部として、特別報告者は、政府が彼女の前任者からの訪問

の要請に同意しているモーリシャス、パラグァイ、シエラレオネ、トルコ及びウクライナを訪問するこ

とに優先権を与えるであろう。彼女は、2020 の後半と 2021 年に訪問のためのお互いに便利な日程を討

議することを楽しみにしている。同様に、彼女は、遅れている要請を再送し、彼女の分析の結果とし

て、新しい要請を出すつもりでいる。 
 

54.  訪問の主たる目的は、子どもの権利保護と違反の防止に関して、政府とその他の関係ステイクホー

ルダーに明確な勧告を提案し、子どもの売買と性的搾取をよりよく防止し、闘う際に支援することであ

る。特別報告者は、明確で実践的な勧告を提供することを目的とするであろう。彼女の結論と勧告は、

とりわけ、法的・制度的改革を提供するであろう。フォローアップ活動は、必要で、他の人権監視メカ

ニズム並びに国際・地域行為者と調整している場合には、勧告のインパクトと実施を検証する可能性を

高めるであろう。国別訪問中に、特別報告者は、政府と地方自治体当局、市民社会のメンバー、子ども

の権利と保護の政府機関と専門家、子どもたち、民間団体、ICT 会社の代表、国連及びその他の政府間

機関と会うことを目的とするであろう。彼女は、子どもの権利委員会と普遍的定期的レヴュー作業部会

によってなされたものに加えて、それらが彼女のマンデートの範囲内に当たることを仮定して、彼女の

報告書の中でなされた勧告に関するフォローアップに特に重点を置くであろう。 
 

3. 通報 
 

55. 特別報告者は、被害者と子ども団体と機関のような関心のあるステイクホールダーに、彼女のマン

デートの条件と範囲を説明するという課題に気付いている。市民社会団体とのバートナーシップで、彼

女は、インフォグラフィックや短編ヴィデオを含め、視覚資料の作成を通してマンデートに対する意識

を高める努力を強化することを求めるであろう。資料はソーシャル・メディア・プラットフォームと関

連ウェブ・ページで普及され、実際の被害者とサヴァイヴァーとその可能性のある人々、国際・地域・

地方レヴェルで子どもやその他のパートナーと協力している団体と機関を対象とするであろう。 
 

56. 限られたアウトリーチとこれまでに出された通報の数を仮定すれば、特別報告者が被害者とサヴァ

イヴァー、NGO とその他のステイクホールターから受けるかもしれない通報のインパクトに関連し

て、さらなる意識啓発を行うことができよう。彼女は、マンデートに関連する人権の申し立ての可能性

スにつながる情報を受け、これに基づいて行動する努力を促進し、子ども被害者の保護を必要とする広

範な問題またはマンデートに関連する侵害が起こり、起こる危険がある状況をカヴァーする通報を送る

ことにより、アドヴォカシー・ツールとして、通報をさらに推進するつもりである。 
 

4. 意識啓発とアドヴォカシーのためのステイクホールダーとのかかわり 
 

57. 特別報告者は、国際・地域団体、公共・民間セクター、市民社会と子どもを含めたあらゆるレヴェ

ル(国際、地域、国内、地方)の多様なステイクホールダーとのパートナーシップに参加し、貢献するこ

とが、子どもの売買と性的搾取を防止し、撤廃するために極めて重要であると信じている。そのような

かかわりの目的には、子どもの売買と性的搾取の防止と闘いの側面に対する意識啓発、法的・政策的改

革のためのアドヴォカシーへのかかわり及び地域・国際レヴェルでの介入の調整の強化が含まれる。 
 

58. 犯罪と被害者の状態に対する意識を高める際の前任者たちによってなされた重要な貢献を認めつ

つ、特別報告者は、大陸の国々の中には、彼女のマンデートの存在と役割に対する意識を欠いていると
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ころが依然としてあるものと信じている。メディアと政治的注意の高まりが、高い公的プロフィールと

共に、特別報告者の役割に対する意識を高め、これが代わって、国のステイクらホールダーと一般の

人々の間にトピックと関連問題に関心を引くという点で、マンデートを強化するかもしれない。 
 

59. 特別報告者の基本的ミッションは、国連加盟国、その他の国連メカニズム、地域団体、NGO、専門

家及び現地での実践家の間の連結として役立つことであった。市民社会との協働は、きわめて重要であ

った。そのような団体の支援には、国別訪問中の特別報告者との面会、テーマ別報告書にインプットを

提供するための団体との調整、現地の独自の経験、特に子ども自身と共に行われた参加型調査からの証

拠の提供が含まれる。特別報告者は、彼女のマンデートのインパクトは国内・地域・国際団体と民間セ

クター、メディア、草の根と第一線のワーカー、法律執行担当官及び宗教指導者のようなその他の関連

ステイクホールダーとの組織化された交流によってさらに高められるかもしれないと信じている。 
 

60. 2016 年に開催された「世界サヴァイヴァー・フォーラム」からの経験に基づいて、特別報告者は、

国内レヴェルでサヴァイヴァーの集団とネットワーク結成のためのリーダーシップを奨励し、提供する

であろう。継続中の対話は、彼女に重要な情報を提供し、国内・国際レヴェルで被害者に影響を及ぼす

決定においてその意見が聞かれるべき被害者の権利を推進するであろう。 
 

61. 上に示されたように、特別報告者は、子どもの参画を強化し、その年齢と成熟度に従って、変革と

社会的変化の担い手として彼らをエンパワーすることにより、彼らの声を効果的に意味あるように増幅

するためにあらゆる利用できる機会を捉えるであろう。従って、若者、特にこの問題の悪影響を受けた

者を巻き込むことは、さらに効果的で影響力のあるメッセージとインパクトに貢献するかも知れない。

子どもと若者に対する性暴力の防止を唱える際の参加型取り組みの価値を認めることに加えて、そのよ

うな取り組みが安全で倫理的な慣行に基づいていることが極めて重要である。 
 

62. さらに、子どもの権利委員会によって支持された「性的搾取と性的虐待からの子どもの保護のため

の用語ガイドライン」の重要性を仮定して、国々と国連システムによるその首尾一貫した利用を推進す

るためには、さらなる作業が必要とされるであろう。特別報告者は、従って、更新された用語を推進

し、国々が「ガイドライン」に沿わせるために国内規則と政策を改正することを提唱しようとするであ

ろう。 
 

63. 特別報告者は、直接的な犯人のみならず、ポン引きから仲介者に至るまで供給網にかかわったすべ

ての人を訴追する努力を推進し、意識啓発キャンペーンを通して加害者となる可能性のある者を標的に

することにより刑事責任免除の撤廃も提唱するであろう。彼女は、市民社会や国々と協力し、資金提供

の可能性に従って、加害者の捜査、懸念、訴追の成功を支援し、性的虐待と暴力の子ども被害者とサヴ

ァイヴァーがどのように面接を受け、支援されるかに関するガイダンスを提供する子ども保護チェック

リストを開発するであろう。 
 

64. 最後に、特別報告者は、「選択議定書」とその他の条約の批准と効果的実施を要請するために、彼女

のマンデートの創設 30 周年と「選択議定書」の 20 周年によって提供される意識啓発機会を最大限に利

用するであろう。「選択議定書」の実施に関するガイドラインの最近の開始は、意識を高め、「議定書」

の下での責務を果たすよう国々に要請する新たな勢いを提供するであろう。 
 

65. 彼女のマンデートに直接結びついているテーマ別優先事項についての意識啓発とは別に、特別報告
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者は、子ども・強制結婚を防止し、なくすことと付き添いなく移動する子ども、路上で暮らす子ども、

白皮症の子どもを暴力と搾取から保護することを含め、横断的懸念の問題に関するアドヴォカシーにか

かわるために、関連特別手続きマンデート保持者やその他の国際・地域メカニズムと密接に調整し協力

するつもりである。 
 

 

IV. 結論 
 

66. 総会に提出する初めてのものである本報告書の中で、新しく任命された特別報告者は、彼女のマン

デートについての初めての反省の概要と 3 年の任期中に彼女が取ろうと計画している戦略的方法の概要

を提供しようと努力してきた。 
 

67. 特別報告者は、彼女のマンデートの実施に対して、子どもを中心とした取り組みを用いるであろ

う。彼女は、子どもの参画を強化し、子どもの年齢と成熟度に従って、変革と社会的変化の担い手とし

て、子どもをエンパワーすることにより、子どもに影響を及ぼす問題に関して、効果的に、意味あるよ

うにその声を増幅するであろう。 
 

68. 特別報告者は、子どもの性的搾取に関連する問題を討議する時には、子どもに配慮した用語の首尾

一貫した使用を継続して推進し、すべてを包括する法的枠組み、脆弱な子どものための身元確認とリフ

ァーラルを含めた子どもに配慮した通報メカニズム、家族と地域社会を強化し、子どもの売買と性的搾

取の根本原因と推進する要因に対処し、売買と性的搾取を防止し撤廃する際の民間セクターの役割と責

任を推進し、国際協力を強化し、すべての防止措置を定期的に評価し、監視することを目的とする措置

を提唱するであろう。 
 

69. テーマ別に、特別報告者は、その作業全体を通して、ジェンダーの視点を統合し、とりわけ分類デ

ータの収集と分析、身元確認、ケア、回復、リハビリのためのニーズに対応する好事例を明らかにする

ためのジェンダーに配慮した効果的な戦略の開発を通して、男児が子どもの売買と性的搾取の悪影響を

受ける様態を特に検討するであろう。彼女は、オンラインの子どもの性的搾取に関連する問題、傾向、

影響、COVID-19 が、旅行と観光の状況で子どもの売買と性的搾取の高い危険に与えるインパクトも調

べるであろう。 
 

70. 特別報告者は、マンデートの範囲の幅広い解釈を適用し続け、目標の追求において、「子どもの権利

に関する条約」とその他の核心となる人権条約によって導かれるであろう。彼女は、子どもの売買と性

的搾取と効果的に闘うことに向けて包括的取り組みとマンデートの実施においては協議的・参加型の取

り組みを取り続けるであろう。 
 

71. 特別報告者は、この害悪を防止し、闘い、子どもたちに人権に従った保護とケアと回復を提供する

目的で、子どもの売買と性的搾取に関連する新たな脅威に対処するであろう。彼女は、従って、売買と

性的搾取を防止し、闘う国々による努力を支援し、見習うことを推進する目的で、彼女の作業の核心と

なる部分として、好事例の可視性を高めるよう努力するであろう。彼女は、ガイダンスを開発し、性的

搾取を観察し、評価する目的で、市民社会との協働で、性的搾取の形態に関する分類データを収集する

ための指定されたメカニズムを提唱するようにも努力するであろう。 
 

72. 特別報告者は、子どもの売買と性的搾取を撤廃し、根絶する際の彼女のマンデートのインパクト
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は、すべてのステイクホールダーとの組織化された交流によってさらに強化できるかも知れないと信じ

ている。従って、市民社会団体とのパートナーシップで、彼女はマンデートに対する意識を高める努力

を強化するであろう。彼女は、マンデートに関連する人権侵害の申し立ての可能性に関する通報の受領

と行動における努力を促進し、子ども被害者または危険にさらされている子どもの保護を必要とする広

範な問題をカヴァーする通報を送ることにより、アドヴォカシー・ツールとして通報も推進するであろ

う。 
  

73. 特別報告者のマンデートは、問題に対する認識、知識、理解を高め、子どもの権利の推進、保護、

実現を監視し、違反の申し立てに対処し、行動を必要とする領域に明確な専門知識を提供するためのユ

ニークなプラットフォームを提供する。しかし、国レヴェルでのかなりの政治的意思がなければ、進歩

は継続して停滞するであろう。国々は、包括的な子ども保護制度を確立し、国境を越えてもっと効果的

に協働し、子どもの虐待者が自由に歩き回ることがないことを保障するためにその司法制度を強化する

ために資金を誓約する必要がある。 

 

「第 75 回第 3 委員会公式文書(2)」が続く   


